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生産性向上と地域活性化への挑戦 

中小企業白書 2008 年版 

特集１ 生産性向上と 
地域活性化への挑戦 

 

今年も経済産業省中小企業庁が毎年とりまとめる「中小企業の動向に関する年次報告」

である中小企業白書が発行されました。今回の白書は 3 部に分けて、中小企業の動向と

現状を調査分析し、将来の展望を探っています。 

本特集では「中小企業白書 2008 年版」の概要をご紹介いたします。 

 

 

第１部 2007 年度における中小企業の動向 

2007 年度、原油・原材料価格の高騰、改正建築基準法施行後の建築着工件数の減少が発生

し、これらの影響を背景として、中小企業の業況が悪化している状況を示す。しかし、現在の 6 年

を超える景気回復局面において、中小企業の多くは回復の実感に乏しく、業種間・地域間で回復

にばらつきがある背景には、原油価格の高騰等の突発的、循環的な要因だけでなく、中小企業が

大企業に比べて民間消費により大きく依存しており、近年の雇用・所得環境の変化に伴って民間

消費が伸び悩んでいること等の構造的な要因が存在する点を指摘。 

 

第２部 中小企業の生産性の向上に向けて 

我が国の少子高齢化・人口減少が進展する中、持続的な経済成長を図るためには、労働生産

性の向上が必要である。こうした観点から、中小企業の労働生産性の現状とその向上のための課

題を示す。 

１．労働生産性の現状 

２．サービス産業の課題 

３．ＩＴの活用 

４．グローバル化への対応 

 

第３部 地域経済と中小企業の活性化 

地域間で景況感にばらつきが生じている中で、地域経済の活性化が重要な課題。こうした認識

の下、開廃業の動向、中小企業の事業再生、小規模企業、地域金融機関との関係、外部主体と

の連携の現状を示すとともに、中小企業の活力を発揮させるために必要な課題を把握する。 

１．開廃業の動向、中小企業の事業再生、小規模企業の活性化 

２．地域における中小企業金融の機能強化 

３．中小企業のネットワーク形成 
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2008 年版中小企業白書の概要 

第１部 2007 年度における中小企業の動向 

 

 我が国経済は、緩やかな景気回復が継続したものの、このところ足踏み状態にある。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

GDP

 

 

 サブプライム住宅ローン問題、原油価格の高騰、改正建築基準法の施行後の建築着

工件数の減少等の影響により、我が国経済の先行き不透明感は増大している。 
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生産性向上と地域活性化への挑戦 

 中小企業においては、原油価格の上昇により収益を圧迫されている企業は９割

を超えている。また、全く転嫁できていないとする企業は６割にのぼる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 中小企業の業況感は足下では悪化している。 
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2008 年版中小企業白書の概要 

 大企業の収益が増加している一方で中小企業の収益は伸び悩み、差は拡大傾向。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 こうした中で、中小企業の資金繰りも、このところ弱含んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 中小企業での人手不足感はなお続いているものの、足下では労働需要が弱含み、

小規模な事業所を中心に新規求人数は減少傾向に転じている。 
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生産性向上と地域活性化への挑戦 

 大企業に比べて、中小企業は民間消費などの内需により大きく依存しているが、

今回の景気回復では、民間消費が伸び悩んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 外需型産業が業績を伸ばす一方で、中小企業の大多数を占める内需型産業は伸

び悩んでいる。 

 地域間の産業構造の相違を反映して、各地域の景況感にもばらつきが見られる。
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2008 年版中小企業白書の概要 

第２部 中小企業の生産性の向上に向けて 

 

1．中小企業を巡る構造変化と生産性 
 

 我が国の労働力人口の減少が予測されている。経済成長率＝就業者数増加率＋

労働生産性上昇率であることから、持続的な経済成長のためには労働生産性の

向上が不可欠である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 1

 

 

 

 

 我が国の労働生産性の水準は、米国の 7割程度であり、G７の平均よりも低い。

労働生産性をどのように向上させるかが課題となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業かごしま／2008.6 - 6 -



生産性向上と地域活性化への挑戦 

 中小企業の労働生産性の水準は、大企業と比べて低い。 

 業種別では、大企業・中小企業ともに小売業や飲食店，宿泊業の労働生産性の

水準が低い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 中小企業の労働生産性の水準の相違は、資本装備率（労働投入量に対する資本

ストックの比）が低いことによる要因が大きい。 

 中小企業が資本装備率を引き上げるのには限界があるものの、不足している資

本（例えば IT 資本）を投資の効果等を踏まえて装備したり、資本装備率の低

さを SaaS・ASP の活用等の工夫で補完することが期待される。 
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2008 年版中小企業白書の概要 

 労働生産性について、2003 年度から 2005 年度にかけての伸び率で見ると、小

売業や飲食店，宿泊業の中小企業は他業種に比べて低い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 労働生産性の伸び率を付加価値額の要因と労働投入量の要因に分解すると、中

小企業の小売業、飲食店，宿泊業、サービス業（他に分類されないもの）の伸

びは労働投入量の減少によるものであり、付加価値額の伸びの寄与は小さい。

 労働生産性を上げていくためには、労働投入量の節約等の効率化も重要である

が、付加価値額を増大させていくことが重要。 
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生産性向上と地域活性化への挑戦 

２.経済のサービス化と中小サービス産業 

＜サービス化の進展と中小サービス産業の生産性の現状＞ 
 経済のサービス化は進展しており、就業者数も上昇傾向。中小企業・小規模企

業のうち第三次産業に属する企業の割合も高まっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 中小サービス産業の労働生産性の水準を業種別にみると、サービスの専門性や

需給等の市場環境の相違から、情報通信業、卸売業、サービス業（事業所向け）

等において労働生産性の水準が高い企業の割合が高い。 
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2008 年版中小企業白書の概要 
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＜サービスの付加価値向上に向けた取組＞ 
 

 中小サービス業の経営戦略をみると、これまで規模拡大を重視してきた企業の

割合が高かったが、今後は、顧客単価を上げようとする意識は高まってきてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 サービスの付加価値向上のためには、まず、顧客のニーズや満足度を把握し、

サービスに対する不満やトラブルを減らすことが重要。 

 現在のサービスに対する不満やトラブルは、品質のばらつきや、顧客からみて

期待する水準に満たないことが原因。個々の事業者が、ターゲットを明確にし

て差別化を図りつつ、安定した品質や高い水準のサービスの提供のために努力

することが必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事例：株式会社アイレンタル 

病院向けテレビのレンタルを行っていた経験を活かし、衛生的で高品質

なスーツケースをレンタルし、高い付加価値を創造。 

営業・配送業務は旅行代理店に委託するが、顧客のレンタル申込みは、

通常のような旅行代理店の仲介ではなく、同社が直接対応。同社が責任

を全て負う体制で、顧客の信頼感と満足度を向上。 

 



生産性向上と地域活性化への挑戦 

 個々の事業者がサービスの品質を向上させても、それが価格に反映されない取

引環境となっている場合、付加価値の向上は実現できない。現状では４社に１

社が品質等を価格に反映できていないとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 このため、品質等を価格に反映させるための取組として、顧客への説明の強化

のほか、消費者向けサービスでは「品質の可視化のための工夫」、運輸業では

「業界の慣行や慣例の是正」といった取引環境の整備が必要と考えられている。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜効率化に向けた取組＞ 

 以上のような付加価値向上への取組に加え、生産性向上のためには、業務プロ

セスを見直し、安定的な品質のサービスを効率的に提供することも重要。 

 

 

 

事例：キュービーネット株式会社 

低価格の「調髪」に対する顧客ニーズに

提供サービスを徹底的に絞り込み、洗髪

や顔剃りなどの他のサービスを省略。店

員が調髪に専念

するため、精算は

券売機で実施する

など、業務プロセ

スを効率化。 
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2008 年版中小企業白書の概要 

＜サービス産業を支える人材＞ 

 サービス産業の付加価値の向上等を図る観点から、人材の確保・育成も重要。

しかし、第三次産業の平均給与額は 90 年代後半から下がり始め、第二次産業

を下回る。その背景には、サービス産業の非正規雇用者比率が特に上昇してい

ることがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 人材を重視するサービス事業者の割合は高いが、実際には、正規雇用者の離職

率が高く、特に消費者向けサービスにおいて高い。付加価値の向上等にとって

重要な人的資本の蓄積が進まない恐れがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 人材の育成や従業員のモチベーションの向上など、直接的に人材の意欲や能力

を高める取組が弱く、より積極的な取組が望まれる。 

 

事例:株式会社日本保育サービス 

２ヶ月に一度アルバイトを含めて職員に

業務改善提案を求める研修を実施する

とともに、テーマ別に異なる園の職員が

一同に会して議論する場を設ける等し

て現場保育士の「考える力」を育成する

ことに注力。 
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生産性向上と地域活性化への挑戦 

3．中小企業による IT の活用 
＜IT の広まり＞ 

 IT が普及するなかで、企業を取り巻く経営環境も変化している。しかし、大

企業に比べて中小企業では IT の広まりがもたらしている経営環境の変化への

認識が弱い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜中小企業における IT の活用状況＞ 

 規模の小さな企業ほどパソコンの装備率が低い。さらに、中小企業では大企業

と比べて、ソフトウェアが総資産に占める割合が低い。IT 関連の資産が少な

く、IT を活用する環境が整っていない可能性がある。 
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2008 年版中小企業白書の概要 
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＜IT の活用における課題＞ 

 中小企業にとって、IT を有効活用する際の大きな課題は、人材の確保と投資
コストの負担である。情報システム会社も都市圏に偏在。SaaS・ASP などの有
効活用が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜IT の活用による効果＞ 

 中小企業は、IT の活用による業務プロセスの合理化やコストの削減の効果を
認識しているが、製品・サービスの高付加価値化や売上増大の効果は相対的に
低い傾向。 

 

事例：（株）ヤマサキ 

配送業者とのシステムの連携やデジ

タルピッキング（在庫から商品を選

び出す業務の効率化を行うシステム）

等により、千件当たりの出荷時間を

15時間から5時間に短縮させるなど、

受注－製造－販売の全業務フローに

おいてＩＴを最大限に活用し、高い

成果をあげている。2007 年度「中小

企業 IT 経営力大賞」（経済産業大臣

賞）に選ばれた。 

IT IT



生産性向上と地域活性化への挑戦 

 しかし、IT の活用による取引先拡大の効果が見られる。新規取引先は国内全

域から海外にも及ぶ。ホームページ等の工夫で顧客獲得に効果を上げている例

も多い。 

 IT
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事例：㈱小竹食品 

地元商工会議所主催の勉強会を通じ、同会議所職員の支援を得て自社ホームページを立

ち上げ。顧客が検索時に使っているキーワードを分析し、その結果をサイトの構成に活かす

ことにより、同社サイトの検索順位を上位にすることに成功し、全国規模で笹団子の販売を

実現。 

 

 

 労働生産性の水準の高い中小企業では電子商取引を行っている企業が多い傾

向。 

 業務の合理化のみならず、電子商取引等による売上増大や製品・サービスの高

付加価値化に向け、ＩＴの戦略的な活用が期待される。 
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2008 年版中小企業白書の概要 

４．中小企業のグローバル化への対応 

＜輸出を通じた中小企業のグローバル化＞ 

 日本の輸出入は拡大のテンポを強めており、主にアジアが牽引している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 中小企業においても、売上高に対する輸出の比率が上昇するとともに、最近は

輸出を行う企業の方が業況感が良い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 なお、我が国のサービス輸出額も訪日外国人客の増加、特許使用料の増大等か

ら増加傾向。 
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生産性向上と地域活性化への挑戦 
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 中小企業製造業の労働生産性の水準をみると、輸出を行う企業の方が労働生産

性が高い。輸出によって付加価値が増大した企業の割合も４割を超える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 輸出における課題としては、輸出を希望している企業は、現地マーケットをつ
なぐ優秀なパートナー企業の確保を、実際に輸出を行っている企業は、海外製
品との競合激化を最も多く挙げている。海外のパートナーとのつながりと、自
社の強みを活かした製品の差別化により、高い付加価値に結びつけていくこと
が期待される。 

 

事例：松井ニット技研 

柔らかな風合いの

マフラーを製造。下

請からの脱却を決

意し、地道に展示

会等への出品を続

け、ニューヨーク近代美術館（ＭｏＭＡ）のシ

ョップのバイヤーの目にとまって、輸出を開

始。同ショップの売上数量で５年連続１位を

 

数は増加傾向にあり、特に最近では非製造業の伸びが

獲得。

 

 

 

＜海外展開を通じた中小企業とグローバル化＞ 

 海外展開を行う中小企業

大きく上昇している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2008 年版中小企業白書の概要 
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 中小企業の労働生産性の水準をみると、海外展開をしている企業の方が高い。

海外展開（直接投資）により、労働生産性が向上したという企業が４割弱。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 中小企業の海外展開に伴う国内生産の縮小をしていない企業の割合は８割程

度。国内生産では高付加価値製品等へのシフトが起こっている姿も伺える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 海外拠点における課題に関し、品質管理や現地労働者の賃金コスト上昇は製造

業と非製造業の共通の課題。他方、非製造業では現地マネージャー層の不足が、

製造業では現地市場における更なる販路の拡大が相対的に大きな課題であり、

こうした業種の相違も踏まえた海外展開支援が必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



生産性向上と地域活性化への挑戦 

第３部 地域経済と中小企業の活性化 

1．地域を支える中小企業の事業再生と小規模企業の活性化 

＜我が国における開業・廃業の動向＞ 

 

 我が国の開業率は、2004 年～2006 年に５.１％となり、2001 年～2004 年の３.

５％から上昇した。その背景としては、景気の回復、創業支援策の充実等が考

えられる。2006 年時点の中小企業の数は 420 万社となり、2004 年時点の 433

万社から 13 万社減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「情報通信業」、「医療、福祉」といった業種の開業率が高くなっている。 
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 都道府県別で見た場合、開業率の高低にばらつきがあり、開業率の高い都道府

県は廃業率も高い傾向がある。都道府県庁の所在市の開業率はその他の市町村

よりも高い傾向にあり、事業所の減少はその他の市町村でより多く生じている。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2004 2006



生産性向上と地域活性化への挑戦 

＜中小企業の事業再生＞ 

 経営がとても困難だと感じたことがある企業は約 4社に 1社にのぼり、規模の

小さい企業ほどその割合は高い。 

 3
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 経営に困難を感じた場合、役員・家族や公認会計士・税理士などに相談する企

業が多い。中小企業再生支援協議会の相談実績は増加しているが、一層の活用

が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

UFJ 2007 11

 

 

 

中小企業かごしま／2008.6 - 21 -



2008 年版中小企業白書の概要 

＜地域を支える小規模企業の実態と課題＞ 
 小規模企業の経営者は、その経営方針として「利益の最大化」よりも「雇用の
場の提供」を掲げているものが多い。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 小規模企業は、大幅な赤字となっている企業もあるが、その上位 2割の利益率
は、中規模企業の上位 2割の利益率より高いなど、高収益をあげているものも
存在。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 小規模企業は相対的に「少数精鋭であること」、「職場で培った技術力・ノウハ
ウ」等を強みとして考えている。小規模企業の強みを引き出し、弱点を補完す
ることにより小規模企業の活性化を図ることが重要。 
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２．地域における中小企業金融の機能強化 

＜地域の中小企業金融の現状＞ 
 中小企業においては、規模の小さい企業ほど資金調達を金融機関からの借入に
依存している。地方圏では地元の地域金融機関をメインバンクとする中小企業
の割合が非常に高く、両者の関係は特に密接。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地域金融機関の不良債権比率は全国的に改善し、地域間のばらつきは縮小して
いる。一方で預貸率は全国的に低下傾向であり、預金の増加に比べて貸出が伸
びていない。 
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 前ページで見たとおり、中小企業の自己資本比率は大企業に比べて低いが、中

小企業のエクイティファイナンスへの関心は総じて低い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 中小企業は同族企業が多く、中小企業の 7割において代表者及びその一族が過

半数の株式を保有している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 エクイティファイナンスを行わずとも金融機関からの資金調達で十分であり、

経営の自由度が高い現体制を維持したいと考える中小企業の割合が高い。 
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＜地域中小企業の資金調達の多様化＞ 

 金融機関と中小企業との関係を見ると、金融機関は中小企業への経営指導を重

視しているが、中小企業側は借入条件を重視している。特に地域金融機関には

担保・保証条件の柔軟さが求められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地域金融機関は、担保や保証に過度に依存しない融資を推進する上で、中小企

業の技術力や将来性を見る目利き能力を課題と認識している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2005 年から 2007 年にかけて、ABL（流動資産担保融資）等の新たな資金調達

手法の認知度は大幅に高まっている。今後、担保や保証に過度に依存しない融

資やリスクマネーの供給といった、新たな資金調達手法の一層の普及が期待さ

れる。 
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＜中小企業の情報開示とコーポレートガバナンス＞ 

 金融機関は目利き機能の強化に取り組む一方、中小企業は事業内容等の積極的
な情報提供が求められる。しかし、中小企業では事業計画等の企業情報の開示
が低調。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 中小企業は情報開示のメリットとして「信用力の向上」や「金融機関からのス
ムーズな資金調達」を、デメリットとして、書類作成にかかる時間や費用負担
を挙げている。 

 担保・保証に過度に依存しない融資など、中小企業金融の円滑化のためには、
こうしたデメリットの軽減を図るとともに、中小企業が決算書その他の企業情
報を積極的に開示することが望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 中小企業の認識よりも金融機関は中小企業のコーポレートガバナンス構築への
取組を重視している。ステークホルダーに企業内容の理解を求め、関係を強化
することは、円滑な資金調達や事業活動において重要であり、積極的な取組が
期待される。 
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３．新たな連携やネットワークの形成に取り組む中小企業 

＜中小企業のネットワークの現状と課題＞ 

 中小企業の約 2割は、他の企業との連携を通じた活動（事業連携活動）に取り

組んでいる。また、業種により連携する企業の割合や連携の内容が異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 中小企業が事業連携活動を行う相手は、取引関係のない中小企業が多い。また、

地域内の連携が多いが、「隣接しない都道府県」が「隣接する都道府県」より

も多く、全国から最適な相手を探している場合も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 連携実績のある中小企業は、十分な成果を早期に上げることが連携活動におけ

る課題となっている。また、連携実績の有無にかかわらず、最適な相手を見つ

けることが課題となっている。マッチング、つなぎ役の強化が重要である。 
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 大学による中小企業との連携（産学連携）の現状は、各種相談や共同研究・共

同開発のほか、インターンの派遣など、人材交流も活発化してきている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 産学官連携を拡大していく上での仲介者として、大学窓口スタッフや商工会・

商工会議所に期待する中小企業は多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ネットワークを広げ、今後連携したい相手としては、地域内の異業種企業・同

業種企業・大学等の研究機関を挙げる中小企業が多く、地域内の連携への期待

が強いが、その次に地域外の同業種・異業種との連携への期待が多くなってい

る。 
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＜農林水産資源活用に向けた地域中小企業のネットワーク＞ 

 地域経済における農林水産関連産業のウェイトは地方圏で大きく、地域の農林

水産資源の活用による地域活性化が重要である。 

 消費者は、食品に地域名が明示されていることで安全・安心、性能（おいしさ）

といった点が優れていると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 中小食料品製造業は商品開発に向けて農林水産業者との連携意向が強く、その

内容は地域ブランドの形成や原材料の確保のほか、トレーサビリティの実現な

ど食の安全や消費者の信頼の確保に向けた連携を考えている企業も見られる。
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中小企業かごしま／2008.6 

＜商業・コミュニティビジネスにおけるネットワーク＞ 

 地域住民や行政は、地域の商業・サービス業者に「子育て支援」や「高齢者福

祉」などの社会的サービスの提供を期待しているが、商店街の現状としてはそ

うした分野での取組が少ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 こうした社会的サービスを含め、コミュニティビジネスを行っている NPO の約

3割が商店街との連携を期待している。商店街が地域住民のニーズや行政の期

待に応え、賑わいを取り戻していく観点から、活動の「場」の提供や広告など

で NPO と連携することは有意義である。 

 

 

 

事 例 Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 「 そ よ か ぜ 」

 

商店街を拠点に高齢者支援サービスを展開。

また、地域住民交流の「場」を設置し、商店

街の賑わいづくりに貢献。 

 

- 30 -
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平成２０年度 

九州経済産業局 
支援施策概要のご紹介 

 
平成 20 年度の九州経済産業局支援施策の概要のうち、中小企業での活用が想定され

るものを支援分野毎にご紹介いたします。 

 

支援分野 支援施策等 担当課 ﾍﾟｰｼﾞ 

研究開発支援 

地域イノベーション創出共同体形成事業 技術企画課 

092-482-5461 

技術振興課 

092-482-5464 

33 

地域イノベーション創出研究開発事業 34 

地域資源活用型研究開発事業 35 

知的財産支援等 
九州知的財産戦略ｾﾝﾀー  

092-481-2468 
36 

中小企業支援 

「農商工連携」の促進を通じた地域活性化 

中央会にお問い合わせく

ださい 

099-222-9258 

37～40 

中小企業地域資源活用プログラム 41～42 

新連携支援事業 43～44 

がんばる小規模企業応援プラン 45～56 

事業承継関連支援事業 57～59 

新現役チャレンジ支援事業 60 

下請け対策事業 61～62 

若者・中小企業ネットワーク構築事業 63 

まちづくり支援 

中心市街地に対する予算支援措置 

流通・サービス産業課 

092-482-5456 

64～69 

中心市街地に対する税制支援措置 70 

中心市街地に対する低利融資制度 71 

中小商業に対する総合的な支援措置 72～75 

中小商業関連支援措置 76 

物流効率化に対する支援措置 
流通・サービス産業課 

092-482-5455 
77～80 

観光サービス 

支援 
広域・総合観光集客サービス支援事業 

流通・サービス産業課 

092-482-5454 
81 

企業立地支援 企業立地促進法による支援 
産業立地課 

092-482-5435 
82～83 

特集２ 
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支援分野 支援施策等 担当課 ﾍﾟｰｼﾞ 

ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業支援 エンジェル税制による優遇措置 
新規事業課 

092-482-5438 
84～85 

ｴﾈﾙｷﾞｰ関連支援 
バイオマス等未活用エネルギー事業 

調査事業 
エネルギー対策課 

092-482-5475 

86 

  新エネルギー事業者支援対策事業 87 

  エネルギー需給構造改革投資促進税制 
鹿児島税務署 

099-255-8111 
88 

  資源エネルギー資金 

中小企業金融公庫 

鹿児島支店 

099-223-2221 

89 

その他保証制度 信用保証協会の保証制度 
中小企業課 

092-482-5448 
90～91 

 

 

【その他参考資料】 ・九州経済国際化戦略 （P92～P98） 

・九州における産業クラスタープロジェクト(P99～P100) 

・九州地域環境・リサイクル産業交流プラザ（K-RIP）(P101) 

・九州シリコンクラスター計画（P102） 

・九州地域バイオクラスター計画 （P103） 

・ロボット政策の全体像 （P104） 

・新しいＪＩＳ制度の構築 （P105） 

・消費生活用製品の安全対策 （P106～P109） 

 

支援施策に対する中央会の取り組み（P110～P111） 
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新
生

コ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム
研

究
開

発
事

業
で

培
っ

た
委

託
方

式
に

よ
る

産
学

官
連

携
ス

キ
ー

ム
を

活
用

し
、

利
便

性
が

高
く
か

つ
効

果
的

な
研

究
開

発
支

援
事

業
を

構
築

す
る

。
◆

連
携

研
究

体
は

管
理

法
人

、
総

括
事

業
代

表
者

（
PM

：
Pr

oj
ec

t M
an

ag
er

）
及

び
研

究
実

施
者

に
よ

っ
て

構
成

さ
れ

る
も

の
と

し
、

委
託

研
究

に
必

要
な

技
術

シ
ー

ズ
・
知

見
を

有
す

る
者

を
含

み
（
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
の

参
画

は
任

意
）
、

以
下

（
１

）
（
２

）
の

要
件

を
共

に
満

た
す

必
要

が
あ

り
ま

す
。

（
１

）
【
試

験
研

究
機

関
の

参
画

】
大

学
、

高
等

専
門

学
校

、
大

学
共

同
利

用
機

関
、

独
立

行
政

法
人

及
び

地
方

独
立

行
政

法
人

で
あ

っ
て

試
験

研
究

に
関

す
る

業
務

を
行

う
も

の
、

特
殊

法
人

で
あ

っ
て

研
究

開
発

を
目

的
と

す
る

も
の

並
び

に
国

及
び

地
方

公
共

団
体

の
試

験
研

究
機

関
の

う
ち

の
い

ず
れ

か
１

つ
以

上
の

機
関

を
含

む
こ

と
。

（
２

）
【
民

間
企

業
の

参
画

】
研

究
実

施
者

と
し

て
、

原
則

と
し

て
複

数
の

民
間

企
業

を
含

む
こ

と
。

（
た

だ
し

中
小

企
業

が
参

画
す

る
場

合
は

、
民

間
企

業
は

１
社

の
み

で
も

可
）

【
基

本
ス

キ
ー

ム
図

】
・
研

究
開

発
期

間
：

２
年

以
内

（
エ

ネ
ル

ギ
ー

特
別

会
計

分
は

１
年

以
内

）

・
委

託
金

額
：

１
年

目
；
１

億
円

以
内

２
年

目
；
５

千
万

円
以

内

【
地

域
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

創
出

研
究

開
発

事
業

（
委

託
）
】

一
般

会
計

６
２

．
５

億
円

（
う

ち
農

商
工

連
携

枠
予

算
１

０
．

０
億

円
）

特
別

会
計

１
１

．
５

億
円

地
域

で
支

援
し

、
地

域
に

成
果

を
！

平
成

２
０

年
度

政
府

予
算

（
案

）

経 済 産 業 局

経 済 産 業 省

プ ロ ジ ェ ク ト 管 理 法 人

連
携

研
究

体

大 学 ・ 高 等 専 門 学 校 等

公 設 試 験 研 究 機 関

民 間 企 業

（ ア ド バ イ ザ ー ）

研 究 協 力 者

再
委

託
等

最
小

の
連

携
研

究
体

は
研

究
機

関
１

者
、

民
間

企
業

１
社

（
中

小
企

業
）
の

組
み

合
わ

せ
に

な
り

ま
す

。

総
括

事
業

代
表

者
（
P

M
）
が

共
同

研
究

を
統

括

地
域
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

創
出
研
究
開
発
事
業
の
制
度
概
要
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○
目

的
地

域
に

存
在

す
る

資
源

（
地

域
資

源
）
を

活
用

し
た

、
新

製
品

の
開

発
を

目
指

す
実

用
化

技
術

の
研

究
開

発
支

援
を

通
じ

て
、

新
た

な
需

要
を

開
拓

し
、

地
域

の
新

産
業

・
新

事
業

の
創

出
に

貢
献

し
う
る

製
品

等
の

開
発

に
つ

な
げ

る

○
対

象
者

と
対

象
事

業
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
管

理
法

人
の

も
と

、
地

域
資

源
を

活
用

し
た

製
品

を
目

指
す

技
術

開
発

に
取

り
組

む
大

学
や

公
的

研
究

機
関

と
民

間
企

業
か

ら
な

る
研

究
共

同
体

地
域

の
強

み
と

な
り

う
る

地
域

資
源

を
利

用
し

、
他

地
域

の
製

品
と

の
差

別
化

が
図

ら
れ

、
地

域
産

業
の

形
成

・
強

化
の

有
効

な
手

段
と

し
て

期
待

さ
れ

る
よ

う
な

製
品

の
事

業
化

に
結

び
つ

く
技

術
開

発

○
支

援
内

容
初

年
度

目
3千

万
円

以
内

、
2年

度
目

2千
万

円
以

内
の

委
託

で
期

間
は

２
年

度
以

内

○
公

募
期

間
（
提

案
公

募
方

式
）

１
９

年
度

実
績

：
第

１
回

Ｈ
１

９
．

４
．

５
（
木

）
～

４
．

２
５

（
水

）
第

２
回

Ｈ
１

９
．

９
．

３
（
月

）
～

９
．

２
０

（
木

）
２

０
年

度
予

定
：

未
定

（
現

在
検

討
中

）

○
事

業
予

算
：

１
９

年
度

新
規

（予
算

：
１

９
．

６
億

円
）

※
２

０
年

度
政

府
予

算
案

：
１

７
．

１
億

円

地
域

資
源

を
活

用
し

実
用

化
を

目
指

し
た

技
術

開
発

を
支

援

１
９

年
度

第
１

回
/
九

州
提

案
数

２
１

件
採

択
数

８
件

競
争

率
２

.６
倍

地
域

資
源

と
は

、
地

域
の

農
林

水
産

業
や

鉱
業

等
か

ら
産

出
さ

れ
る

一
次

産
品

及
び

そ
れ

ら
の

産
物

を
生

産
・
加

工
す

る
過

程
で

発
生

す
る

副
産

物
等

の
ほ

か
、

そ
の

地
域

に
根

ざ
し

た
伝

統
や

文
化

等
に

依
拠

し
、

従
来

か
ら

そ
の

地
域

に
賦

存
す

る
も

の
と

し
て

一
定

程
度

認
知

さ
れ

て
い

る
産

業
・
産

物
等

に
関

す
る

技
術

又
は

技
法

等
の

こ
と

を
指

し
ま

す
。

１
９

年
度

第
２

回
/
九

州
提

案
数

１
８

件
採

択
数

３
件

競
争

率
６

倍

地
域

資
源

活
用

型
研

究
開

発
事

業
の

概
要
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知的財産支援等 

創造
出願・

審査請求
特許取得 活用保護

○専門家に
相談したい
・窓口相談
・専門家派遣

○特許等を
調査したい
・ＩＰＤＬ
・マニュアル
・特許情報ＡＤ

○費用を安くしたい
・助成制度 ・審査請求料返還制度
・審査請求等の料金減免

○出願・審査に関する支援策を
活用したい

・先行技術調査支援
・審査着手時期照会 ・早期審査

○特許活用の支援策を知りたい
・特許流通ＤＢ
・特許流通ＡＤ

○その他
・模倣品対策
・産業財産権専門官

○出願をしたい
・出願の様式等 ・弁理士 ・出願ＡＤ

特許行政サービスメニュー：http://www.jpo.go.jp/sesaku/pdf/menu/0_gyousei_service.pdf

九州経済産業局特許室では、九州地域における知的財産の創造・保護・活用を促進し、地域企業の
経営力強化及び国際競争力強化を図るため、知的財産権に関する説明会、セミナー、パンフレットの
配布等、普及啓発活動を行っている。また、中小・ベンチャー企業の皆様に、知的財産権を戦略的に
活用していただくために、中小企業等支援策の実施及び周知等を行っている。

知的財産支援施策の体系図

以下の支援施策に関する問い合わせは、『九州知的財産戦略センター』にお問い合わせ下さい。
ＴＥＬ：０９２－４８１－２４６８ ＦＡＸ：０９２－４８１－２４９６

制
度
）

（
特
許
料
等
軽
減

料
金
を
安
く
し
た
い

対象
（要件）

①職務発明要件、②予約承継要件、③研究開発要件の全てを満たし
ている④中小企業（個人事業主、協同組合等を含む）であること

措置
内容

審査請求料 ：半額軽減
特許料（１～３年分）：半額軽減（中小ものづくり高度化法について

は第１～６年分）

中小企業・個人の特許出願に対して、民間特許調査事業者が、特許の先行技術調査を無

料で実施。

■平成16年４月以降の特許出願で審査請求していないものが対象

■審査請求の見極めに活用

■先行技術調査は民間の専門事業者２０社が実施（調査事業者を選択できる）

■１社年間２０件まで（予算が無くなり次第終了）

実施関連出願、外国関連出願、中小企業・個人の出願、大学・ＴＬＯの特許出願に対し

て、要請に応じて早期審査を実施

■審査請求料以外は無料（書面提出でも電子化手数料不要）

■早期審査事情説明書（事情と先行技術調査の開示及び対比説明を記載）を提出

■中小企業・大学等が申請の場合は、先行技術調査を軽減しました

通常の特許審査期間は、審査請求から平均２６月
↓

平均２．４月で審査（１８年度実績）

（中小・大学等の場合）
申請時までに、出願人が知っている文

献を記載すれば足りることに！

（
先
行
技
術
調
査
支
援
制
度
）

審
査
請
求
す
る
か
迷
っ
て
い
る

（
早
期
審
査
制
度
）

審
査
を
早
く
し
て
ほ
し
い
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【
商

品
の

開
発

・
生

産
】
（
北

海
道

江
別

市
）

・
中

小
企

業
者

で
あ

る
地

元
製

粉
業

者
と

地
元

小
麦

生
産

農
家

等
が

連
携

し
、

栽
培

の
難

し
い

地
場

産
小

麦
「
ハ

ル
ユ

タ
カ

」
を

活
用

し
、

高
品

質
な

麺
を

開
発

。
地

域
ブ

ラ
ン

ド
「
江

別
小

麦
め

ん
」
と

し
て

、
年

間
約

３
０

０
万

食
を

売
り

上
げ

、
地

域
活

性
化

に
貢

献
。

【
サ

ー
ビ

ス
の

開
発

・
提

供
】
（
福

岡
県

岡
垣

町
）

・
中

小
企

業
者

で
あ

る
旅

館
業

者
と

地
元

農
家

が
連

携
し

、
新

サ
ー

ビ
ス

と
し

て
減

農
薬

栽
培

農
産

物
を

活
用

し
た

ジ
ャ

ム
な

ど
の

加
工

品
販

売
、

自
然

食
レ

ス
ト

ラ
ン

で
の

新
メ

ニ
ュ

ー
、

ウ
エ

デ
ィ

ン
グ

事
業

を
開

始
。

年
間

２
０

万
人

の
観

光
客

が
訪

れ
る

。

２
．

ス
キ

ー
ム

・
支

援
措

置

○
業

種
の

壁
を

越
え

た
連

携
を

促
進

す
る

た
め

の
、

農
水

省
・

経
産

省
に

よ
る

行
政

の
壁

を
越

え
た

従
来

に
な

い
法

律

○
中

小
企

業
者

と
農

林
漁

業
者

が
共

同
で

申
請

し
た

計
画

を
認

定
し

た
場

合
、

農
水

省
・経

産
省

の
両

省
が

共
同

で
支

援

○
農

水
省

と
経

産
省

が
、

そ
れ

ぞ
れ

１
０

０
億

円
程

度
、

合
計

で
２

０
０

億
円

以
上

の
予

算
措

置
に

よ
り

支
援

１
．

新
法

の
考

え
方

中
小

企
業

者
と

農
林

漁
業

者
の

連
携

事
例

地
域

を
支

え
る

中
小

企
業

者
と

農
林

漁
業

者
と

の
連

携
に

よ
り

、
双

方
の

活
力

を
取

り
戻

し
、

地
域

経
済

を
活

性
化

・
主

務
大

臣
が

農
商

工
等

連
携

事
業

の
促

進
の

意
義

や
基

本
的

な
方

向
等

に
つ

い
て

策
定

。

・
中

小
企

業
者

及
び

農
林

漁
業

者
が

共
同

で
計

画
を

作
成

。

○
中

小
企

業
信

用
保

険
法

の
特

例

○
小

規
模

企
業

者
等

設
備

導
入

資
金

助
成

法
の

特
例

○
食

品
流

通
構

造
改

善
促

進
機

構
の

債
務

保
証

○
農

業
改

良
資

金
助

成
法

等
に

基
づ

く
貸

付
対

象

を
中

小
企

業
者

へ
拡

大
。

償
還

期
間

・
据

置
期

間

を
延

長
。

○
設

備
投

資
減

税
制

度
の

創
設

（
７

％
の

税
額

控
除

又
は

３
０

％
の

特
別

償
却

）

○
中

小
企

業
者

に
対

す
る

低
利

融
資

制
度

の
創

設
（
中

小
公

庫
・
国

民
公

庫
）

・
農

商
工

連
携

に
対

し
、

指
導

・
助

言
等

の
支

援

を
行

う
計

画
を

作
成

。

農
商

工
等

連
携

事
業

計
画

○
中

小
企

業
信

用
保

険
法

の
特

例
（
事

業
計

画
の

認
定

を
受

け
た

公
益

法
人

又
は

特
定

非
営

利

活
動

法
人

は
、

中
小

企
業

信

用
保

険
の

対
象

に
な

る
。

）

農
商

工
等

連
携

支
援

事
業

計
画

支
援

措
置

支
援

措
置

基
本

方
針

申
請

認
定

申
請

認
定

年
間

２
０

万
人

が
訪

れ
る

江
別

小
麦

め
ん

パ
ッ

ケ
ー

ジ

中
小
企
業
者
と
農
林
漁
業
者
と
の
連
携
に
よ
る
事
業
活
動
の
促
進
に
関
す
る
法
律
案
の
概
要
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地
域

連
携

拠
点

商
工

会
、

商
工

会
議

所
、

県
中

央
会

、
県

中
小

企
業

支
援

セ
ン

タ
ー

な
ど

、
全

国
約

３
０

０
箇

所
の

地
域

連
携

拠
点

が
、

経
営

相
談

や
専

門
家

派
遣

を
行

う

（
※

）
事

業
化
の
段

階
に
応

じ
た
多

様
な
予

算
措
置

の
例

連
携

し
て

新
事

業
展

開
に

取
り

組
む

中
小

企
業

者
と

農
林

漁
業

者

経 営 の 改 善

設
備

投
資

／
生

産
・
販

売
・
需

要
開

拓
試

作
品

開
発

／
展

示
会

出
展

等

設
備
投
資
減
税

農 商 工

連 携 支 援

小
規
模
企
業
者
等
設
備
導
入
資
金
、

農
業
改
良
資
金
等
（
無
利
子
資
金
）

債
務
保
証

農
林

水
産

業
・
食

品
産

業
の

発
展

等
を

図
る

た

め
の

産
学

官
連

携
に

よ

る
実

用
技

術
開

発
を

競

争
的

資
金

に
よ

り
支

援

ＩＴ
を

活
用

し
た

生
産

ス
タ

イ
ル

の
構

築
な

ど
、

異
業

種
の

ノ
ウ

ハ
ウ

を
活

用
し

た
農

林
漁

業
者

の
経

営

の
効

率
化

等
を

支
援

試
作

品
開

発
・
展

示
会

出
展

へ

の
支

援
や

、
品

質
管

理
体

制
作

り
の

強
化

、
生

産
加

工
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

構
築

な
ど

、
具

体
的

な
事

業
化

段
階

で
の

支
援

空
き

店
舗

活
用

や
特

産
品

販
売

サ
イ

ト
の

立
ち

上
げ

、
大

企
業

Ｏ
Ｂ

等
に

よ
る

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ

に
関

す
る

ア
ド

バ
イ

ス
、

輸
出

促

進
な

ど
、

販
路

開
拓

を
支

援

低
利
融
資

農
商

工
連

携
に

対
し

指
導

・
助

言
等

の
支

援
を

行
う

Ｎ
Ｐ

Ｏ
，

公
益

法
人

指
導

、
ア

ド
バ

イ
ス

、
セ

ミ
ナ

ー
開

催
等

信
用
保
証
の
対
象

事
業

計
画

作
成

農
政

局
・

経
産

局
等

が
認

定
事

業
計

画
作

成

食
料

産
業

ク
ラ

ス
タ

ー
協

議
会

全
国

４
７

ヵ
所

の
地

域
の

食
料

産
業

ク
ラ

ス
タ

ー
協

議
会

に
お

い
て

、
地

域
の

食
品

ﾒｰ
ｶ
ｰ

等
の

中
小

企
業

者
と

農
林

漁
業

者
と

の
連

携
を

図
る

た
め

の
出

会
い

の
場

の
設

定
や

、
地

域
の

農
林

水
産

物
を

活
用

し
た

新
商

品
の

開
発

・
販

路
拡

大
を

支
援

【
①

事
業

者
へ

の
支

援
】

【
②

支
援

機
関

へ
の

支
援

】

ハ
ン

ズ
オ

ン
支

援
事

務
局

各
地

域
ブ

ロ
ッ

ク
１

０
箇

所
に

支
援

体
制

を
整

備
し

、
専

門
家

に
よ

る
き

め
細

か
な

支
援

を
実

施

農
政

局
・

経
産

局
等

が
認

定

(注
）

部
分

は
法

律
認

定
に

よ
る

支
援

農
商

工
等

連
携

促
進

法
案

に
お

け
る

支
援

の
流

れ
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中
小

企
業

信
用

保
険

法
の

特
例

＜
保

険
料

率
（年

額
）＞

・
百

分
の

三
以

内
に

お
い

て
政

令
で

定
め

る
も

の

現
行

＜
貸

付
率

＞
・・

貸
付

対
象

額
の

１
／

２
以

内
＜

貸
付

率
の

拡
大

＞
・・

貸
付

対
象

額
の

２
／

３
以

内

小
規

模
企

業
者

等
設

備
導

入
資

金
助

成
法

の
特

例

本
法

に
お

け
る

特
例

現
行

本
法

に
お

け
る

特
例

＜
保

険
種

類
＞

＜
保

証
限

度
額

＞
（
１

業
者

あ
た

り
）

＜
填

補
率

（
年

額
）
＞

・普
通

保
険

・
・・

・
・
・・

・・
・７

０
％

・そ
の

他
の

保
険

・・
・
・
・・

８
０

％

＜
保

証
限

度
額

の
拡

大
＞

（
左

記
の

現
行

保
証

限
度

額
に

加
え

、
以

下
の

特
別

枠
を

創
設

）

＜
填

補
率

（
年

額
）
の

引
き

上
げ

＞
・普

通
保

険
・
・・

・
・
・・

・・
・８

０
％

・そ
の

他
の

保
険

・・
・
・
・・

８
０

％

＜
保

険
料

率
（年

額
）の

引
き

下
げ

＞
・百

分
の

二
以

内
に

お
い

て
政

令
で

定
め

る
も

の

【
保

証
限

度
額

の
合

計
】

≪
現

行
の

保
証

限
度

額
（
１

業
者

あ
た

り
）

＋
特

別
枠
≫

・
普

通
保

険

４
億

円
以

内
（
組

合
は

８
億

円
以

内
）

・
無

担
保

保
険

１
，

６
億

円
以

内

・
特

別
小

口
保

険

２
，

５
０

０
万

円
以

内

・
流

動
資

産
担

保
保

険

４
億

円
以

内
（組

合
は

８
億

円
以

内
）

【
特

別
枠

】

・
普

通
保

険

２
億

円
以

内
（
組

合
は

４
億

円
以

内
）

・
無

担
保

保
険

８
，

０
０

０
万

円
以

内

・
特

別
小

口
保

険

１
，

２
５

０
万

円
以

内

・
流

動
資

産
担

保
保

険

２
億

円
以

内
（
組

合
は

４
億

円
以

内
）

・普
通

保
険

２
億

円
以

内
（組

合
は

４
億

円
以

内
）

・無
担

保
保

険 ８
，

０
０

０
万

円
以

内

・特
別

小
口

保
険

１
，

２
５

０
万

円
以

内

・流
動

資
産

担
保

保
険

２
億

円
以

内
（組

合
は

４
億

円
以

内
）

農
業

改
良

資
金

助
成

法
、

林
業

・木
材

産
業

改
善

資
金

助
成

法
、

沿
岸

漁
業

改
善

資
金

助
成

法
の

特
例

現
行

＜
対

象
者

＞
・
農

業
者

、
林

業
者

、
木

材
産

業
事

業
者

、
沿

岸
漁

業
者

・
こ

れ
ら

の
組

織
す

る
団

体

＜
償

還
期

間
／

据
置

期
間

＞
１

０
年

以
内

／
３

年
以

内

＜
対

象
者

の
拡

大
（左

記
に

追
加

）＞

中
小

企
業

者
（
農

業
者

等
が

実
施

す
る

農
業

改
良

措
置

等
を

支
援

す
る

取
組

（
農

業
経

営
に

必
要

な
施

設
の

整
備

等
）
）

＜
償

還
期

間
／

据
置

期
間

の
延

長
＞

１
２

年
以

内
／

５
年

以
内

課
税

の
特

例 現
行

機
械

等
の

取
得

・
・・

・・
・
・特

別
償

却
（
３

０
％

）
税

額
控

除
（７

％
）

本
法

に
お

け
る

特
例

本
法

に
お

け
る

特
例

制
度

創
設

食
品

流
通

構
造

改
善

促
進

法
の

特
例

現
行

＜
支

援
対

象
＞

食
品

の
流

通
の

合
理

化
・高

度
化

を
図

る
た

め
に

必
要

な
資

金
に

つ
い

て
、

食
品

流
通

構
造

改
善

促
進

機
構

に
よ

る
債

務
保

証

＜
支

援
対

象
の

拡
大

＞

左
の

事
業

と
は

別
に

、
農

林
漁

業
者

と
食

品
の

製
造

等
を

行
う

中
小

企
業

者
が

連
携

し
た

取
組

に
必

要
な

資
金

に
つ

い
て

、
同

機
構

に
よ

る
債

務
保

証本
法

に
お

け
る

特
例

農
商
工
等
連
携
促
進
法
案
に
お
け
る
主
な
支
援
措
置
の
比
較
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地
域

の
基

幹
産

業
で

あ
る

農
林

水
産

業
、

商
業

、
工

業
等

の
産

業
間

の
連

携
（
「農

商
工

連
携

」
）を

強
化

し
、

相
乗

効
果

を
発

揮
す

る
こ

と
で

、
地

域
活

性
化

に
つ

な
げ

る
観

点
か

ら
、

農
林

水
産

業
と

一
層

密
接

か
つ

有
機

的
に

連
携

を
と

り
、

以
下

の
取

組
を

推
進

し
て

い
く
。

・
地

域
産

品
ＩＴ

販
路

開
拓

支
援

事
業

＜
3.

0億
円

＞
地

域
特

産
品

を
販

売
す

る
サ

イ
ト

（
シ

ョ
ッ

ピ
ン

グ
モ

ー
ル

）
の

立
ち

上
げ

を
支

援
し

、
地

域
の

生
産

者
に

対
し

、
廉

価

に
出

店
、

直
販

で
き

る
、

ＩＴ
を

活
用

し
た

販
路

の
開

拓
を

促
す

。

・
ＩＴ

経
営

応
援

隊
＜

3.
0億

円
＞

中
小

企
業

者
・
農

業
者

が
ＩＴ

経
営

の
実

践
を

進
め

る
た

め
の

ＩＴ
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

や
地

域
ベ

ン
ダ

等
に

よ
る

官
民

連
携

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
構

築
し

、
研

修
活

動
、

ベ
ス

ト
プ

ラ
ク

テ
ィ

ス
等

の
収

集
・
普

及
活

動
、

地
域

連
携

支
援

事
業

を
支

援
。

・
電

子
タ

グ
や

ＩＴ
シ

ス
テ

ム
の

活
用

に
よ

る

販
売

促
進

及
び

生
産

・
流

通
管

理
＜

2.
0億

円
＞

電
子

タ
グ

な
ど

ＩＴ
を

活
用

し
て

地
域

特
産

品
の

生
産

・流
通

の
効

率
化

を
図

る
先

進
的

な
取

組
が

、
全

国
各

地
に

幅
広

く
展

開
さ

れ
る

よ
う

な
シ

ス
テ

ム
開

発
等

を
支

援
。

ＩＴ
活

用
に

よ
る

生
産

性
向

上
・
販

売
促

進

・
中

小
企

業
地

域
資

源
活

用
プ

ロ
グ

ラ
ム

＜
28

.0
億

円
＞

地
域

資
源

（産
地

の
技

術
、

地
域

の
農

林
水

産
品

、
観

光
資

源
等

）を
活

用
し

て
新

事
業

に
取

り
組

む
中

小
企

業
・

農
業

者
等

の
取

組
を

支
援

。

・
新

連
携

対
策

支
援

事
業

＜
１

１
.0

億
円

＞
中

小
企

業
者

が
異

分
野

の
事

業
者

（他
の

中
小

企
業

、
研

究
機

関
、

Ｎ
Ｐ

Ｏ
等

）と
連

携
し

て
新

事
業

活
動

を
行

う

取
組

（「
新

連
携

」）
に

対
し

て
支

援
を

行
い

、
農

商
工

連
携

に
よ

る
農

林
水

産
業

の
生

産
性

を
向

上
。

・
広

域
総

合
観

光
・
集

客
サ

ー
ビ

ス
支

援
事

業
<1

.5
億

円
>

農
商

工
連

携
に

よ
る

体
験

交
流

プ
ロ

グ
ラ

ム
ほ

か
、

こ
れ

ら
の

連
携

に
よ

る
地

産
地

消
型

の
新

サ
ー

ビ
ス

の
提

供

を
推

進
し

、
観

光
・
集

客
サ

ー
ビ

ス
の

競
争

力
を

強
化

。

・
地

域
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

協
創

プ
ロ

グ
ラ

ム
＜

10
.0

億
円

＞
地

域
の

農
業

従
事

者
等

と
の

有
機

的
連

携
を

通
じ

つ
つ

、
農

水
産

品
を

原
材

料
と

し
て

活
用

し
た

新
商

品
・新

事
業

開
発

を
目

指
し

た
実

用
化

研
究

開
発

を
実

施
。

・
中

小
商

業
活

力
向

上
事

業
※

<1
0.

0億
円

>
空

き
店

舗
を

利
用

し
た

農
産

物
販

売
の

ア
ン

テ
ナ

シ
ョ

ッ
プ

や
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
施

設
の

設
置

・
運

営
等

、
商

店
街

・
商

工
会

議
所

や
地

域
の

民
間

事
業

者
な

ど
に

よ
る

農
商

工
連

携
に

向
け

た
取

組
を

支
援

し
、

商
店

街
の

活
性

化
を

促
進

。
（
※

少
子

高
齢

化
等

対
応

中
小

商
業

活
性

化
事

業
よ

り
名

称
変

更
）

地
域

産
品

の
販

売
促

進
・
新

商
品

開
発

の
支

援

・
地

域
企

業
立

地
促

進
等

補
助

事
業

＜
11

.0
億

円
＞

企
業

立
地

促
進

法
に

基
づ

き
、

農
商

工
連

携
に

資
す

る
企

業
立

地
を

促
進

す
る

た
め

に
、

地
域

が
取

り
組

む
基

本
計

画
の

策
定

や
人

材
育

成
事

業
を

支
援

。

・
地

域
企

業
立

地
促

進
等

共
用

施
設

整
備

事
業

＜
7.

0億
円

＞
農

商
工

連
携

に
資

す
る

貸
工

場
、

貸
事

業
場

等
の

共
用

施
設

を
整

備
す

る
事

業
を

支
援

。

企
業

立
地

に
よ

る
地

域
振

興

・
産

学
人

材
育

成
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
事

業
＜

2.
5億

円
＞

地
域

の
産

業
界

と
大

学
等

の
高

等
教

育
機

関
が

連
携

し
、

地
域

の
特

徴
を

踏
ま

え
た

農
業

と
商

工
業

の
連

携
等

に
よ

り
地

域
課

題
の

解
決

に
貢

献
す

る
中

核
的

な
役

割
を

果
た

す
人

材
を

輩
出

す
る

人
材

育
成

プ
ロ

グ

ラ
ム

の
開

発
と

そ
の

実
証

等
を

行
う

。

・
中

小
企

業
も

の
づ

く
り

人
材

育
成

事
業

＜
0.

5億
円

＞
工

業
高

校
等

と
地

元
企

業
・
農

業
者

等
産

業
界

が
連

携
し

て
行

う
も

の
づ

く
り

分
野

や
農

商
工

連
携

分
野

の

人
材

育
成

事
業

を
支

援
。

・
新

現
役

チ
ャ

レ
ン

ジ
推

進
事

業
＜

5.
0億

円
＞

製
品

開
発

や
マ

ー
ケ

テ
ィ

ン
グ

な
ど

の
ノ

ウ
ハ

ウ
を

も
つ

大
企

業
退

職
者

等
を

数
年

間
に

渡
り

集
中

派
遣

し
、

地
域

に
お

け
る

販
路

開
拓

等
の

取
組

を
支

援
。

・
村

お
こ

し
に

燃
え

る
若

者
等

創
出

事
業

＜
2.

0億
円

＞
農

商
工

連
携

等
に

資
す

る
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
ビ

ジ
ネ

ス
の

担
い

手
と

な
る

人
材

（村
お

こ
し

に
燃

え
る

若
者

等
）

を
発

掘
・育

成
す

る
取

組
を

支
援

。

・
日

本
貿

易
振

興
機

構
事

業
（
JE

TR
O

補
助

金
等

）
＜

5.
5億

円
＞

日
本

貿
易

振
興

機
構

に
お

い
て

、
地

域
産

品
の

輸
出

促
進

の
た

め
、

品
目

別
輸

出
会

議
の

開
催

、
主

要

輸
出

市
場

に
お

け
る

調
査

等
を

実
施

。

地
域

産
品

の
輸

出
促

進

地
域

に
お

け
る

知
的

財
産

の
保

護
強

化

地
域

の
人

材
の

育
成

・
交

流

・
農

林
水

産
関

係
者

の
た

め
の

知
的

財
産

の
基

礎
づ

く
り

＜
0.

3億
円

＞
農

林
水

産
関

係
者

に
対

し
、

特
許

、
商

標
(
地

域
ブ

ラ
ン

ド
)
等

に
関

連
す

る
セ

ミ
ナ

ー
を

全
国

で
開

催
す

る
と

と
も

に
、

農
商

工
連

携
分

野
に

お
け

る
地

方
公

共
団

体
と

の
連

携
モ

デ
ル

事
業

を
実

施
す

る
。

・
農

林
水

産
関

係
者

の
た

め
の

知
的

財
産

の
基

礎
づ

く
り

＜
0.

2億
円

＞
農

林
水

産
関

係
者

に
対

し
、

産
業

財
産

権
に

関
す

る
無

料
相

談
会

を
全

国
で

開
催

す
る

と
と

も
に

、
企

業
等

訪
問

型
の

相
談

事
業

を
数

か
所

で
新

た
に

実
施

す
る

。

「
農

商
工

連
携

」
の

促
進

を
通

じ
た

地
域

活
性

化
（

１
０

２
．

６
億

円
）



平成２０年度九州経済産業局支援施策概要のご紹介 

中小企業かごしま／2008.6 - 41 -

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○
「
地

域
中

小
企

業
応

援
フ

ァ
ン

ド
」（

中
小

企
業

基
盤

整
備

機
構

に
５

年
間

で
２

０
０

０
億

円
程

度
の

資
金

枠
を

確
保

）

●
中

小
機

構
に

よ
る

商
談

会
の

開
催

や
ア

ン
テ

ナ
シ

ョ
ッ

プ
の

開
設

●
地

域
中

小
企

業
と

外
部

人
材

と
の

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

構
築

活
動

に
対

す
る

支
援

●
地

域
資

源
を

活
用

す
る

た
め

の
大

学
等

と
連

携
し

た
研

究
開

発
に

対
す

る
支

援
等

地
域

資
源

を
活

用
し

て
新

商
品

開
発

等
を

行
う

計
画

都
道

府
県

が
基

本
構

想
を

策
定

し
地

域
資

源
を

指
定

（
国

が
認

定
）

国
が

基
本

方
針

を
策

定

支
援

措
置

中
小

企
業

が
地

域
資

源
活

用
事

業
計

画
を

作
成

（
国

の
地

方
支

分
部

局
が

認
定

）

１
．

「
中

小
企

業
地

域
資

源
活

用
促

進
法

」に
基

づ
く
支

援

（
域

外
市

場
を

狙
っ

た
新

商
品

開
発

等
の

開
発

・
事

業
化

に
対

す
る

支
援

）

●
試

作
品

開
発

等
に

対
す

る
補

助
金

○
設

備
投

資
減

税

○
政

府
系

金
融

機
関

に
よ

る
低

利
融

資

○
信

用
保

証
枠

の
拡

大

○
投

資
育

成
株

式
会

社
法

に
係

る
特

例

○
食

品
流

通
構

造
改

善
促

進
機

構
の

債
務

保
証

等

●
専

門
家

等
に

よ
る

ア
ド

バ
イ

ス
等

（
ハ

ン
ズ

オ
ン

支
援

）

●
中

小
機

構
・
Ｊ
Ｅ

Ｔ
Ｒ

Ｏ
・国

際
観

光
振

興
機

構
に

よ
る

販
路

拡
大

支
援

支
援

措
置

ス
キ

ー
ム

☆
ポ

イ
ン

ト

○
地

域
の

「強
み

」と
な

る
地

域
資

源
を

、
地

域
主

導
で

掘

り
起

こ
す

取
組

を
支

援
。

○
マ

ー
ケ

テ
ィ

ン
グ

、
ブ

ラ
ン

ド
戦

略
に

精
通

し
た

人
材

・
仕

掛
人

。

○
産

学
官

連
携

、
農

工
連

携
な

ど
、

従
来

の
垣

根
を

超
え

て
、

地
域

の
力

を
結

集
。

○
首

都
圏

な
ど

大
都

市
、

更
に

は
海

外
市

場
を

視
野

に
。

２
．

そ
の

他
の

支
援

（
地

域
資

源
を

活
用

し
た

新
た

な
取

組
を

掘
り

起
こ

す
た

め
の

支
援

等
）

（
●

は
予

算
事

項
）

～
地

域
の

強
み

と
な

る
地

域
資

源
を

地
域

主
導

で
掘

り
起

こ
す

取
組

を
支

援
す

る
施

策
パ

ッ
ケ

ー
ジ

～

中
小
企
業
地
域
資
源
活
用

プ
ロ
グ
ラ
ム
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○
地

域
資

源
活

用
売

れ
る

商
品

づ
く
り

支
援

事
業

（
補

助
金

）
試

作
品

開
発

や
展

示
会

出
展

に
対

す
る

資
金

面
の

支
援

（
２

０
年

度
予

算
案

４
７

．
０

億
円

）

○
商

談
会

、
ア

ン
テ

ナ
シ

ョ
ッ

プ
の

開
催

首
都

圏
で

の
商

談
会

へ
の

出
展

、
東

京
都

内
に

開
設

予
定

の
ア

ン
テ

ナ
シ

ョ
ッ

プ
で

の
商

品
展

示
を

支
援

（
２

０
年

度
予

算
案

１
３

．
１

億
円

）

○
地

域
資

源
活

用
企

業
化

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

ト
活

動
支

援
事

業
等

（助
成

金
等

）
外

部
人

材
と

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
構

築
な

ど
新

た
な

事
業

構
想

づ
く

り
を

促
す

活
動

へ
の

支
援

、
フ

ォ
ー

ラ
ム

等
の

開
催

。
（
２

０
年

度
予

算
案

１
９

．
２

億
円

）

地
域

や
中

小
企

業
の

実
情

に
応

じ
た

各
種

支
援

策

○
地

域
資

源
活

用
型

研
究

開
発

事
業

（
委

託
費

）
（２

０
年

度
予

算
案

１
７

．
１

億
円

）

○
市

場
志

向
型

ハ
ン

ズ
オ

ン
支

援
事

業

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ
等

に
精

通
し

た
専

門
家

に
よ

る
徹

底
的

な
ハ

ン
ズ

オ
ン

支
援

○
地

域
活

性
化

フ
ァ

ン
ド

（
仮

称
）
に

よ
る

出
資

、

低
利

融
資

、
設

備
投

資
減

税

○
地

域
資

源
を

活
用

し
た

新
商

品
開

発
の

実
用

化
に

は
研

究
開

発
が

必
要

だ
。

○
こ

の
地

域
に

は
歴

史
的

に
優

れ
た

技
術

が
伝

わ
っ

て
い

る
の

に
、

ど
う

も
新

し
い

動
き

が
出

て
こ

な
い

。

○
ア

イ
デ

ア
は

あ
る

が
こ

の
ま

ま
進

め
て

売
れ

る
の

か
不

安
。

消
費

者
の

ニ
ー

ズ
を

ど
う

や
っ

て
把

握
し

た
ら

い
い

の
か

？
流

通
の

キ
ー

パ
ー

ソ
ン

に
ア

プ
ロ

ー
チ

し
た

い
。

○
新

商
品

は
売

れ
そ

う
だ

が
設

備
投

資
に

必
要

な
資

金
調

達
が

で
き

な
い

。

○
地

域
の

関
係

者
が

一
体

と
な

っ
て

、
国

際
市

場
で

通
用

す
る

ブ
ラ

ン
ド

確
立

の
た

め
の

コ
ン

セ
プ

ト
づ

く
り

等
を

行
う

こ
と

が
困

難
。

○
Ｊ

Ａ
Ｐ

Ａ
Ｎ

ブ
ラ

ン
ド

育
成

支
援

事
業

（
補

助
金

）
地

域
の

関
係

事
業

者
が

一
体

と
な

っ
た

地
域

発
の

ブ
ラ

ン
ド

構
築

事
業

（
２

０
年

度
予

算
案

１
１

．
８

億
円

）

中 小 企 業 が 行 う 有 望 な 事 業 計 画 に つ い て

法 律 で 認 定 し て 支 援

事
業

化
の

成
功

・
ブ

ラ
ン

ド
の

確
立

産
地

の
技

術
、

地
域

の
農

林
水

産
物

、
観

光
資

源
な

ど
地

域
の

強
み

と
な

り
う

る
も

の

新
た

な
事

業
の

構
想

地
域

資
源

○
試

作
品

開
発

や
展

示
会

へ
の

出
展

を
精

力
的

に
進

め
な

い
と

い
け

な
い

が
資

金
に

余
裕

が
な

い
。

力
の

あ
る

バ
イ

ヤ
ー

と
出

会
う

機
会

が
な

い
。

新
し

い
事

業
プ

ラ
ン

の
具

体
化

地
域

や
中

小
企

業
者

の
課

題

ビ ジ ネ ス ア イ デ ア

構 想 段 階

ビ ジ ネ ス プ ラ ン

具 体 化 段 階事 業 実 施 段 階

中
小

企
業

の
課

題
に
応

じ
た

支
援

策
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経済産業省九州経済産業局

独立行政法人中小企業基盤整備機構九州支部

「新 連携 事業 」とは 、複数 の異 分野 の中 小企 業者 が、 それぞ れの 「強み 」を持ち寄り、 一つの

グルー プとして、新 しいビジネス( 新商 品、新 サー ビス)で新 市場 を開 拓していく事 業です。

新連 携事 業を支援 するため、 「中小 企業 の新 たな事業 活動 の促 進に関 する法律 （平 成１７年

４月 施行 ）」に基 づく支援 施策 が準 備され ています。

窓口 は、 『九州 地域 新事 業創 出戦 略会 議』 事務 局を設置 する (独) 中小 企業 基盤 整備 機構 九

州支 部に置 き、 ①相 談者 の立 場で前 向き に考える。② 率直 な意 見交 換と情 報の 共有 を行 う。

③素 早く対応 する、の ３つの 方針 のもと、 企業 の連 携による新事 業展 開を目指 す意 欲的 な取 り

組み を強 力に支 援しています。

Positive  Re ception Open Polic y Quic k Re action
～徹底した事業化ハンズオン支援から、きめ細かなフォローアップ～

「新連携」事業の要件

① 異分野の２社以上 の中小企業者

② 有機的な連携

（コア企業、規約、工程管理等 の存在）

③ 経営資源（企業の「強み」）の有 効な組合せ

④ 単独では出来ない新事業活動

⑤ それによる新事業分野開拓

「新連携」事業が成功するための４つのポイント

① 市場ニーズの確実な捕捉

② 相互補完的な関係と連携による実現可能性

③ 対外的な責任主体となりうる中心企業(コア

企業)の存在

④ 工程管理・品質保持等の取り決めの存在

新連携支援のご案内について
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◆ご相談を受けた新連携の事業計画について、「九州地域新事業創出戦略会議事務局」
が事業性の評価を行い、その評価に基づき九州経済産業局長の認定を受けることがで
きます。

◆認定を受けた事業計画は、補助金等の各種支援措置を受けることができます。

〔認定事業に対する支援措置〕

○政府系金融機関による低利融資制度 ：新連携計画について、計画の評価を加味した個別企業向け優遇金利融資

○事業化・市場化支援補助金 ：認定された新連携計画の事業化のために行う、試作・実験等に必要な経費を補助

(補助対象経費の２／３以内で認定計画に従い複数年度に亘り補助金申請ができます)
○設備投資減税 ：取得した機械装置等について取得価格の７％の税額控除又は初年度３０％の特別償却が可能

○信用保証の特例 ：信用保証協会が行う債務保証の限度額を拡大、別枠化

○高度化融資 ：新商品の生産、研究開発等に必要な施設の整備に要する資金を融資(無利子)
○特許料減免措置 ：研究開発事業に係る特許申請を行う際の審査請求料・特許料を半減、等

〔他の支援措置(認定不要)〕
○連携体構築支援補助金 ：異分野の中小企業等が事業計画の具体化を図るために、一定のルールを持つ連携体を構築

する場合に必要な経費を補助(補助対象経費の２／３以内)

※連携体の構築の有無や、連携事業の熟度に応じて支援を行います。

新
事
業
活
動
に
よ
る

新
事
業
分
野
開
拓

案件
選定

事業性の評価を踏まえた政府系金融
機関や民間金融機関による融資

事業化をフォローアップ

事務局 (中小企業基盤整備機構九州支部)

連携体の構築を支援

市場化が有望な案件を、
国・支援機関等が発掘。

事業化・市場化を支援

事業初期段階の
支援

個々の企業体 企業グループ形成
経済産業局の認定事業熟度(低) 事業熟度(高)

連携体構築

個々の事業者
複数企業の
連携体の形成

九州地域新事業創出戦略会議

補助金 新連携融資

ステージＡ ステージＢ ステージＣ

補助金

新連携支援スキーム
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①
多

く
の

企
業

を
捕

捉

→
IT

・
人

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

融
合

②
今

日
的

な
経

営
課

題
へ

の
対

応

→
課

題
に

対
応

す
る

「
重

点
施

策
プ

ロ
グ

ラ
ム

」
の

実
施

③
き

め
細

か
い

支
援

→
支

援
拠

点
の

活
用

④
政

策
資

源
の

融
合

→
国

と
地

方
が

連
携

し
て

重
点

支
援

小
規

模
企

業
等

支
援

の
基

本
的

考
え

方

①
「
気

づ
き

」

経
営

課
題

や
財

務
状

況
の

正
確

な
把

握

②
外

部
資

源
の

活
用

情
報

、
人

材
、

資
金

、
ノ

ウ
ハ

ウ
等

の
有

効
活

用

小
規

模
企

業
等

の
課

題

小
規

模
企

業
等

小
規

模
企

業
等

の
経

営
支

援
拠

点

・
先

進
的

な
支

援
拠

点
を

１
ブ

ロ
ッ

ク
2
0
～

4
0
選

定

・
そ

の
他

の
支

援
機

関
へ

の
ノ

ウ
ハ

ウ
共

有
（
事

業
承

継
ﾌ
ﾟﾛ

ｸ
ﾞﾗ

ﾑ
は

全
国

1
0
0
拠

点
で

重
点

実
施

）

高
度

専
門

人
材

の
派

遣
・
企

業
Ｏ

Ｂ
（
新

現
役

）

・
IT

専
門

家

・
販

路
開

拓
専

門
家

・
弁

護
士

、
診

断
士

等

経
営

力
の

向
上

・
新

た
な

経
営

方
法

・
経

営
革

新
・
地

域
資

源
の

活
用

創
業

・
再

チ
ャ

レ
ン

ジ
事

業
承

継

支
援

（
重

点
施

策
プ

ロ
グ

ラ
ム

）

地
域

金
融

機
関

条
件

優
遇

電
子

納
税

（
ｅ
－

Ｔ
ａ
ｘ
）

電
子

申
告 拠

点
の

選
定

重
点

支
援

小
規

模
企

業
等

経
営

支
援

情
報

シ
ス

テ
ム

情
報

活
用

財
務

・
経

営
デ

ー
タ

融
資

の
迅

速
化

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト

情
報

活
用

オ
ン

ラ
イ

ン
経

営
支

援

○
中

核
と

な
る

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
が

き
め

細
か

い
支

援
・
課

題
把

握
を

支
援

・
高

度
専

門
人

材
の

活
用

・
支

援
制

度
を

活
用

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
を

活
用

し
た 財

務
会

計
を

支
援

（
20

年
度

予
算

要
求

中
）

新
現

役
チ

ャ
レ

ン
ジ

プ
ラ

ン
・
企

業
Ｏ

Ｂ
か

ら
人

材
発

掘
・
Ｄ

Ｂ
化

・
「
新

現
役

」
の

活
用

を
促

進

（
20

年
度

予
算

要
求

中
）

（
20

年
度

予
算

要
求

中
）

制
度

の
活

用

支
援

メ
ニ

ュ
ー

選
択

支
援

制
度

の
活

用
・
中

小
新

促
法

、
地

域
資

源

法
等

の
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

・
政

策
金

融

・
信

用
保

証
の

特
例

・
補

助
金

等

専
門

家
派

遣

関
係

省
庁

連
携

連
携

地
方

経
済

局
が

設
置

自
治

体

保
証

協
会

国
民

生
活

金
融

公
庫

・
マ

ル
経

融
資

制
度

の
強

化

地
域

中
小

企
業

支
援

連
携

会
議

（仮
称

）
①

拠
点

が
活

用
で

き
る

施
策

を
取

り
ま

と
め

②
拠

点
の

支
援

成
果

を
分

析
し

関
係

機
関

と
共

有
③

拠
点

で
得

ら
れ

た
知

識
・
ノ

ウ
ハ

ウ
等

を
各

地
の

支
援

機
関

に
移

転
す

る
方

策
の

検
討

が
ん

ば
る

小
規

模
企

業
応

援
プ

ラ
ン
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①
経

営
力

の
向

上
支

援
・
新

た
な

経
営

方
法

の
導

入
（
ＩＴ

活
用

、
知

的
資

産
経

営
）

・
新

事
業

展
開

（
経

営
革

新
、

地
域

資
源

活
用

）
・
そ

の
他

公
募

先
か

ら
の

提
案

②
創

業
・
再

チ
ャ

レ
ン

ジ
支

援
③

事
業

承
継

支
援

○
地

域
の

小
規

模
企

業
等

の
活

性
化

支
援

に
知

見
を

有
す

る
商

工
会

・
商

工
会

議
所

・
中

央
会

・商
店

街
振

興
組

合
連

合
会

・
中

小
企

業
を

支
援

す
る

公
益

法
人

等
・
地

域
金

融
機

関
・
大

学
等

・
自

治
体

等
と

協
力

し
て

事
業

を
実

施
す

る
Ｎ

Ｐ
Ｏ

や
民

間
団

体

小
規

模
企

業
等

の
経

営
支

援
に

関
す

る
知

識
を

有
し

、
次

の
よ

う
な

能
力

・
経

験
等

を
有

す
る

人
材

○
小

規
模

企
業

等
の

経
営

課
題

の
抽

出
、

事
業

計
画

策
定

・
実

施
を

支
援

○
関

係
機

関
等

と
の

連
携

等
を

支
援

○
小

規
模

企
業

等
の

経
営

課
題

に
対

応
す

る
た

め
の

専
門

人
材

や
関

係
機

関
、

関
連

施
策

を
活

用
す

る
た

め
の

知
識

と
ノ

ウ
ハ

ウ

（
例

）
経

営
革

新
支

援
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
事

業
に

お
い

て
実

績
を

上
げ

て
い

る
経

営
指

導
員

、
支

援
機

関
内

外
部

の
専

門
家

、
独

立
系

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
、

中
小

企
業

診
断

士
、

金
融

機
関

や
民

間
企

業
Ｏ

Ｂ
等

○
事

業
の

実
施

方
法

及
び

内
容

○
相

当
程

度
の

小
規

模
企

業
等

を
対

象
○

対
象

と
す

る
支

援
地

域
に

お
い

て
他

の
支

援
機

関
の

状
況

等
に

鑑
み

て
重

要
か

つ
特

徴
的

な
支

援
○

当
該

支
援

機
関

及
び

他
の

支
援

機
関

の
人

材
に

対
す

る
支

援
ノ

ウ
ハ

ウ
の

移
転

に
つ

な
が

る
事

業
の

実
施

○
中

小
企

業
等

の
支

援
に

関
す

る
ノ

ウ
ハ

ウ
・実

績
○

地
方

自
治

体
や

地
域

の
中

小
企

業
の

支
援

機
関

等
と

の
有

効
な

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

等

○
都

道
府

県
ご

と
に

６
カ

所
程

度

事
業

内
容

実
施

主
体

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

拠
点

の
選

定
基

準

設
置

箇
所

数

小
規

模
企

業
先

進
的

経
営

支
援

体
制

構
築

事
業

イ
メ

ー
ジ
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売
上

の
安

定
を

目
指

し
、

代
替

わ
り

し
た

社
長

が
修

行
時

代
の

経
験

に
基

づ
い

た
新

た
な

コ
ン

セ
プ

ト
の

店
舗

展
開

を
思

案
。

商
品

別
の

収
益

把
握

（
管

理
会

計
）
に

つ
い

て
は

、
ＩＴ

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

の
助

け
も

得
て

原
価

管
理

シ
ス

テ
ム

を
作

成
。

記
帳

に
つ

い
て

は
、

商
工

会
の

「
経

営
支

援
シ

ス
テ

ム
」
を

導
入

し
、

自
計

化
を

実
施

。

拠
点

の
応

援
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
に

開
店

に
必

要
な

資
金

に
つ

い
て

の
調

達
を

ど
う

し
た

ら
よ

い
か

相
談

。
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
は

、
ま

ず
は

先
代

時
代

か
ら

続
け

て
い

る
経

営
方

法
の

見
直

し
が

必
要

と
判

断
し

、
中

小
企

業
診

断
士

を
派

遣
。

中
小

企
業

診
断

士
が

、
商

品
別

の
収

益
構

造
を

分
析

。
計

画
的

な
経

営
の

た
め

の
財

務
会

計
整

備
と

管
理

会
計

の
導

入
を

提
案

。

売
れ

筋
商

品
と

経
営

状
況

が
把

握
可

能
と

な
り

、
社

内
の

目
標

共
有

化
と

業
務

の
重

点
化

が
図

ら
れ

た
。

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
、

中
小

企
業

診
断

士
及

び
経

営
指

導
員

が
新

た
な

コ
ン

セ
プ

ト
の

店
舗

展
開

の
た

め
の

ビ
ジ

ネ
ス

プ
ラ

ン
作

り
を

支
援

。

ビ
ジ

ネ
ス

プ
ラ

ン
を

基
に

マ
ル

経
の

設
備

資
金

を
調

達
。

現
在

、
経

営
指

導
員

が
「
経

営
支

援
シ

ス
テ

ム
」
か

ら
出

力
さ

れ
た

月
次

決
算

書
等

に
基

づ
く

経
営

支
援

を
実

施
し

、
フ

ォ
ロ

ー
を

行
っ

て
い

る
。

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ

経
営

支
援

情
報

シ
ス

テ
ム

相
談

派
遣

融
資

経
営

支
援

デ
ー

タ
入

力

デ
ー

タ
活

用
経

営
支

援
派

遣

マ
ル

経

小
規

模
企

業 高
度

専
門

人
材

（
中

小
企

業
診

断
士

、

IT
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
等

）

高
度

専
門

人
材

（
中

小
企

業
診

断
士

）

商
工

会
（
経

営
指

導
員

）

拠
点
支

援
イ
メ
ー
ジ
①
（
Ｉ
Ｔ
を
活
用

し
た
経
営
管
理
）
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Ａ
社

の
技

術
力

の
高

さ
は

既
存

客
の

間
で

は
「
知

る
人

ぞ
知

る
」
存

在
で

あ
っ

た
が

、
小

規
模

企
業

故
の

認
知

度
の

低
さ

か
ら

、
顧

客
の

開
拓

、
金

融
機

関
か

ら
の

融
資

、
人

材
の

採
用

に
つ

い
て

課
題

が
あ

っ
た

。

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

に
相

談
し

た
と

こ
ろ

、
Ａ

社
が

２
０

年
間

か
け

て
培

っ
て

き
た

高
い

技
術

力
等

に
つ

い
て

、
知

的
資

産
経

営
報

告
書

と
し

て
開

示
す

る
こ

と
を

提
案

。
中

小
企

業
診

断
士

の
派

遣
を

決
定

。

中
小

企
業

診
断

士
は

、
Ａ

社
の

①
技

術
力

の
高

さ
、

②
大

手
メ

ー
カ

ー
と

の
取

引
実

績
、

③
専

門
性

の
高

い
ス

タ
ッ

フ
陣

等
を

構
成

要
素

と
す

る
報

告
書

を
作

成
し

、
Ａ

社
の

優
位

性
に

つ
い

て
開

示
。

Ａ
社

に
対

す
る

各
方

面
か

ら
の

評
価

が
上

が
り

、
中

堅
総

合
商

社
と

の
取

引
、

取
引

金
融

機
関

の
無

担
保

融
資

枠
の

拡
大

及
び

工
学

部
系

大
学

院
卒

者
の

採
用

に
繋

が
っ

た
。

現
在

、
自

社
の

強
み

を
生

か
し

た
新

事
業

展
開

を
検

討
中

。
応

援
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
等

の
ア

ド
バ

イ
ス

を
受

け
、

国
の

支
援

制
度

を
活

用
で

き
る

計
画

作
り

に
着

手
。

相
談小

規
模

企
業

高
度

専
門

人
材

（
中

小
企

業
診

断
士

）

派
遣

高
度

専
門

人
材

（企
業

Ｏ
Ｂ

）

派
遣

「
知

的
資

産
経

営
の

開
示

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

」
（
１

７
年

10
月

経
済

省
公

表
）

融
資

金
融

機
関

・
経

営
革

新
計

画
承

認 ・
新

連
携

計
画

認
定

等

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ

支
援

メ
ニ

ュ
ー

・
政

府
系

金
融

機
関

の
低

利
融

資

・
設

備
投

資
減

税

・
信

用
保

証
の

特
例

・
補

助
金

等

活
用

拠
点

支
援

イ
メ

ー
ジ

②
（

知
的

資
産

経
営

）
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機
械

部
品

加
工

を
行

う
Ａ

社
は

、
技

術
力

は
あ

る
も

の
の

規
格

製
品

ば
か

り
を

取
り

扱
っ

て
い

た
こ

と
か

ら
、

納
入

単
価

が
安

く
、

海
外

か
ら

の
廉

価
品

も
加

わ
り

、
経

営
状

況
が

厳
し

く
な

っ
て

い
た

。

経
営

指
導

員
か

ら
「
経

営
革

新
塾

」
の

受
講

を
勧

め
ら

れ
、

受
講

。
社

長
の

発
想

の
転

換
が

図
ら

れ
、

顧
客

か
ら

発
注

を
待

つ
企

業
で

は
な

く
、

提
案

型
企

業
へ

の
転

換
を

決
意

。

高
度

専
門

人
材

も
加

わ
り

、
組

立
機

械
を

解
体

す
る

際
に

容
易

に
脱

着
が

可
能

な
環

境
対

応
型

機
械

部
品

の
開

発
・

商
品

化
を

す
る

ビ
ジ

ネ
ス

プ
ラ

ン
を

策
定

。

経
営

革
新

計
画

の
承

認
を

受
け

、
国

の
支

援
策

を
活

用
す

る
一

方
、

高
度

専
門

人
材

の
ア

ド
バ

イ
ス

を
受

け
な

が
ら

新
製

品
の

開
発

に
成

功
。

相
談小

規
模

企
業

高
度

専
門

人
材

（
企

業
Ｏ

Ｂ
）

派
遣

現
在

、
販

路
開

拓
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
の

ア
ド

バ
イ

ス
を

受
け

な
が

ら
、

積
極

的
に

新
製

品
の

Ｐ
Ｒ

を
展

開
中

。

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ

経
営

革
新

計
画

支
援

メ
ニ

ュ
ー

・
政

府
系

金
融

機
関

の
低

利
融

資

・
設

備
投

資
減

税

・
信

用
保

証
の

特
例

活
用

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

は
、

同
社

の
持

つ
高

度
な

加
工

技
術

を
核

と
し

た
付

加
価

値
の

高
い

新
製

品
開

発
を

提
案

す
る

と
と

も
に

、
経

営
革

新
計

画
の

承
認

取
得

を
推

奨
。

ア
ド

バ
イ

ス

商
工

会
・
商

工
会

議
所

巡
回

指
導

受
講

派
遣

高
度

専
門

人
材

（
販

路
開

拓
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
）

経
営

革
新

塾

拠
点

支
援

イ
メ

ー
ジ

③
（

経
営

革
新

）
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地
域

の
小

規
模

企
業

が
、

新
事

業
展

開
を

図
る

た
め

に
、

ビ
ジ

ネ
ス

の
種

探
し

を
開

始
。

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

に
相

談
し

た
と

こ
ろ

、
中

小
機

構
の

「
地

域
資

源
活

用
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
ト

事
業

」を
紹

介
し

て
も

ら
い

、
地

域
で

、
専

門
家

を
呼

ん
で

、
勉

強
会

や
交

流
会

を
行

っ
た

。

地
域

資
源

法
の

認
定

を
受

け
、

国
の

各
種

支
援

策
、

支
援

事
務

局
の

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
及

び
信

金
の

融
資

を
受

け
、

事
業

化
に

向
け

試
作

品
を

開
発

中
。

相
談

小
規

模
企

業

支
援

ハ
ン

ズ
オ

ン
支

援
事

務
局

地
域

資
源

法
の

支
援

メ
ニ

ュ
ー

・
政

府
系

金
融

機
関

の
低

利
融

資

・
設

備
投

資
促

進
税

制

・
信

用
保

証
の

特
例

・
補

助
金

等

支
援

地
域

の
ブ

ラ
ン

ド
イ

メ
ー

ジ
を

固
め

る
こ

と
が

重
要

だ
と

考
え

、
応

援
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
に

相
談

し
た

と
こ

ろ
、

拠
点

を
中

心
に

Ｊ
Ａ

Ｐ
Ａ

Ｎ
ブ

ラ
ン

ド
事

業
の

戦
略

策
定

支
援

を
活

用
し

、
地

域
全

体
と

し
て

の
ブ

ラ
ン

ド
コ

ン
セ

プ
ト

を
確

立
。

地
域

資
源

活
用

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

ト
活

動
等

支
援

事
業

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ

ハ
ン

ズ
オ

ン
支

援
事

務
局

に
お

い
て

、
ビ

ジ
ネ

ス
プ

ラ
ン

の
ブ

ラ
ッ

シ
ュ

ア
ッ

プ
等

、
地

域
資

源
法

の
認

定
に

向
け

た
支

援
を

実
施

。

Ｊ
Ａ

Ｐ
Ａ

Ｎ
ブ

ラ
ン

ド
育

成
支

援
事

業

＜
国

の
支

援
策

を
活

用
し

た
取

組
の

発
掘

＞

新
事

業
を

開
始

す
る

際
に

、
資

金
調

達
や

設
備

投
資

に
か

ん
す

る
計

画
を

立
て

る
た

め
に

、
中

小
企

業
診

断
士

か
ら

ビ
ジ

ネ
ス

プ
ラ

ン
作

成
の

支
援

を
受

け
た

。

高
度

専
門

人
材

（
中

小
企

業
診

断
士

、
商

社
Ｏ

Ｂ
）

派
遣

商
社

Ｏ
Ｂ

や
マ

ー
ケ

テ
ィ

ン
グ

の
専

門
家

か
ら

、
販

路
開

拓
の

ノ
ウ

ハ
ウ

に
つ

い
て

、
ア

ド
バ

イ
ス

を
受

け
る

。

支
援

支
援

拠
点
支
援
イ
メ
ー
ジ
④
（
地
域
資
源
活
用
）
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特
殊

素
材

を
開

発
し

た
Ａ

社
が

、
商

品
化

を
目

指
し

加
工

技
術

を
有

す
る

企
業

と
の

マ
ッ

チ
ン

グ
を

希
望

。

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
も

加
わ

り
、

Ａ
社

と
Ｂ

社
に

お
い

て
、

新
商

品
の

事
業

化
プ

ラ
ン

を
作

成
。

信
金

の
応

援
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

に
相

談
。

信
金

の
顧

客
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
か

ら
加

工
技

術
を

有
す

る
Ｂ

社
を

ピ
ッ

ク
ア

ッ
プ

。

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
は

、
Ｂ

社
を

マ
ッ

チ
ン

グ
す

る
と

と
も

に
、

特
許

戦
略

策
定

支
援

の
た

め
の

弁
理

士
、

企
業

間
連

携
規

約
作

り
支

援
の

た
め

の
弁

護
士

を
派

遣
。

国
の

新
連

携
制

度
支

援
を

受
け

る
た

め
、

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
と

と
も

に
戦

略
会

議
事

務
局

に
相

談
。

設
備

投
資

に
向

け
た

財
務

基
盤

の
強

化
の

た
め

、
月

次
で

の
財

務
デ

ー
タ

管
理

を
支

援
。

戦
略

会
議

事
務

局
に

お
い

て
、

ビ
ジ

ネ
ス

プ
ラ

ン
の

ブ
ラ

ッ
シ

ュ
ア

ッ
プ

等
新

連
携

計
画

認
定

に
向

け
た

支
援

を
実

施
。

現
在

、
新

連
携

計
画

の
認

定
を

受
け

、
国

の
各

種
支

援
策

、
戦

略
会

議
事

務
局

の
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

及
び

信
金

の
融

資
を

受
け

、
事

業
化

に
向

け
試

作
品

を
開

発
中

。

信
金

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

マ
ッ

チ
ン

グ
相

談
派

遣

小
規

模
企

業

マ
ッ

チ
ン

グ
支

援

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ

マ
ッ

チ
ン

グ
支

援
支

援

戦
略

会
議

事
務

局

国
の

支
援

メ
ニ

ュ
ー

・
政

府
系

金
融

機
関

の
低

利
融

資

・
信

用
保

証
の

特
例

・補
助

金
等

支
援

高
度

専
門

人
材

（弁
理

士
、

弁
護

士
）

拠
点
支
援
イ
メ
ー
ジ
⑤
（
そ
の
他
(信

金
モ
デ
ル
)）
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採
択

後
は

中
小

機
構

の
技

術
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
マ

ネ
ー

ジ
ャ

ー
等

の
支

援
を

受
け

、
事

業
化

を
達

成
す

る
。

ベ
ン

チ
ャ

ー
フ

ァ
ン

ド
の

活
用

に
よ

り
多

額
の

出
資

を
得

、
事

業
規

模
の

拡
大

に
成

功
す

る
。

創
業

者

前
職

の
経

験
・

知
識

を
活

か
し

新
た

な
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
の

開
発

・販
売

す
る

事
業

を
ビ

ジ
ネ

ス
プ

ラ
ン

化
し

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

に
相

談
。

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

は
ビ

ジ
ネ

ス
プ

ラ
ン

を
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

。

相 談

高
度

専
門

人
材

（
ＩＴ

専
門

家
等

）

支
援

策
活

用
の

ア
ド

バ
イ

ス

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
支

援

自
己

資
金

の
殆

ど
を

こ
れ

ま
で

の
開

発
等

に
費

や
し

て
し

ま
っ

た
た

め
、

創
業

資
金

と
し

て
国

民
生

活
金

融
公

庫
に

新
創

業
融

資
制

度
を

活
用

し
て

融
資

を
受

け
る

。

新
創

業
融

資
等

商
工

会
・
商

工
会

議
所

の
開

催
す

る
創

業
塾

＜
優

れ
た

技
術

・
ア

イ
デ

ア
を

有
す

る
企

業
へ

の
支

援
メ

ニ
ュ

ー
＞

・
ス

タ
ー

ト
ア

ッ
プ

実
用

化
研

究
開

発
補

助
金

・
ス

タ
ー

ト
ア

ッ
プ

事
業

化
助

成
金 等

派
遣

（
独

）
中

小
企

業
基

盤
整

備
機

構

＜
中

小
機

構
の

支
援

メ
ニ

ュ
ー

＞

・
ベ

ン
チ

ャ
ー

フ
ァ

ン
ド

・
販

路
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
ト

事
業

・
成

功
報

酬
型

販
路

ナ
ビ

ゲ
ー

タ
ー

創
出

支
援

事
業

等

支
援

連
携

受 講

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

の
設

計
会

社
に

勤
務

し
て

い
た

が
独

立
を

決
意

し
、

退
社

。

手
始

め
に

町
内

で
創

業
塾

が
開

催
さ

れ
る

と
の

情
報

を
入

手
し

、
受

講
。

講
師

と
し

て
創

業
塾

に
参

加
し

た
応

援
コ

ー
デ

ィ
ネ

タ
ー

の
熱

意
あ

ふ
れ

る
講

義
に

心
を

打
た

れ
、

具
体

的
な

ビ
ジ

ネ
ス

プ
ラ

ン
の

準
備

に
入

る
。

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

は
新

た
な

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

の
開

発
を

支
援

す
る

た
め

ＩＴ
の

専
門

家
を

派
遣

。

知
材

戦
略

、
経

営
戦

略
、

技
術

開
発

の
支

援
を

受
け

る
。

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

は
当

該
事

業
に

大
い

な
る

可
能

性
を

感
じ

、
さ

ら
な

る
成

長
に

向
け

ス
タ

ー
ト

ア
ッ

プ
補

助
金

等
の

活
用

を
ア

ド
バ

イ
ス

。

経
済

産
業

局
に

ス
タ

ー
ト

ア
ッ

プ
実

用
化

研
究

開
発

補
助

金
を

申
請

し
、

採
択

さ
れ

る
。

融
資

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ

拠
点

支
援

イ
メ

ー
ジ

⑥
（

創
業

）
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過
去

に
酒

小
売

店
を

経
営

し
て

い
た

が
、

大
規

模
開

発
に

よ
る

店
舗

の
移

転
で

、
馴

染
み

客
離

れ
で

業
況

低
迷

し
、

廃
業

。

過
去

の
事

業
歴

を
活

か
し

て
健

康
食

品
関

連
商

品
の

小
売

店
開

業
を

思
案

。

弁
護

士
の

ア
ド

バ
イ

ス
を

受
け

、
過

去
の

債
務

関
係

を
整

理
し

た
負

債
返

済
計

画
を

作
成

。

再
挑

戦
に

必
要

な
融

資
を

受
け

る
た

め
、

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

、
中

小
企

業
診

断
士

等
に

よ
る

ビ
ジ

ネ
ス

プ
ラ

ン
の

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
を

実
施

。

再
起

業
後

に
直

面
し

た
経

営
課

題
に

つ
い

て
も

、
応

援
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
が

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
を

支
援

。

融
資

再
挑

戦
支

援
資

金

再
挑

戦
者

高
度

専
門

人
材

（
弁

護
士

等
）

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

に
廃

業
原

因
の

分
析

と
再

チ
ャ

レ
ン

ジ
に

向
け

た
課

題
等

に
つ

い
て

相
談

。

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

は
、

廃
業

原
因

を
分

析
す

る
と

と
も

に
、

事
業

の
再

挑
戦

に
向

け
、

過
去

の
債

務
を

整
理

す
る

た
め

に
弁

護
士

を
派

遣
。

相
談

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
支

援
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

支
援

派
遣

国
民

生
活

金
融

公
庫

に
再

挑
戦

支
援

資
金

を
申

請
。

→ 過
去

の
債

務
が

整
理

さ
れ

た
こ

と
、

事
業

の
見

込
み

が
評

価
さ

れ
た

こ
と

等
に

よ
り

融
資

が
決

定
。

高
度

専
門

人
材

（中
小

企
業

診
断

士
等

）

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ

派
遣

拠
点

支
援

イ
メ

ー
ジ

⑦
（

再
チ

ャ
レ

ン
ジ

）
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相
談

融
資

制
度

融
資

後
継

者
難

に
悩

む
小

規
模

企
業

者
等

（
親

族
内

に
後

継
者

が
い

な
い

場
合

）

紹
介

計
画

策
定

支
援

紹
介

支
援

実 態 調 査

検
索

抽
出

事
業

承
継

支
援

セ
ン

タ
ー

で
は

個
別

相
談

に
も

応
じ

て
く

れ
る

と
聞

き
、

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

に
相

談
。

承
継

の
条

件
の

整
理

を
行

う
と

と
も

に
後

継
者

候
補

等
の

検
討

を
行

う
。

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

が
後

継
者

候
補

と
し

て
創

業
希

望
者

の
条

件
の

整
理

、
抽

出
を

行
う

。

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

が
承

継
に

お
け

る
法

的
な

課
題

の
解

決
の

た
め

弁
護

士
等

の
専

門
家

を
派

遣
。

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

か
ら

後
継

者
に

対
し

て
制

度
融

資
の

活
用

等
国

の
支

援
策

を
紹

介
。

マ
ッ

チ
ン

グ
交

流
会

の
企

画
・
開

催
＜

国
の

事
業

承
継

支
援

策
＞

・
商

店
街

関
係

補
助

金
等

派 遣

派
遣

マ ッ チ ン グ 成 立

参 加

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

事
業

承
継

に
悩

む
小

規
模

企
業

者
等

（
親

族
内

に
後

継
者

が
い

る
場

合
）

事
業

承
継

支
援

セ
ン

タ
ー

で
は

個
別

相
談

に
も

応
じ

て
く

れ
る

と
聞

き
、

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

に
相

談
。

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

か
ら

承
継

に
お

け
る

法
的

な
課

題
の

解
決

の
た

め
弁

護
士

等
の

専
門

家
を

派
遣

。

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

か
ら

後
継

者
に

対
し

て
制

度
融

資
の

活
用

や
税

制
等

の
国

の
支

援
策

を
紹

介
。

＜
国

の
事

業
承

継
支

援
策

＞
・
事

業
承

継
税

制
・
商

店
街

関
係

補
助

金
等

参 加

製
造

業
Ｓ

社
の

社
長

で
あ

る
Ｆ

氏
は

、
経

営
を

息
子

の
Ｐ

氏
に

承
継

し
た

い
と

考
え

、
支

援
拠

点
（
事

業
承

継
支

援
セ

ン
タ

ー
）
が

開
催

す
る

事
業

承
継

セ
ミ

ナ
ー

に
参

加
。

相
談

連
携

高
度

専
門

人
材

（
中

小
機

構
の

事
業

承
継

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

が
弁

護
士

等
の

専
門

家
を

リ
ス

ト
化

）

派
遣

事
業

承
継

セ
ミ

ナ
ー

・
後

継
者

育
成

セ
ミ

ナ
ー

の
企

画
・
開

催

ニ
ー

ズ
調

査

普
及

啓
発

計
画

策
定

支
援

紹
介

連
携

大
学

・
ﾊ

ﾛ
ｰ

ﾜ
ｰ

ｸ
創

業
塾

創
業

を
支

援
す

る
先

進
的

支
援

拠
点

創
業

希
望

者
・
U

タ
ー

ン

連
携

参 加

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

か
ら

条
件

に
合

っ
た

承
継

希
望

者
の

情
報

の
紹

介
を

受
け

る
。

製
造

業
Ｔ
社

の
社

長
で

あ
る

Ａ
氏

は
、

経
営

を
誰

か
に

承
継

し
た

い
と

考
え

、
支

援
拠

点
（
事

業
承

継
支

援
セ

ン
タ

ー
）
が

開
催

す
る

事
業

承
継

セ
ミ

ナ
ー

に
参

加
。

拠
点
支
援
イ
メ
ー
ジ
⑧
（
事
業
承
継
）
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小
規

模
企

業
等

経
営

支
援

情
報

シ
ス

テ
ム

デ
ー

タ
の

収
集

、
共

有
化

及
び

分
析

経
営

情
報

の
蓄

積

◆
マ

ル
経

情
報

（
各

社
毎

の
遅

延
等

、
デ

フ
ォ

ル
ト

等
）

◆
経

営
指

導
情

報

（
従

業
員

数
、

業
種

、
後

継
者

、
各

社
ご

と
の

指
導

内
容

・
課

題
）

◆
ネ

ッ
ト

de
記

帳
情

報
財

務
内

容
：
Ｂ

Ｓ
、

Ｐ
Ｌ

、
Ｃ

Ｆ
資

金
使

途
（
運

転
・
設

備
）

⇒
⇒

★
マ

ル
経

及
び

民
間

金
融

機
関

の
融

資
要

件
の

緩
和

（
マ

ル
経

の
場

合
、

指
導

期
間

の
短

縮
（
た

だ
し

、
事

後
指

導
は

充
実

）

★
全

国
事

例
の

比
較

分
析

に
よ

り
、

マ
ル

経
審

査
能

力
の

向
上

及
び

各
社

ご
と

の
経

営
課

題
明

確
化

（
→

経
営

指
導

の
強

化
）

参 加 企 業 数 の 拡 大

⇒

小
規
模
企
業
等
経
営
支
援
情
報
シ

ス
テ

ム
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◆
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

上
で

、
小

規
模

企
業

が
自

ら
記

帳
等

が
で

き
、

オ
ン

ラ
イ

ン
で

商
工

会
・商

工
会

議
所

等
の

経
営

支
援

を
受

け
ら

れ
る

Ｓ
ａ
ａ
Ｓ

／
Ａ

Ｓ
Ｐ

タ
イ

プ
の

シ
ス

テ
ム

。
（
「
ネ

ッ
ト

ｄ
ｅ
記

帳
」を

強
化

）。
◆

金
融

支
援

や
電

子
申

請
と

結
び

つ
け

る
こ

と
で

、
総

合
的

な
経

営
支

援
を

実
施

。

■
オ

ン
ラ

イ
ン

で
の

経
営

支
援

商
工

会
・
商

工
会

議
所

に
来

る
こ

と
な

く
、

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
で

デ
ー

タ
を

共
有

し
、

電
話

等
で

も
す

ぐ
に

ア
ド

バ
イ

ス
を

受
け

ら
れ

る
。

ま
た

、
決

算
期

で
も

商
工

会
・

商
工

会
議

所
に

デ
ー

タ
を

取
り

に
く
る

、
送

る
、

と
い

う
手

間
な

し
。

■
税

申
告

対
応

所
得

税
申

告
・
消

費
税

申
告

の
書

類
作

成
が

可
能

。

■
利

用
者

の
立

場
に

立
っ

た
イ

ン
タ

ー
フ

ェ
イ

ス
小

規
模

企
業

が
と

に
か

く
使

い
や

す
い

優
し

い
イ

ン
タ

ー
フ

ェ
イ

ス
（
開

発
中

）

■
経

営
診

断
自

社
の

経
営

状
況

、
全

国
同

業
種

で
の

位
置

、
簡

易
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
が

可
能

。

主
な

メ
リ

ッ
ト

経
営

支
援

情
報

シ
ス

テ
ム

の
概

要

■
料

金
の

安
さ

、
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
不

要
年

間
31

,5
00

円
と

使
い

や
す

く
、

ソ
フ

ト
の

バ
ー

ジ
ョ

ン
ア

ッ
プ

等
が

不
要

■
資

金
調

達
に

有
利

・
マ

ル
経

を
通

常
よ

り
迅

速
に

利
用

可
（
経

営
指

導
期

間
６

ヶ
月

の
短

縮
等

）
・
信

用
保

証
料

率
を

低
く
し

、
民

間
金

融
機

関
か

ら
の

借
入

を
有

利
に

で
き

る
。

小
規

模
企

業

電
子

納
税

（
e-

Ta
x）

商
工

会
・
商

工
会

議
所

信
用

保
証

協
会

民
間

金
融

機
関

国
民

生
活

金
融

公
庫

デ
ー

タ
入

力

推
薦

融
資

オ
ン

ラ
イ

ン
経

営
支

援

電
子

申
告

融
資

活
用

活
用

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト

小
規
模
企
業
等
経
営
支
援
情
報
シ
ス
テ
ム
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事
業

承
継

円
滑

化
支

援
事

業
（
平

成
１

９
年

度
２

億
円

・
機

構
交

付
金

）
に

加
え

て
、

以
下

の
様

々
な

課
題

に
対

応
す

る
た

め
、

事
業

承
継

に
関

す
る

ワ
ン

ス
ト

ッ
プ

サ
ー

ビ
ス

を
行

う
事

業
承

継
支

援
セ

ン
タ

ー
の

設
置

を
中

心
と

し
て

、
以

下
の

よ
う

な
予

算
措

置
の

創
設

・
拡

充
を

講
じ

る
。

「
事

業
承

継
円

滑
化

支
援

事
業

（
機

構
交

付
金

）
の

拡
充

」
・
事

業
承

継
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
開

催
（継

続
）

・
事

業
承

継
経

営
者

向
け

セ
ミ

ナ
ー

（
全

国
約

４
０

０
回

）
（
新

規
）

・
普

及
啓

発
リ

ー
フ

レ
ッ

ト
作

成
費

（継
続

）
・
事

業
承

継
実

務
家

向
け

セ
ミ

ナ
ー

の
開

催
（拡

充
）

・
事

業
承

継
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
を

設
置

（
９

支
部

）
（拡

充
）

・
事

業
承

継
支

援
対

応
マ

ニ
ュ

ア
ル

（新
規

）
・
事

業
承

継
実

務
家

向
け

セ
ミ

ナ
ー

の
コ

ン
テ

ン
ツ

化
（新

規
）

・
事

業
承

継
協

議
会

運
営

費
（
継

続
）

「
事

業
承

継
支

援
セ

ン
タ

ー
設

立
支

援
費

」
（
新

規
）

あ
ら

ゆ
る

事
業

承
継

の
ニ

ー
ズ

に
対

応
し

た
ワ

ン
ス

ト
ッ

プ
サ

ー
ビ

ス
を

行
う

「事
業

承
継

支
援

セ
ン

タ
ー

」
を

設
置

す
る

。
具

体
的

に
は

、
長

野
事

業
承

継
支

援
セ

ン
タ

ー
を

モ
デ

ル
ケ

ー
ス

と
し

た
開

廃
業

マ
ッ

チ
ン

グ
支

援
を

始
め

、
常

設
の

セ
ン

タ
ー

に
お

け
る

相
談

窓
口

の
設

置
、

専
門

家
の

派
遣

、
企

業
と

後
継

者
の

交
流

会
、

後
継

者
育

成
セ

ミ
ナ

ー
等

を
実

施
す

る
。

【
新

規
】

２
０

．
０

億
円

【
拡

充
】

２
億

円
→

５
．

１
億

円

平
成

２
０

年
度

事
業

承
継

関
連

予
算

案
約

２
５

．
１

億
円

平
成

２
０

年
度

事
業

承
継

関
連

予
算

案
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◇
あ

ら
ゆ

る
事

業
承

継
の

ニ
ー

ズ
に

対
応

し
た

ワ
ン

ス
ト

ッ
プ

サ
ー

ビ
ス

を
行

う
「
事

業
承

継
支

援
セ

ン
タ

ー
」
を

設
置

す
る

。
具

体
的

に
は

、
長

野
事

業
承

継
支

援
セ

ン
タ

ー
を

モ
デ

ル
ケ

ー
ス

と
し

た
開

廃
業

マ
ッ

チ
ン

グ
支

援
を

始
め

、
常

設
の

セ
ン

タ
ー

に
お

け
る

相
談

窓
口

の
設

置
、

専
門

家
の

派
遣

、
企

業
と

後
継

者
の

交
流

会
、

後
継

者
育

成
セ

ミ
ナ

ー
等

を
実

施
す

る
。

事
業

承
継
支

援
セ

ン
タ

ー
設

立
支

援
費

（
新

規
）

平
成

２
０
年

度
平

成
１

９
年

度
実

施
予

定
主

体
：

民
間

団
体

（
委

託
費

）
１

０
０

箇
所

２
０

．
０

億
円

（
新

規
）

◆
拠

点
１

０
０

箇
所
（
４

７
都
道

府
県
×

２
箇
所

＋
α

）

（
１

）
事

務
局

費
事

務
局

的
役

割
を

担
う

者
へ

の
謝

金
、

旅
費

、
雑

役
務

費
（

ア
ル
バ

イ
ト

）
。

（
２
）
ニ
ー
ズ
調
査

地
域

単
位

で
、

地
域

企
業

へ
の

巡
回

相
談

や
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

等
に

よ
り

、
今

後
ど

れ
く

ら
い

の
割

合
の

企
業

が
後

継
者

不
在

等
に

よ
り

廃
業

に
追

い
込

ま
れ

る
危

険
性

が
あ

る
の

か
と

い
っ

た
情

報
を

把
握
し

、
ニ

ー
ズ
を

掘
り

起
こ

す
た

め
の

調
査

。

（
３

）
広

報
新
聞

広
告

、
ポ
ス

タ
ー

、
ち

ら
し

、
フ

リ
ー

ペ
ー

パ
ー

等
を

通
じ

た
徹
底

的
な

広
報
。

（
４

）
マ

ッ
チ
ン

グ
交

流
会

開
催

後
継

者
不

在
等

に
よ
り

廃
業

の
危

険
性

が
あ

る
企
業

と
開

業
希

望
者

の
交

流
会

を
行

い
、

マ
ッ

チ
ン
グ

に
向

け
た

環
境

整
備

を
行

う
。

（
５

）
後

継
者

育
成

セ
ミ

ナ
ー

若
手
後

継
者
（

希
望

者
を

含
む

）
等

を
対

象
に

、
事

業
承

継
に

必
要

な
知

識
・

ノ
ウ

ハ
ウ

の
習

得
の

た
め

の
短
期

的
な

セ
ミ

ナ
ー

（
２

，
３

日
間

）
と

長
期

間
の

本
格

的
な

セ
ミ

ナ
ー
を

行
う

。

（
６
）
専
門
家
派
遣

様
々

な
事

業
承

継
に
係

る
相

談
に

対
応

す
る

た
め
、

弁
護

士
や

公
認

会
計

士
、

税
理

士
を

始
め
と

す
る

専
門

家
派

遣
を

行
う

。

事
業

承
継

支
援

セ
ン

タ
ー

設
立

支
援
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相
談

融
資

制
度

融
資

後
継

者
難

に
悩

む
小

規
模

企
業

者
等

（
親

族
内

に
後

継
者

が
い

な
い

場
合

）

紹
介

計
画

策
定

支
援

紹
介

支
援

実 態 調 査

検
索

抽
出

事
業

承
継

支
援

セ
ン

タ
ー

で
は

個
別

相
談

に
も

応
じ

て
く

れ
る

と
聞

き
、

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

に
相

談
。

承
継

の
条

件
の

整
理

を
行

う
と

と
も

に
後

継
者

候
補

等
の

検
討

を
行

う
。

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

が
後

継
者

候
補

と
し

て
創

業
希

望
者

の
条

件
の

整
理

、
抽

出
を

行
う

。

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

が
承

継
に

お
け

る
法

的
な

課
題

の
解

決
の

た
め

弁
護

士
等

の
専

門
家

を
派

遣
。

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

か
ら

後
継

者
に

対
し

て
制

度
融

資
の

活
用

等
国

の
支

援
策

を
紹

介
。

マ
ッ

チ
ン

グ
交

流
会

の
企

画
・
開

催
＜

国
の

事
業

承
継

支
援

策
＞

・
商

店
街

関
係

補
助

金
等

派 遣
派 遣

マ ッ チ ン グ 成 立

参 加

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

事
業

承
継

に
悩

む
小

規
模

企
業

者
等

（
親

族
内

に
後

継
者

が
い

る
場

合
）

事
業

承
継

支
援

セ
ン

タ
ー

で
は

個
別

相
談

に
も

応
じ

て
く

れ
る

と
聞

き
、

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

に
相

談
。

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

か
ら

承
継

に
お

け
る

法
的

な
課

題
の

解
決

の
た

め
弁

護
士

等
の

専
門

家
を

派
遣

。

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

か
ら

後
継

者
に

対
し

て
制

度
融

資
の

活
用

や
税

制
等

の
国

の
支

援
策

を
紹

介
。

＜
国

の
事

業
承

継
支

援
策

＞
・
事

業
承

継
税

制
・
商

店
街

関
係

補
助

金
等

参 加

製
造

業
Ｓ

社
の

社
長

で
あ

る
Ｆ

氏
は

、
経

営
を

息
子

の
Ｐ

氏
に

承
継

し
た

い
と

考
え

、
支

援
拠

点
（
事

業
承

継
支

援
セ

ン
タ

ー
）
が

開
催

す
る

事
業

承
継

セ
ミ

ナ
ー

に
参

加
。

相
談

連
携

高
度

専
門

人
材

（
中

小
機

構
の

事
業

承
継

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

が
弁

護
士

等
の

専
門

家
を

リ
ス

ト
化

）

派
遣

事
業

承
継

セ
ミ

ナ
ー

・
後

継
者

育
成

セ
ミ

ナ
ー

の
企

画
・
開

催

ニ
ー

ズ
調

査

普
及

啓
発

計
画

策
定

支
援

紹
介

連
携

大
学

・
ﾊ

ﾛ
ｰ

ﾜ
ｰ

ｸ
創

業
塾

創
業

を
支

援
す

る
先

進
的

支
援

拠
点

創
業

希
望

者
・
Uタ

ー
ン

連
携

参 加

応
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

か
ら

条
件

に
合

っ
た

承
継

希
望

者
の

情
報

の
紹

介
を

受
け

る
。

製
造

業
Ｔ
社

の
社

長
で

あ
る

Ａ
氏

は
、

経
営

を
誰

か
に

承
継

し
た

い
と

考
え

、
支

援
拠

点
（事

業
承

継
支

援
セ

ン
タ

ー
）が

開
催

す
る

事
業

承
継

セ
ミ

ナ
ー

に
参

加
。

拠
点

支
援

イ
メ

ー
ジ
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＜
現

状
＞

＜
今

後
の
対

応
＞

＜
具

体
的
な

実
施
体
制

＞ ＜
支

援
件
数
等
の

イ
メ
ー
ジ

＞

・
原

則
、

商
工

会
議

所
に

配
置

。

・
人

材
が

輩
出

さ
れ

る
大

手
・
中

小
企

業
や

大
学

Ｏ
Ｂ

組
織

、
Ｎ

Ｐ
Ｏ

な
ど

か
ら

新
た

な
新

現
役

人
材

を
発

掘
。

・
新

現
役

人
材

の
研

修
な

ど
を

ア
レ

ン
ジ

し
、

そ
れ

ぞ
れ

の
持

つ
ス

キ
ル

や
ノ

ウ
ハ

ウ
を

正
確

に
把

握
。

つ な が り

強 化

〔ナ
ビ

ゲ
ー

タ
ー

の
業

務
〕

地
域

の
中

小
商

工
業

者
農

林
漁

業
者
※

創
業

を
目

指
す

人
等

経
営

課
題

の
解

決
・
新

商
品

開
発

・
販

路
開

拓

・ 中 小 企 業 の 組 織 特 性 に

対 す る 認 識

・ 課 題 解 決 に 必 要 と

さ れ る 技 術 ・ 経 験 の 伝 達

マ
ッ

チ
ン

グ
成

功
の

た
め

に
事

前
に

情
報

提
供

先
進

的
支

援
拠

点
全

国
３

０
０

ヵ
所

程
度

、
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

５
０

０
人

・
年

間
１

万
件

の
マ

ッ
チ

ン
グ

・
２

０
０

９
年

度
末

ま
で

に
３

万
人

の
新

現
役

を
確

保

大
企

業
の

人
事

担
当

大
企

業
の

人
事

担
当

・
・
・

※
加

工
、

販
売

等
を

行
う

農
林

漁
業

者

・
全

国
４

７
ヵ

所
（
各

県
１

ヵ
所

）
に

、
新

現
役

ナ
ビ

ゲ
ー

タ
ー

２
０

０
人

を
配

置
。

・
我

が
国

で
培

わ
れ

た
技

術
・
ノ

ウ
ハ

ウ
等

を
、

中
小

企
業

や
地

域
に

活
か

す
と

と
も

に
、

我
が

国
と

し
て

守
る

べ
き

技
術

の
海

外
流

出
を

防
ぐ

。

「
新

現
役

」

都
市

部
、

大
企

業
で

働
い

て
い

た
団

塊
世

代

課
題

１
～

大
企

業
に

集
中

す
る

人
材

～
○

中
小

企
業

は
、

優
秀

な
人

材
の

確
保

や
育

成
が

困
難

。

課
題

２
～

地
域

の
中

小
企

業
の

低
迷

は
深

刻
～

○
地

方
に

は
そ

も
そ

も
人

材
が

不
足

し
て

い
る

が
、

域
外

に
偏

在
し

て
い

る
人

材
を

地
域

中
小

企
業

が
確

保
す

る
こ

と
は

非
常

に
困

難
。

課
題

３
～

我
が

国
競

争
力

を
支

え
る

製
造

業
に

お
い

て
技

術
流

出
が

深
刻

～
○

製
造

業
の

１
／

３
以

上
が

技
術

流
出

の
実

態
あ

り
。

○
ヒ

ト
を

通
し

た
技

術
流

出
は

６
割

を
占

め
、

そ
の

６
割

が
退

職
者

に
よ

る
も

の
。

○
団

塊
の

世
代

（
６

８
０

万
人

）
の

う
ち

中
堅

企
業

以
上

に
勤

務
し

、
社

会
貢

献
活

動
と

し
て

中
小

企
業

支
援

を
し

た
い

と
す

る
人

材
は

、
約

１
６

万
人

（
新

現
役

）
。

（
今

後
５

年
間

に
次

々
に

退
職

）
○

就
労

を
希

望
す

る
理

由
は

、
社

会
と

の
つ

な
が

り
（
３

０
%
）
、

自
分

の
技

術
・経

験
を

伝
え

る
（
２

５
%）

、
社

会
貢

献
（
２

０
%）

、
生

き
が

い
（２

０
%
）な

ど
。

○
人

材
サ

ー
ビ

ス
会

社
が

対
象

に
で

き
る

の
は

採
算

ベ
ー

ス
に

乗
る

一
部

の
人

材
の

み
で

、
そ

の
よ

う
な

人
材

へ
の

報
酬

は
中

小
企

業
に

は
支

払
え

な
い

。

団
塊

世
代

は
就

労
意

欲
が

強
く
多

様
な

働
き

方
を

求
め

て
い

る

中
小

企
業

が
求

め
る

人
材

を
巡

る
状

況

経
営

課
題

に
つ

い
て

相
談

紹
介

必
要

と
さ

れ
る

人
材

の
情

報
を

提
供

ニ
ー

ズ
は

あ
る

が
、

つ
な

が
る

仕
組

み
が

な
い

中
小

機
構

の
Ｄ

Ｂ

新
現

役
ナ

ビ
ゲ

ー
タ

ー
（
全

国
４

７
ヵ

所
程

度
、

計
２

０
０

人
）

新
現

役
チ

ャ
レ

ン
ジ

支
援

事
業

の
概

要
【
２
０
年
度
予
算
案

２
１
．
２
億
円
（
新
規
）
】
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２
．

窓
口

・
相

談
体

制
の

整
備

（
１

）
下

請
取

引
に

関
す

る
「駆

け
込

み
寺

」
機

能
を

持
つ

「
下

請
適

正
取

引
推

進
セ

ン
タ

ー
（
仮

称
）
」
を

全
国

規
模

で
整

備
。

（
２

）
下

請
代

金
法

違
反

の
疑

い
の

あ
る

行
為

に
関

す
る

下
請

事
業

者
か

ら
の

積
極

的
な

情
報

提
供

を
促

す
べ

く
、

日
本

商
工

会
議

所
等

に
対

し
要

請
等

。
（
１

２
月

１
１

日
）

（
３

）
下

請
取

引
の

適
正

化
に

関
係

す
る

各
省

庁
所

管
の

相
談

窓
口

間
の

連
携

を
図

り
、

中
小

企
業

に
と

っ
て

分
か

り
や

す
い

体
制

と
す

る
た

め
、

地
方

支
分

部
局

間
の

連
携

体
制

の
整

備
等

に
つ

い
て

検
討

。

３
．

原
油

等
の

価
格

上
昇

分
の

転
嫁

に
関

す
る

周
知

徹
底

（
１

）
関

係
事

業
者

団
体

等
に

対
し

、
原

油
等

の
価

格
上

昇
に

伴
う

下
請

事
業

者
へ

の
配

慮
等

を
行

う
よ

う
要

請
。

（
１

１
月

２
７

日
）
（
再

掲
）

（
２

）
現

下
の

軽
油

価
格

高
騰

に
対

処
す

る
た

め
、

十
分

な
協

議
に

よ
る

運
賃

改
定

の
必

要
性

等
、

全
国

の
経

済
団

体
等

に
対

し
、

下
請

・
荷

主
適

正
取

引
推

進
の

た
め

の
緊

急
協

力
を

要
請

。
（
１

２
月

１
２

日
）

４
．

下
請

代
金

法
・
独

占
禁

止
法

の
厳

格
な

運
用

等
（
１

）
ト

ラ
ッ

ク
運

送
業

に
お

い
て

、
下

請
・
荷

主
適

正
取

引
推

進
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
を

年
度

内
に

策
定

予
定

で
あ

る
ほ

か
、

建
材

・
住

宅
設

備
産

業
に

つ
い

て
も

下
請

適
正

取
引

等
の

推
進

の
た

め
の

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

を
策

定
予

定
（
素

形
材

産
業

、
自

動
車

産
業

、
建

設
業

等
の

８
業

種
で

は
策

定
済

）
。

（
２

）
原

油
高

に
よ

る
コ

ス
ト

増
の

転
嫁

を
不

当
に

妨
げ

る
買

い
た

た
き

等
の

下
請

代
金

法
違

反
行

為
に

対
し

て
、

下
請

代
金

法
に

基
づ

く
検

査
を

積
極

的
に

実
施

。
（
３

）
マ

ン
パ

ワ
ー

等
の

検
査

体
制

を
強

化
し

、
事

業
者

に
対

す
る

書
面

調
査

の
増

大
を

図
る

。

１
．

年
末

対
策

（
１

）
１

１
月

２
７

日
に

、
関

係
事

業
者

団
体

に
対

し
下

請
事

業
者

へ
の

配
慮

等
に

係
る

通
達

を
発

出
。

（
２

）
１

１
月

２
７

日
に

、
公

正
取

引
委

員
会

委
員

長
・
経

済
産

業
大

臣
連

名
に

よ
る

親
事

業
者

及
び

関
係

事
業

者
団

体
に

対
す

る
下

請
代

金
法

遵
守

要
請

の
通

達
を

発
出

。

２
．

原
油

価
格

高
騰

に
伴

う
新

た
な

中
小

企
業

対
策

１
．

こ
れ

ま
で

の
対

策
（
１

）
下

請
適

正
取

引
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
（平

成
１

９
年

６
月

）
、

買
い

た
た

き
防

止
の

た
め

の
ガ

イ
ド

ブ
ッ

ク
（
平

成
１

９
年

７
月

）
を

策
定

・
周

知
等

。
（
２

）
８

月
２

４
日

に
、

関
係

事
業

者
団

体
に

対
し

原
油

・
原

材
料

の
価

格
上

昇
に

伴
う

下
請

事
業

者
へ

の
配

慮
を

要
請

す
る

通
達

を
発

出
。

原
油
価
格
高
騰
に
係
る
下
請
対
策
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○
業

種
ご

と
に

下
請

適
正

取
引

の
た

め
の

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

の
策

定
・
遵

守
・
普

及

○
法

令
遵

守
意

識
の

向
上

・
下

請
代

金
法

の
「
運

用
基

準
」
に

つ
き

、
「
買

い
た

た
き

」
に

関
す

る
内

容
を

よ
り

具
体

化
・
拡

充
。

・
取

引
価

格
の

決
定

に
お

け
る

、
下

請
事

業
者

に
対

す
る

十
分

な
配

慮
（
下

請
中

小
企

業
振

興
法

に
基

づ
く
「
振

興
基

準
」
の

遵
守

）
を

親
事

業
者

に
要

請
。

○
下

請
事

業
者

の
取

引
先

拡
大

の
た

め
、

売
り

手
・
買

い
手

の
効

率
的

な
マ

ッ
チ

ン
グ

を
支

援
。

・
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

を
活

用
し

た
ビ

ジ
ネ

ス
・
マ

ッ
チ

ン
グ

・
ス

テ
ー

シ
ョ

ン
（
Ｂ

Ｍ
Ｓ

）
に

よ
り

取
引

あ
っ

せ
ん

を
図

る
。

生
産

性
向

上
の

成
果

を
下

請
事

業
者

に
も

波
及

さ
せ

、
中

小
企

業
全

体
の

底
上

げ
を

図
る

た
め

、
下

請
適

正
取

引
等

を
一

層
推

進

○
下

請
適

正
取

引
推

進
セ

ン
タ

ー
（
仮

称
）
を

整
備

・
下

請
取

引
に

係
る

各
種

相
談

へ
の

対
応

・
裁

判
外

紛
争

解
決

を
図

る

・
下

請
適

正
取

引
等

の
推

進
の

た
め

の
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
の

普
及

啓
発

を
図

る

実
効

性
向

上
に

向
け

た
さ

ら
な

る
取

り
組

み

・
産

業
と

し
て

の
イ

ン
パ

ク
ト

も
勘

案
し

、
主

要
な

７
業

種
を

選
定

。
（
素

形
材

、
自

動
車

、
産

業
機

械
・
航

空
機

等
、

情
報

通
信

機
器

、
繊

維
、

情
報

サ
ー

ビ
ス

・
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
、

広
告

）
（
※

国
交

省
に

お
い

て
は

「
建

設
業

法
令

遵
守

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

」
を

策
定

。
）

・
業

界
に

応
じ

た
ベ

ス
ト

プ
ラ

ク
テ

ィ
ス

事
例

な
ど

を
分

か
り

や
す

く
提

示
。

＜
こ

れ
ま

で
の

取
組

＞
＜

今
後

の
取

組
＞

○
独

禁
法

・
下

請
代

金
法

に
よ

る
取

締
強

化

・
マ

ン
パ

ワ
ー

等
の

検
査

体
制

の
強

化
・
書

面
調

査
の

増
大

○
下

請
事

業
者

の
取

引
拡

大
の

た
め

の
支

援

・
Ｂ

Ｍ
Ｓ

の
継

続
的

な
周

知
、

案
件

の
発

掘
、

登
録

企
業

数
の

拡
大

を
図

る

中 小 企 業

取 引 に 関 す る 様 々 な 悩 み ・ 相 談 ご と

商 工 会 議 所 ・ 商 工 会 等 経 由 含 む

経
産

省
（
地

方
局

等
含

む
）
、

公
取

委
（
地

方
事

務
所

等
含

む
）

下
請

取
引

に
係

る
親

身
の

相
談

裁
判

外
紛

争
解

決
（A

D
R

）
に

よ
り

迅
速

な
ト

ラ
ブ

ル
解

決

「
下

請
適

正
取

引
推

進
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
」

の
普

及
啓

発

※
各

都
道

府
県

に
お

い
て

も
下

請
振

興
に

最
適

な
機

関
に

お
い

て
、

同
様

の
業

務
の

実
施

を
検

討
。

下
請

振
興

に
専

門
的

知
見

を
有

す
る

全
国

組
織

に
お

い
て

、
次

の
業

務
を

実
施

。

専
門

員
が

中
小

企
業

か
ら

の
電

話
や

直
接

訪
問

等
に

よ
る

相
談

に
対

し
て

、
内

容
を

良
く
聞

き
、

必
要

に
応

じ
て

対
処

法
を

検
討

す
る

。
そ

の
た

め
の

マ
ニ

ュ
ア

ル
等

を
整

備
す

る
。

全
国

の
中

小
企

業
を

対
象

に
、

迅
速

な
ト

ラ
ブ

ル
解

決
を

目
指

す
。

そ
の

た
め

の
マ

ニ
ュ

ア
ル

等
を

整
備

す
る

。
全

国
で

普
及

・
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

の
た

め
の

説
明

会
を

開
催

し
、

ベ
ス

ト
プ

ラ
ク

テ
ィ

ス
（
良

い
取

引
）
等

の
浸

透
に

よ
る

取
引

改
善

を
目

指
す

。

下
請

法
に

よ
る

適
切

な
対

応

下
請

適
正

取
引

推
進

セ
ン

タ
ー

（
仮

称
）
の

イ
メ

ー
ジ

図

下
請

適
正

取
引

等
の

推
進
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・
若

者
に

対
し

、
地

域
の

メ
デ

ィ
ア

等
を

通
じ

て
、

中
小

企
業

の
魅

力
を

発
信

・
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
等

、
若

者
が

地
域

の
産

業
を

体
験

す
る

機
会

を
提

供

・
地

域
産

業
の

「
求

め
る

人
材

」
に

つ
い

て
の

情
報

提
供

・
中

小
企

業
の

採
用

力
ア

ッ
プ

の
た

め
の

ノ
ウ

ハ
ウ

の
提

供

地
域

産
業

に
お

け
る

若
者

の
活

躍
の

拡
大

中
小

企
業

の
魅

力
発

信
、

若
者

と
地

域
産

業
の

就
職

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

強
化

地
元

産
業

界

連
携

・
情

報
発

信

大
学

・
高

校

地
域

・
家

庭

ジ
ョ

ブ
カ

フ
ェ

地
方

自
治

体

○
現

在
、

若
者

の
大

企
業

志
向

の
高

ま
り

や
中

小
企

業
の

魅
力

発
信

不
足

に
よ

っ
て

、
中

小
企

業
と

若
者

と
の

就
職

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

が
十

分
に

構
築

さ
れ

て
い

な
い

状
況

。

○
地

域
の

特
性

や
実

情
を

踏
ま

え
、

ジ
ョ

ブ
カ

フ
ェ

や
教

育
現

場
、

地
方

自
治

体
等

と
連

携
し

、
地

域
の

中
小

企

業
の

魅
力

を
若

者
や

学
校

に
発

信
し

、
地

域
レ

ベ
ル

で
の

就
職

を
促

進
。

【
２

０
年

度
：政

府
予

算
案

１
２

．
０

億
円

（１
９

年
度

予
算

額
：１

８
．

０
億

円
）】

若
者
・
中
小
企
業
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
事
業
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１．戦略的中心市街地商業等活性化支援事業 

【２０年度予算案】   【１９年度予算額】 

６、１００百万円 （６、３００百万円） 
（中企庁分） ３、２００百万円   （３、３００百万円） 
（商流Ｇ分） ２、９００百万円   （３、０００百万円） 
 

コンパクトでにぎわいあふれるまちづくりを実現するため、中心市街地活性化法に規定

する認定基本計画に基づき、「都市機能の市街地集約」と「中心市街地のにぎわい回復」の

双方を一体的に取り組む地域（中心市街地）であって、商店街・商業者等が地権者などの

幅広い関係者の参画を得て実施する商業活性化事業や中心市街地活性化協議会の運

営、タウンマネジメント診断等に対して、「選択と集中」の観点から重点的な支援を行いま

す。 

（補助率及び交付先） 

国（２／３、１／２） → 商工会議所、商工会、商店街振興組合、第３セクター、民間事業者 等 

（事業内容） 

□ハード事業：＠４．２億円  １０ヶ所 ２／３、  ＠４．０億円 １３ヶ所 １／２ 

（例）テナントミックス店舗、集客核施設の設置、駐車場、催事場、案内コーナー等の設置 等 

□ソフト事業： 

（１）＠２４百万円 １０ヶ所 ２／３、＠３０百万円 ２０ヶ所 １／２、 

（２）＠１０百万円 １２ヶ所 ２／３ 

（例）（１）空き店舗を活用したチャレンジショップ事業や地域コミュニティとの連携事業（文化、教育、保育 

等）、駐車サービス管理システムの構築 等 

（２）商店街の環境向上に係る経費支援（老朽化したアーケード等の撤去） 

（３）＠１２百万円 ２０ヶ所 ２／３ 

（例）中心市街地活性化協議会事務局におけるタウンマネジャーの設置や調査研究に係る経費支援 
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２．中心市街地商業活性化診断・サポート事業 

 

【２０年度予算案】 【１９年度予算額】 

２４６百万円 （２４６百万円） 
 

 

中心市街地活性化協議会・商店街等が行う中心市街地における商業活性化の取組みを

支援するため、中小企業基盤整備機構における専門的ノウハウを活用し、以下の事業を

行います。 

 

 
 

中心市街地における商業活性化の方向性、商業施設整備等商業活性化事業に係る診

断を行います。 
 
 

中心市街地活性化へ向けた各種取組（中心市街地活性化協議会の設立、商業施設等

の整備・運営のハード事業、商業活性化に資するソフト事業等）に対し、研修会・シ

ンポジウム等によるサポートを行います。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［対 象 者］中心市街地活性化協議会または、中心市街地活性化協議会を設立し

ようとする者（商工会・商工会議所・まちづくり会社等） 

［利用者負担］原則なし 

中心市街地商業活性化診断事業 

中心市街地商業活性化サポート事業

中小企業基盤整備機構 

交付金 

 中小企業基盤整備機構

まちづくり会社、
商店街が行う商
業活性化事業に
ついて、その妥
当性、方向性等
について提言

診断

取組進捗度

低 高
サポート
（セミナー
等の開催）

中活法、協議
会の設立・運
営等について
セミナー等を
開催

中心市街地活性化協議会
（協議会を立ち上げようとする者も対象）

地域の取組状況に応じてあらゆる形で商業活性化の取組を支援

中小企業基盤整備機構

まちづくり会社、
商店街が行う商
業活性化事業に
ついて、その妥
当性、方向性等
について提言

診断

取組進捗度

低 高
サポート
（セミナー
等の開催）

中活法、協議
会の設立・運
営等について
セミナー等を
開催

中心市街地活性化協議会
（協議会を立ち上げようとする者も対象）

地域の取組状況に応じてあらゆる形で商業活性化の取組を支援
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３．中心市街地商業活性化アドバイザー派遣事業 

 
【２０年度予算案】 【１９年度予算額】 

９７百万円  （９７百万円） 

 

中心市街地における商業活性化を支援するため、商業活性化に関する専門的な

知識を有する、中小企業基盤整備機構に登録されたアドバイザーを派遣します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

［対象者］ 

中心市街地活性化協議会または、中心市街地活

性化協議会を設立しようとする者（商工会・商

工会議所・まちづくり会社等） 

［利用者負担］ 

派遣日数10日間までは無料、10日を超えた 

場合については、派遣費用の一部（16,700 

円／日）を自己負担 

［派遣上限日数］ 

120日 

［募集期間］ 

随時募集 

［対象者］ 

中活法に基づき基本計画の認定を受けた地域の

商店街振興組合、商店街の事業協同組合、共同

店舗組合等 

［利用者負担］ 

派遣日数8日間までは無料、8日を超えた場 

合については、派遣費用の一部（12,700円 

／日）を自己負担 

［派遣上限日数］ 

25日 

［募集期間］ 

随時募集 

中小企業基盤整備機構 

交付金 

中心市街地商業活性化アドバイザー（協議会） 中心市街地商業活性化アドバイザー（商店街） 

タウンマネジメントの観点から、中心市街

地活性化協議会の組織体制の整備、商業機

能の整備、ソフト事業の実施等に係るアド

バイスを行います。

中心市街地活性化の観点から、商店街が実

施する個店の販売促進、イベント等商店街

の活性化を図るためのアドバイスを行いま

す。

アドバイザーには、中小企業診断士、建築士等に加え、各地でまちづくりの中心となって活躍した人

物等、多様な専門家が登録されており、中心市街地活性化全般、あるいは、商店街が抱える様々 な課

題に対応したアドバイスを行います。 

【スキーム】 
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４．中心市街地活性化協議会運営支援事業 

 
【２０年度予算案】  

２９百万円 （新規） 

 

中心市街地活性化の推進にあたり、その中心的な役割を果たすことが期待される中心市街

地活性化協議会（以下「協議会」）の設立にあたり、アドバイスや既に活動している協議会におけ

る課題の検討、さらには協議会のネットワーク化を推進するため、（独）中小企業基盤整備機構

に設置された中心市街地活性化協議会支援センターを中心として、以下のような支援を実施し

ます。 

（交付先） 
国定額（交付金）→ （独） 中小企業基盤整備機構  

 

 

 

 

 

 

 

中心市街地活性化協議会支援センター 

各 種 相 設 立 支  専門家等の派遣 
共通課題の 

分析・解決 

各種情報提供 

中小企業庁、商

工4団体等関係

機関と連携連

各地の中心市街地活性化協議会（設立予定も含む） 

ワークショップ、協議会情報交換会開催

協協協議議議会会会ネネネッッットトトワワワーーーククク化化化ののの支支支援援援   

★ 相談・情報提供 

電話・メール等による日常的な相談、ＨＰ・メールマガジンによる情報提供、専門家の派遣等を行い

ます。 

★ ワークショップ・ネットワーク形成事業 

協議会運営の中心となる実務者等による、運営に係る課題や問題点について、検討・意見交換を

行うため、ワークショップや情報交換会を実施します。 

★ 調査研究等 

協議会の皆様が抱える課題等について、調査研究、ソリューションの提示等を行います。 

中小企業基盤整備機構 

交付金 
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５．中心市街地活性化支援等委託費 

 

【２０年度予算案】 【１９年度予算額】 

７７百万円  （９５百万円） 

 

 

各地域における商店街活性化のノウハウや先進取組事例等に関する情報提供・分析を行うととも

に、全国各地域及び中央においてシンポジウム等を開催し、情報交換を行うことにより、中心市街地

の活性化に資する中小小売商業者の取組の普及等を図ります。 

 

１ シンポジウムの事例（テーマ） 

・商店街の振興はまちづくりから！～改正中心市街地活性化法を活用したまちづくり～ 

・考えよう！環境と人に優しいまちづくり～持続可能な中心市街地のまちづくりに向けて～ 

・我が街のブランド戦略 ～街のイメージを活用した中心市街地活性化～ 

 

２ 調査研究事業の事例 

「中心市街地活性化協議会の円滑な設立・運営等に関する調査研究」 

「空き店舗を活用したコミュニティ施設との相乗効果による商店街活性化方策調査」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本省・地方局 

○施策の水平展開 

○情報の共有 

地 域 

（商店街、商業者） 

シ ン ポ ジ ウ ム 、 調 査 ・ 研 究 事 業 等 

国の施策や地域の特

色ある取組を全国に

施策の拡充、新たな

活性化施策の創設 

調 査 

分 析 

中心市街地の活性

化に関する商店街

や商業者の取組・ニ
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１．地方税の不均一課税実施に対する減収補てん措置 

中心市街地活性化法に規定する認定中小小売商業高度化事業、認定特定商業施設

等整備事業により商業基盤施設（多目的ホール等）を設置した事業者に対し、地方公共

団体が条例を定めて不動産取得税、固定資産税の軽減を行った場合に、減収分の一部

を国が地方交付税交付金で補てんする措置を実施する。 

 

２．土地を譲渡した際の譲渡所得の特別控除 

中心市街地活性化法に規定する認定中小小売商業高度化事業の用に供するために

土地を譲渡した場合、譲渡した者の譲渡所得から１、５００万円を特別控除する。 

 

 

 

＋

空き店舗活用

駐車場整備

ｺﾐｭﾆﾃｨ施設整備
商業施設整備

ｲﾍﾞﾝﾄ広場整備

協定による出店管理

②中小小売商業高度化事業の用に供

 する土地を譲渡した場合に譲渡所得

 の 1,500 万円を特別控除 

①商業基盤施設（コミュニティホール等）設置 

 者に対する不動産取得税、固定資産税の 

 軽減措置に係る減収分の一部を補填 
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【融 資 先】 卸・小売・飲食店及びサービス業者 

（上記を構成員とする事業協同組合等も含む） 

 

【資金使途】：以下の事項に必要な資金 

・経営近代化、流通合理化及び共同化等の設備（仕入配送・運搬用、保管、事務処

理等）の取得 

・セルフサービス店の取得、集配センターの取得、ショッピングセンターへの入

居、空き店舗への出店 

・販売促進、人材確保、新分野への進出 等 

 

【貸付利率】中心市街地関連地域（中活法による中心市街地等）で事業を行う場合 

→ 特別利率３（中小企業金融公庫、国民生活金融公庫ともに１．４５％） 

（注：平成１９年１２月１２日現在、ともに貸付期間５年以内の場合） 

 

【限 度 額】中小企業金融公庫 ７．２億円（特利適用資金は２．７億円） 

国民生活金融公庫 ７、２００万円 

 

中心市街地・商店街に出店・事業を行う中小小売商業者等の設備投資資金等に 

対する低利融資｛企業活力強化貸付（企業活力強化資金）｝ 

ショッピングセンター入居費

空き店舗への入居費用 
合理化費用 

新分野進出費用 
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１．中小商業活力向上事業（少子高齢化等対応中小商業活性化事業から名称変更） 

【２０年度予算案】   【１９年度予算額】 

２、９７２百万円 （２、９７２百万円） 

（施設整備事業）１、３９６百万円   （１、３９６百万円） 

（支援事業）  １、５７６百万円   （１、５７６百万円） 

※支援事業のうち、１、０００百万円は農商工関連予算 

 

原則として中心市街地以外の地域において、商店街振興組合等が一体となって行

う、少子高齢化への対応や安全・安心なまちづくり、商店街の生産性向上等の全国

的課題に対応する商業活性化の取組に対して支援を行い、商店街等ににぎわいを創

出し活性化を図る。 

 

（補助率及び交付先） 国（１／２）→ 商工会、商工会議所、商店街振興組合、民間事業者 等 

※補助金上限額５億円、下限額１００万円（事業費で２００万円以上） 

（事業内容） 

・施設整備事業：＠３億円 ７ヶ所 １／２、＠約３０百万円 ２０ヶ所 １／２ 

（例）バリアフリー型カラー舗装、採光性対応アーケード等 

・支援事業 □ハード事業：＠２億円 ５ヶ所 １／２、 ＠約１７百万円 ２５ヶ所 １／２ 

□ソフト事業：＠２５百万円 ５６ヶ所 １／２、＠１０百万円 ２０ヶ所 １／２ 

＠約５百万円 ２５ヶ所 １／２ 

（例）防犯カメラや街路灯の設置、育児施設・高齢者交流施設等のコミュニティ施設の設置・運営、共通

駐車券システムの構築、空き店舗を活用した地域活性化事業（チャレンジショップ事業、地域農産品

を活用したアンテナショップ事業等）、AED（自動対外式除細動器）の設置、電子マネー・ポイントカ

ードシステム導入促進、老朽化したアーケード撤去への支援 等 
 

 

  

中心市街

周辺商店

中小商業活力向上事業 

採光性等に優れたアーケード設置

電子マネー導入 

ＡＥＤ（自動対外式 

除細動器）の設置

バリアフリー型カラー舗装

空き店舗を活用した保育施設 
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２．アドバイザー派遣事業 

 

【２０年度予算案】 【１９年度予算額】 

２１百万円  （２１百万円） 

 

商業活性化アドバイザー派遣事業 

商店街の活性化を支援するため、商店街の活性化に関する専門的な知識を有する中

小企業基盤整備機構に登録された専門家を派遣します。 

 

 

 

 

 

 

 

【スキーム】 

 

 

 

［対 象 者］ 商店街振興組合、商店街の事業協同組合、共同店舗組合等 

［利用者負担］ 派遣日数 7 日間までは無料、7 日を超えた場合については、派遣

費用の一部（12,700 円／日）を自己負担 

［派遣上限日数］ 20 日 

［募 集 期 間］ 随時募集 

中小企業基盤整備機構 

交付金 

アドバイザーには、中小企業診断士、建築士、技術士、再開発プランナー、商業施

設士、販売士等多様な専門家が登録されており、商店街が抱える様々な課題に対応

したアドバイスを行います。 

【申込者】
商店街団体

【申込先】
中小企業

基盤整備機構

商業活性化
アドバイザー

申込

派遣依頼派遣

【申込者】
商店街団体

【申込先】
中小企業

基盤整備機構

商業活性化
アドバイザー

申込

派遣依頼派遣

アドバイザー派遣の様子  
ポイント
カード事業

イベント
事業

販売
促進

空き店舗
対策

マーチャン
ダイジング

個店の
アドバイス

税務
財務

様々な課題に対応

ポイント
カード事業

イベント
事業

販売
促進

空き店舗
対策

マーチャン
ダイジング

個店の
アドバイス

税務
財務

様々な課題に対応



平成 20 年度九州経済産業局支援施策概要のご紹介 

中小企業かごしま／2008.6 - 74 -

【２０年度予算案】  【19 年度予算額】

３１百万円    （３５百万円）

３．商店街振興組合の活動支援事業 

○全国商店街振興組合連合会補助金 

 

 

 

商店街を取り巻く環境が大きく変化する中、全国商店街振興組合連合会が行う、都道

府県商店街振興組合連合会等に対する各種研修事業や成功事例の水平展開等を支援

し、全国の商店街の活性化を図る。 

 
（補助率及び交付先） 

国 ６／１０ → 全国商店街振興組合連合会 

 

（具体的な事業例） 

・商店街近代化研究会等の開催 

－商店街を取り巻く環境に対応するため学識経験者等による研究会を開催 

  （テーマ例） 地権者の協力を得た商店街活性化について 等 

・都道府県商店街振興組合連合会等に対する研修事業 

   －県連の役職員、商店街の青年部、女性部等に対し、商店街振興組合の組織化、財務、

税務、活性化方策等に係る研修会等の開催 

・商店街支援ポータルサイト運営事業 

   －全国の商店街の様々な情報を総合的に提供する商店街ポータルサイト「商店街にぎわ

い PLAZA」の運営 

・成功商店街普及支援事業   

   －活性化の取組が成功した商店街の指導者を全国の商店街へ派遣 等 
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４．土地を譲渡した際の譲渡所得の特別控除 

中小小売商業振興法の認定を受けた高度化事業の用に供するために土地を譲渡し

た場合、譲渡した者の譲渡所得から１、５００万円を特別控除する。 

 

５．低利融資制度（企業活力強化資金） 

 

 

 

 

 

【融 資 先】 卸・小売・飲食店及びサービス業者 

（上記を構成員とする事業協同組合等も含む） 

 

【資金使途】：以下の事項に必要な資金 

・経営近代化、流通合理化及び共同化等の設備（仕入配送・運搬用、保管、事務処

理等）の取得 

・セルフサービス店の取得、集配センターの取得、ショッピングセンターへの入

居、空き店舗への出店 

・販売促進、人材確保、新分野への進出 等 

 

【貸付利率】中小小売商業振興法に基づく高度化事業計画の認定を受けた地域

で、空き店舗に出店を行う場合 

→ 特別利率３（中小企業金融公庫、国民生活金融公庫ともに１．４５％） 

（注：平成１９年１２月１２日現在、ともに貸付期間５年以内の場合） 

その他の地域で事業を行う場合 

→ 特別利率１（中小企業金融公庫、国民生活金融公庫ともに２．３０％） 

（注：平成１９年１２月１２日現在、ともに貸付期間５年以内の場合） 

 

【限 度 額】中小企業金融公庫 ７．２億円（特利適用資金は２．７億円） 

国民生活金融公庫 ７、２００万円 

 

 

中小小売商業者等の設備投資資金等に対する低利融資 

｛企業活力強化貸付（企業活力強化資金）｝ 
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【２０年度予算案】  

１，２０８百万円 （新規） 

 

○経営力向上・事業承継等先進的支援体制構築事業 

  

 

 

 全国３００箇所に先進的な支援拠点を設置し、事業承継の円滑化を推進することにより商

店街における空き店舗対策を図るとともに、個店の経営力向上に向けた専門人材の派遣

等を実施する。 

１．事業承継支援センター設立支援 

【概要】 

 開廃業マッチング支援を始め事業承継に関するあらゆる問題について、弁護士を始めと

する専門家がサポートします。 

２．小規模企業先進的経営支援事業 

【概要】 

全国に整備された拠点に応援コーディネータを配置し、小規模事業者等のニーズに対応し

た専門家派遣や様々な外部政策資源を活用したハンズオン支援等を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

応 援 コ ー デ ィネ ー タを 配 置

モ デ ル 支 援 拠 点

○ 高 度 専 門 人 材 デ ー タベ ー ス

高 度 人 材 派 遣 の 活 用

・ＩＴ化 支 援

・販 路 拡 大 支 援 等

専 門 家 派 遣

ア ドバ イ ス

相 談 等

小 規 模 事 業 者 等

事 業 承 継 支 援 セ ン タ ー
実 施 予 定 主 体 ： 民 間 団 体 （ 委 託 費 ）

○ マ ッ チ ン グ 交 流 会 開 催
後 継 者 不 在 等 に よ り 廃 業 の 危 険 性 が あ る 企 業 と 開 業 希 望 者

の 交 流 会 を 行 い 、 マ ッ チ ン グ に 向 け た 環 境 整 備 を 行 う 。

○ 後 継 者 育 成 セ ミ ナ ー
若 手 後 継 者 （ 希 望 者 を 含 む ） 等 を 対 象 に 、 事 業 承 継 に 必 要

な 知 識 ・ ノ ウ ハ ウ の 習 得 の た め の 短 期 的 な セ ミ ナ ー （ ２ ， ３
日 間 ） と 長 期 間 の 本 格 的 な セ ミ ナ ー を 行 う 。

○ 専 門 家 派 遣
様 々 な 事 業 承 継 に 係 る 相 談 に 対 応 す る た め 、 弁 護 士 や 公 認

会 計 士 、 税 理 士 を 始 め と す る 専 門 家 派 遣 を 行 う 。
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2

システム設計システム設計

事前指導事前指導

組織化組織化

調査研究調査研究

モデル事業モデル事業

（事業の流れ）
①物流効率化専門指導員派遣事業（独法中小企業基盤整備機構）

独法中小企業基盤整備機構において、中小企業が物流効率化を図るための検討を行うに際し適切に

アドバイスできる専門家を登録し、派遣を行う。

（交付先及び補助率）国 定額→中小企業基盤整備機構

※但し専門指導員謝金は、受益者負担１／３

②物流効率化推進事業（組合、任意団体等）
中小企業者等によって構成される組合及び任意団体等が、物流機能の強化を図るために実施

する共同物流システムの構築、受発注・輸配送情報ネットワークの構築等のテーマに係る調査研

究・基本計画策定事業、事業計画・システム設計事業、実験的事業運営事業について補助する。

（交付先及び補助率）国６／１０→組合、任意団体等

（普及・啓発）

③物流効率化対策調査等委託費

中小企業等の物流効率化に有益な情報等について、調査研究を行い、

全国において開催するセミナー等の場を通じて普及・啓発を図る。

事業の実施事業の実施

物流効率化施策の流れ
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１．予算支援措置 

                  【２０年度予算案】   【１９年度予算額】 

合 計 １０４、５６０千円（１３０、７００千円） 

 

（１）物流効率化専門指導員派遣事業 

                  【２０年度予算案】    【１９年度予算額】 

８、０００千円 （ ９、７９７千円） 

 

独立行政法人中小企業基盤整備機構に、中小企業が物流効率化を図るための検討

を行うに際し適切にアドバイスできる専門家を登録し、企業等からの要請により派遣す

る。 

 （ただし、専門指導員謝金の１／３は自己負担となる。） 

 

  （補助率及び交付先） 

 

     国 定額 → 独立行政法人 中小企業基盤整備機構  
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（２）物流効率化推進事業 

                   【２０年度予算案】   【１９年度予算額】 

９６、５６０千円（１２０、９０３千円） 

 

組合及び任意団体等が、物流機能の強化等を図るために実施する物流効率化を目

的とした製配販連携の構築、共同物流システムの構築、受発注・輸配送情報ネットワー

クの構築等のテーマに係る調査研究・基本計画策定事業、事業計画・システム設計事

業について補助する。 

また、調査研究事業及びシステム設計事業を実施した組合等が、更に一歩進んで、

物流効率化先進モデルのシミュレーションを行い、広く示すことにより他の事業者に物流

の重要性を認識させるために必要な実験的運営事業についても補助する。 

 

 （補助率及び交付先） 

    国 ６／１０ → 組合、任意団体等  
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２．普及・啓発等事業 

 

                  【２０年度予算案】  【１９年度予算額】 

３６、３８５千円 （３８、３００千円） 

 

中小企業者が物流の効率化を推進するため、商慣行、物流に係る規格、情報化等、

物流効率化に係る調査研究を行い、成果を広く発信するとともに、中小流通・物流事業

者等が自社の物流業務の効率化を検討するための手法を学ぶ講習会を開催する。 

 

 （交付先） 

      国  定額（委託費） → 民間調査研究機関等 
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●広域・総合観光集客サービス支援事業

国際競争力ある観光・集客サービス産業を構築するため、地域の特色ある産業や工場、商店街等
の幅広い関係者の参画を得て、独自の差別化戦略を構築し、広域的かつ総合的に行われる取組を
支援する。このことにより、同時に中小企業の観光・集客サービス化による高付加価値化を図るとと
もに、地域経済の活性化に貢献する。

具体的には、特色ある地域の産業や工場、商店街、異業種等の幅広い事業者の連携など、観光・
集客サービス分野において個別の事業者では対応が困難な立ち上がり期における共通基盤づくりを
支援（１／２補助、最大３年間）する。

特に、平成２０年度には、農工商連携による地産地消型の新たな観光集客サービスの創出を重点
的に推進する。

事業スキーム 20年度予算額 3.8億円 （3.2億円）

地域ぐるみ魅力向上による観光・集客サービスの競争力強化

－達成を目指す具体的事業目標（５年後目処）
－観光・集客のネットワークの構築
－差別化を図るための観光・集客サービスの設定

・業種横断、地域横断による付加価値の高いサービスの設
定（地域の特色ある産業、工場、商店街等による総合的
な取組）

－集客増のメカニズム
・新しいマーケットの開拓
・リピーター率の向上、滞在時間の拡大

・ターゲット層の設定（団塊の世代、高齢者・障害者、外国
人 等

－人材育成
－情報提供 等

観光・集客サービスの競争力向上
［中小企業の観光・集客サービスによる高付加価値化］
地域経済の活性化への貢献

支援対象事業計画

目的
国（経済産業省）

採択

事業支援 （１／２補助 最長３年間）

観光・集客サービス 20年度予算額 3.8 億円 
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○
企

業
立

地
促

進
に

係
る

地
方

交
付

税
措

置
（
総

務
省

と
連

携
）

３
０

０
億

円
程

度

①
自

治
体

に
よ

る
立

地
企

業
に

対
す

る
地

方
税

減
免

額
へ

の
普

通
交

付
税

に
よ

る
補

填

（
３

年
間

、
減

免
額

の
７

５
％

を
補

填
。

）

２
．

ス
キ

ー
ム 国

：
「
基

本
方

針
」

協
議

同
意

申
請

承
認

事
業

者
：
「
企

業
立

地
計

画
」

「
事

業
高

度
化

計
画

」

都
道

府
県

及
び

市
町

村
：
「
基

本
計

画
」

※
市

町
村

・
都

道
府

県
、

地
元

商
工

団
体

、

大
学

そ
の

他
研

究
機

関
等

で

地
域

産
業

活
性

化
協

議
会

を
構

成

３
．

支
援

措
置

●
地

域
経

済
の

国
際

的
な

大
競

争
時

代
に

相
応

し
い

新
し

い
企

業
立

地
促

進
策

を
推

進
。

キ
ー

ワ
ー

ド
は

「
グ

ロ
ー

カ
ル

」
。

（
グ

ロ
ー

バ
ル

＋
ロ

ー
カ

ル
）

●
地

域
の

特
性

・
強

み
を

い
か

し
た

企
業

立
地

促
進

等

を
通

じ
、

地
域

産
業

の
活

性
化

を
目

指
す

。

１
．

法
律

の
考

え
方

（
考

え
方

）

①
地

域
の

強
み

を
活

か
し

た
総

合
的

計
画

②
広

域
連

携
を

す
る

関
係

者
の

強
い

合
意

に
よ

る
「
地

域
独

自
の

意
欲

的
な

取
組

」
を

支
援

す

る
こ

と
で

「多
様

な
産

業
集

積
」
を

全
国

的
に

形
成

。

②
予

算
措

置
・
低

利
融

資
等

○
企

業
立

地
に

関
す

る
手

続
き

・
情

報
提

供
等

の
ワ

ン
ス

ト
ッ

プ
サ

ー
ビ

ス
実

現
の

た
め

の
「
企

業
立

地
支

援

セ
ン

タ
ー

」
の

設
置

（
全

国
１

０
地

区
）

（
２

．
７

億
円

）

○
本

法
に

基
づ

く
基

本
計

画
の

策
定

、
企

業
誘

致
・
人

材
育

成
活

動
へ

の
助

成
（
補

助
率

：
２

／
３

~１
０

／
１

０
）

（
３

０
．

５
億

円
）

○
基

本
計

画
に

位
置

づ
け

ら
れ

た
貸

工
場

・
研

修
施

設
等

の
共

用
施

設
の

整
備

費
へ

の
助

成

（
補

助
率

：
１

／
２

）
（
１

８
．

６
億

円
）

○
中

小
企

業
の

立
地

等
に

対
す

る
超

低
利

融
資

制
度

（
中

小
公

庫
・
国

民
公

庫
） （

平
成

２
０

年
度

よ
り

創
設

）

①
課

税
の

特
例

・
規

制
緩

和
措

置

○
立

地
企

業
へ

の
設

備
投

資
促

進
税

制
：

特
別

償
却

の
適

用
（
機

械
等

：
１

５
％

、
建

物
等

：
８

％
）

③
各

省
と

の
連

携
に

よ
る

支
援

措
置

４
．

基
本

計
画

の
策

定
状

況

○
第

１
号

～
第

４
号

同
意

：
２

９
道

府
県

（
５

４
計

画
）
の

代
表

者
に

同
意

書
を

交
付

○
第

５
号

同
意

（
平

成
２

０
年

２
月

１
日

）
：
９

県
（
２

０
計

画
）の

代
表

者
に

同
意

書
を

交
付

○
上

記
以

外
に

、
年

度
内

に
同

意
予

定
：
３

１
計

画
○

検
討

中
：
２

６
計

画
【
合

計
：
１

３
１

計
画

】

平
成

２
０

年
度

予
算

政
府

原
案

：５
１

．
８

億
円

→
平

成
２

０
年

度
税

制
改

正
：
支

援
措

置
の

充
実

（
対

象
業

種
に

食
料

品
製

造
業

等
の

農
林

水
産

関
連

業
種

の
追

加
、

当
該

業
種

の
最

低
投

資
要

件
の

引
き

下
げ

（
機

械
等

3億
円
→

４
千

万
円

（
単

価
1千

万
円
→

5百
万

円
）
、

建
物

等
5億

円
→

5千
万

円
）
）

○
工

場
立

地
法

の
特

例
：

緑
地

面
積

規
制

権
限

の
市

町
村

へ
の

委
譲

（
緑

地
面

積
率

の
引

下
げ

可
能

化
）

→
平

成
２

０
年

度
よ

り
支

援
措

置
の

充
実

（
最

低
投

資
要

件
の

引
き

下
げ

（
食

料
品

製
造

業
等

の
農

林
水

産
関

連
業

種
：

5億
円
→

5千
万

円
、

そ
の

他
の

対
象

業
種

：
5億

又
は

3億
円
→

2億
円

））

②
企

業
立

地
後

の
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

の
た

め
の

特
別

交
付

税
の

交
付

○
農

水
省

、
国

交
省

、
厚

労
省

、
文

科
省

の
施

策
と

の
連

携

企
業
立
地
の
促
進
等
に
よ
る
地
域
に
お
け
る
産
業
集
積
の
形
成
及
び
活
性
化
に
関
す
る
法
律

（
企
業
立
地
促
進

法
）
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中
核

と
な

る
イ

ン
フ

ラ
の

整
備

・
地

域
企

業
立

地
促

進
等

共
用

施
設

整
備

事
業

費
補

助
金

産
業

集
積

の
中

核
を

担
う

企
業

群
の

受
け

皿
と

な
る

べ
き

貸
工

場
、

貸
事

業
場

等
の

共
用

施
設

を
整

備
す

る
事

業
に

対
し

て
支

援
を

行
う

。
【
20

年
度

予
算

額
】
18

.6
億

円
（
20

.1
億

円
）

ワ
ン

ス
ト

ッ
プ

サ
ー

ビ
ス

の
実

現

＜
事

業
採

択
の

考
え

方
＞

●
メ

リ
ハ

リ
あ

る
支

援
を

実
現

す
る

た
め

、
経

済
指

標
（
有

効
求

人
倍

率
、

財
政

力
指

数
）
が

全
国

的
な

水
準

と
比

べ
低

い
地

域
※

や
、

複
数

県
に

亘
る

地
域

が
連

携
す

る
先

進
的

な
事

業
を

優
先

し
て

採
択

。
（
※

北
海

道
、

青
森

県
、

秋
田

県
、

岩
手

県
、

高
知

県
、

長
崎

県
、

鹿
児

島
県

、
沖

縄
県

等
に

つ
い

て
配

慮
。

）
・
地

域
企

業
立

地
促

進
等

委
託

事
業

全
国

１
０

地
域

ブ
ロ

ッ
ク

に
企

業
立

地
情

報
・
手

続
等

に
関

す
る

ワ
ン

ス
ト

ッ
プ

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
す

る
総

合
的

な
企

業
立

地
支

援
窓

口
を

設
置

。
【
20

年
度

予
算

額
】
2.

7億
円

（
前

年
同

）
（
委

託
費

）

地
域

間
格

差
是

正

地
域

で
の

雇
用

創
出

企
業

誘
致

活
動

支
援

２
．

産
業

立
地

支
援

事
業

国
の

同
意

を
受

け
た

基
本

計
画

を
推

進
す

る
た

め
、

専
門

家
を

活
用

し
た

企
業

誘
致

活
動

や
、

地
域

の
事

業
環

境
等

に
関

す
る

情
報

発
信

等
の

費
用

を
補

助
。

【
20

年
度

予
算

額
】

7.
7億

円
（
6.

4億
円

）
（
補

助
率

：
2/

3）

３
．

人
材

養
成

等
支

援
事

業
誘

致
等

対
象

産
業

の
ニ

ー
ズ

を
踏

ま
え

、
企

業
の

新
規

立
地

に
つ

な
が

る
地

域
で

の
人

材
養

成
等

を
地

域
の

教
育

機
関

や
民

間
企

業
等

を
活

用
し

て
行

う
場

合
の

研
修

等
費

用
を

補
助

。
【
20

年
度

予
算

額
】 19

.6
億

円
（
11

.7
億

円
）
（
補

助
率

：
定

額
）

４
．

立
地

産
業

人
材

育
成

支
援

事
業

新
規

立
地

等
を

行
っ

た
企

業
が

、
新

規
採

用
し

た
社

員
等

を
研

修
す

る
場

合
の

研
修

費
用

等
を

補
助

。
【
20

年
度

予
算

額
】
1.

6億
円

（
前

年
同

）
(補

助
率

：
2/

3)

地
域

の
事

業
環

境
の

魅
力

向
上

地
域

活
性

化
の

実
現

１
．

地
域

産
業

活
性

化
協

議
会

活
動

支
援

事
業

市
町

村
と

都
道

府
県

等
が

、
地

域
の

経
済

界
等

と
連

携
し

て
地

域
産

業
活

性
化

協
議

会
を

設
置

し
、

企
業

立
地

促
進

法
に

基
づ

く
基

本
計

画
を

策
定

・
運

用
す

る
た

め
に

必
要

な
事

務
局

経
費

、
調

査
分

析
費

用
等

の
経

費
を

補
助

。
【
20

年
度

予
算

額
】

1.
6億

円
（
前

年
同

）
（
補

助
率

：
2/

3）

基
本

計
画

策
定

支
援

■
地

域
が

自
ら

の
特

性
（
強

み
）
を

認
識

し
、

企
業

ニ
ー

ズ
を

的
確

に
捉

え
つ

つ
、

魅
力

的
な

事
業

環
境

を
整

備
す

る
取

組
を

支
援

。
企

業
立

地
等

を
促

進
し

、
地

域
活

性
化

等
を

実
現

。

地
域

へ
の

企
業

立
地

の
実

現

地
域

企
業

立
地

促
進

等
補

助
・

委
託

事
業

～
地
域

の
魅
力
発
信
を
支
援

～
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起
業

初
期

の
ベ

ン
チ

ャ
ー

企
業

の
資

本
調

達
を

強
力

に
支

援
す

る
た

め
、

設
立

３
年

未
満

の
ベ

ン
チ

ャ
ー

企
業

へ
の

投
資

に
つ

い
て

、
所

得
控

除
制

度
を

導
入

。

現
行

制
度

（
エ

ン
ジ

ェ
ル

税
制

）
平

成
２

０
年

度
～

（
所

得
控

除
制

度
を

追
加

）
抜

本
拡

充

（
１

）
投

資
時

点
投

資
額

を
そ

の
年

の
他

の
株

式
譲

渡
益

か
ら

控
除

（
２

）
売

却
時

点
（
※

）
①

利
益

が
出

た
時

譲
渡

益
を

１
／

２
に

圧
縮

し
て

課
税

②
損

失
が

出
た

時
損

失
を

翌
年

以
降

３
年

間
の

繰
越

控
除

１
．

優
遇

措
置

１
．

優
遇

措
置

（
投

資
家

が
以

下
の

Ａ
と

Ｂ
の

優
遇

措
置

の
い

ず
れ

か
を

選
択

）

A
（
１

）
投

資
時

点
投

資
額

を
そ

の
年

の
他

の
株

式
譲

渡
益

か
ら

控
除

・
・
・
・

（
継

続
）

（
２

）
売

却
時

点
（
①

利
益

が
出

た
時

の
優

遇
措

置
は

廃
止

）
（
※

）
②

損
失

が
出

た
時

損
失

を
翌

年
以

降
３

年
間

の
繰

越
控

除
・
・
・
・

（
継

続
）

B
（
１

）
投

資
時

点

（
出

資
額

－
５

千
円

）
を

そ
の

年
の

総
所

得
金

額
等

か
ら

控
除

※
上

限
は

、
総

所
得

金
額

×
４

０
％

と
１

，
０

０
０

万
円

の
い

ず
れ

か
低

い
方

。

（
２

）
売

却
時

点
（
優

遇
措

置
無

し
）
（
※

）

２
．

対
象

と
な

る
ベ

ン
チ

ャ
ー

企
業

創
業

（
設

立
）
１

０
年

未
満

の
、

未
上

場
の

中
小

企
業

者
（
風

俗
営

業
等

に
該

当
す

る
事

業
を

行
う

会
社

、
大

企
業

の
子

会
社

を
除

く
）
の

う
ち

以
下

の
イ

、
ロ

要
件

の
い

ず
れ

か
を

満
た

す
こ

と

外
部

（
特

定
の

株
主

グ
ル

ー
プ

以
外

）
か

ら
の

投
資

を
1
/
6
以

上
取

り
入

れ
て

い
る

会
社

で
あ

る
こ

と

（
１

）

（
２

）

１
．

以
下

の
要

件
を

満
た

す
企

業
（
但

し
、

優
遇

措
置

Ｂ
の

対
象

と
な

る
企

業
は

設
立

３
年

未
満

で
前

年
、

前
々

年
の

営
業

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・
フ

ロ
ー

が
赤

字
の

企
業

）

２
．

認
定

ベ
ン

チ
ャ

ー
キ

ャ
ピ

タ
ル

フ
ァ

ン
ド

の
投

資
先

３
．

グ
リ

ー
ン

シ
ー

ト
エ

マ
ー

ジ
ン

グ
銘

柄
の

企
業

設
立

経
過

年
数

イ
要

件
（
技

術
開

発
型

ベ
ン

チ
ャ

ー
）

ロ
要

件
（
ニ

ュ
ー

ビ
ジ

ネ
ス

型
ベ

ン
チ

ャ
ー

）

１
年

未
満

研
究

者
が

２
人

以
上

か
つ

全
従

業
員

の
１

０
％

以
上

開
発

者
（
技

術
開

発
、

商
品

企
画

、
マ

ー
ケ

テ
ィ

ン
グ

を
含

む
）
が

２
人

以
上

か
つ

１
０

％
以

上

１
年

以
上

２
年

未
満

試
験

研
究

費
等

（
宣

伝
費

、
マ

ー
ケ

テ
ィ

ン
グ

調
査

費
を

含
む

）
が

売
上

高
の

３
％

超

２
年

以
上

５
年

未
満

売
上

高
成

長
率

２
５

％
超

５
年

以
上

１
０

年
未

満
試

験
研

究
費

等
が

売
上

高
の

５
％

超

※
投

資
時

点
の

優
遇

措
置

を
利

用
し

た
投

資
額

分
だ

け
取

得
価

額
を

引
き

下
げ

て
計

算
。

※
投

資
時

点
の

優
遇

措
置

を
利

用
し

た
投

資
額

分
だ

け
取

得
価

額
を

引
き

下
げ

て
計

算
。

優
遇

措
置

Ｂ
は

使
え

な
い

（
優

遇
措

置
Ａ

の
み

）

エ
ン
ジ
ェ
ル
税
制
の
抜
本
拡
充
（
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
投
資
に
対
す
る
所
得
控
除
制
度
の
創
設
）

所
得
税
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①
現

行
の

投
資

時
点

の
優

遇
措

置
・
・
・
投

資
額

を
そ

の
年

の
他

の
株

式
譲

渡
益

か
ら

控
除

（
繰

延
）

②
新

た
に

追
加

さ
れ

た
優

遇
措

置
（
所

得
控

除
）
・
・
・
（
出

資
額

－
５

千
円

）
を

そ
の

年
の

総
所

得
金

額
等

か
ら

控
除

※
上

限
は

、
総

所
得

金
額

×
４

０
％

と
１

，
０

０
０

万
円

の
い

ず
れ

か
低

い
方

。

投
資

家
は

①
、

②
の

い
ず

れ
か

の
優

遇
措

置
を

選
択

可
能

。

投
資

家
Ａ

さ
ん

総
所

得
金

額
1,

00
0万

円

ベ
ン

チ
ャ

ー
へ

の
投
資

額
50

0万
円

他
の

株
式

譲
渡

益
10

0万
円

総
所

得
金

額
70

0万
円

ベ
ン

チ
ャ

ー
へ

の
投
資

額
20

0万
円

他
の

株
式

譲
渡

益
な

し

①
現

行
制

度
利

用
の

場
合

②
所

得
控

除
利

用
の

場
合

利
用

不
可

19
9.

5万
円

を
総

所
得

金
額

等
か

ら
控

除
※

投
資

額
20

0万
円

－
5千

円

10
0万

円
を

株
式

譲
渡

益
か

ら
控

除

39
9.

5万
円

を
総

所
得

金
額

等
か

ら
控

除
※

総
所

得
10

00
万

円
×

40
%

－
5千

円

所
得

控
除

他
の

株
式

投
資

を
し

て
い

な
い

投
資

家
も

、
所

得
控

除
制

度
導

入
に

よ
り

優
遇

措
置

が
使

え
る

よ
う

に
す

る
こ

と
で

、

創
業

期
ベ

ン
チ

ャ
ー

企
業

へ
の

資
金

供
給

円
滑

化
を

図
り

、
も

っ
て

我
が

国
経

済
産

業
の

発
展

を
促

す
。

投
資

家
Ｂ

さ
ん

総
所

得
金

額
50

0万
円

ベ
ン

チ
ャ

ー
へ

の
投
資

額
80

0万
円

他
の

株
式

譲
渡

益
40

0万
円

19
9.

5万
円

を
総

所
得

金
額

等
か

ら
控

除
※

総
所

得
50

0万
円

×
40

%
－

5千
円

投
資

家
Ｃ

さ
ん

40
0万

円
を

株
式

譲
渡

益
か

ら
控

除

所
得

控
除

現
行

制
度

も
引

き
続

き
利

用
可

能

効
果

上
場

株
式

の
譲

渡
益

に
対

す
る

税
率

：
１

０
％

未
上

場
株

式
の

譲
渡

益
に

対
す

る
税

率
：
２

０
％

課
税

所
得

金
額

に
対

す
る

税
率

１
９

５
万

円
以

下
：
５

％
、

１
９

５
万

円
超

～
３

３
０

万
円

以
下

：１
０

％
３

３
０

万
円

超
～

６
９

５
万

円
以

下
：
２

０
％

、
６

９
５

万
円

超
～

９
０

０
万

円
以

下
：
２

３
％

、
９

０
０

万
円

超
～

１
，

８
０

０
万

円
以

下
：
３

３
％

、
１

，
８

０
０

万
円

超
：
４

０
％

、

投
資
時
点
優
遇
措
置
の
抜
本
強
化
（
具
体
的
計
算
例
）
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事 業 名 バイオマス等未活用エネルギー事業調査事業（補助事業）（事業開始Ｈ15年度～） 

目  的 

バイオマス及び雪氷熱のエネルギー利用に係るデータの収集・蓄積・分析を行

い、ノウハウ・データの蓄積などにより、今後のバイオマス等未活用エネルギ

ーの本格的な導入を促進させ、新エネルギー導入目標の達成ひいては、石油代

替エネルギーの開発及び導入促進に資する。 

助成対象 
一般枠：地方公共団体、民間企業、第３セクター、公益法人、NPO 法人等  

バイオマスタウン枠：市町村 

制度内容 

○対象事業 

 データ等の分析 

・ バイオマス、雪氷の賦存量調査、収集・運搬に係る経済データ、社会シ

ステム上の特質・課題等。 

・ エネルギー変換システムの変換効率、環境特性、運用パターン等の運転

特性に関わるデータ、運転経費、保守経費等の経済データ、経年劣

化等データの特質・課題等。 

・ エネルギー利用に関する利用率、利用方法等に関わる運用データや外部

供給とのコスト比較データの特質・課題等。 

・ 地域住民との連携に関わる現状や課題。 

 

○対象システム 

 ① バイオマスエネルギー 

  ・溶融ガス化等熱化学的変換技術による燃料化システム 

  ・メタン発酵等生物化学的変換技術による燃料化システム 

  ・直接燃焼による熱利用システム など 

② 雪氷熱エネルギー 

  

○対象経費 

・人件費（研究・調査員人件費及び補助人員人件費） 

・調査費（バイオマス等エネルギーシステムに係る事業調査費等） 

・諸経費（委員会を設置する場合の諸経費や報告書作成費等） 

 

○補助率 

 定  額（限度額：1、000 万円） 

所管省庁 

（申請窓口） 

九州経済産業局資源エネルギー環境部エネルギ－対策課 

TEL 092-482-5475 

活用事例 

15 年度：新日本製鐵㈱、㈲)ﾊﾞｲｵｴﾅｼﾞｰ、大分新電力(協)、知覧町、長陽村 

16 年度：玉名製材(協)、大口市、西日本環境ｴﾈﾙｷﾞｰ㈱、名瀬市 

17 年度：鳥栖環境開発綜合ｾﾝﾀｰ、(有)ｱｸﾞﾘｻﾎﾟｰﾄ、(有)山下商事、ｴﾈｺﾑ㈱ 

18 年度：㈱ｴｺ･ｱｯﾌﾟ、㈱TRES、日鉄環境ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱、㈱日本総合研究所、

築上町、南阿蘇村 

19 年度採択者：ｱﾘｱｹｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱、出光興産㈱、唐津水産加工団地(協)、霧島酒造

㈱、電源開発㈱、南九州ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ㈱、宮崎県経済連、熊本市、立花

バイオマス等未活用エネルギー事業調査事業 
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町 

事 業 名 新エネルギー事業者支援対策事業 （事業開始：H９年度～） 

目  的 

太陽光発電、風力発電、太陽熱利用、燃料電池、バイオマス発電・熱利用・

燃料製造、中小水力発電、地熱発電等について、その加速度的な導入促進を図

ることを目的とする新エネルギー設備導入事業に必要な経費に対して補助を行

う。また、「新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法」により主務大臣

の認定を受けた利用計画に基づく、これらの新エネルギー導入事業を行う事業

者を対象として、金融機関からの借入に対して債務保証を行う。 

助成対象 民間企業等 

制度内容 

○対象事業（補助事業） 

先進的な新エネルギー等利用設備であって、太陽光発電、風力発電、太

陽熱利用、燃料電池、バイオマス発電・熱利用・燃料製造、中小水力発電、

地熱発電等について、その加速度的な導入促進を図ることを目的とする新

エネルギー設備導入事業に必要な経費に対して補助を行う。 

○対象事業（債務保証） 

「新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法」により主務大臣の認定

を受けた利用計画に基づく、これらの新エネルギー導入事業を行う事業者

を対象として、金融機関からの借入に対して債務保証を行う。 

○採択要件 

・ 事業者の取組として先進的であること。  

・ 我が国の新エネルギー供給力の強化にとって特に有効なものであること。

・ 当該事業の遂行によって、他の事業者に対する波及効果が見込まれること。

・ 事業実施の計画が確実かつ合理的であること。 

・ 原則として、規模、効率性等の基準を満たすものであるか又はそれらと同

等の効果を有するものであること。 

○補助率等 

①補助率：1/3 以内 

②補助期間：原則として最大４年間  

②債務保証 

  ＮＥＤＯ技術開発機構エネルギー対策推進部企画調整グループへ確認 

 

 

所管省庁 

（申請窓口） 

 

 

 

 

○利用計画の認定 

 九州経済産業局資源エネルギー環境部エネルギー対策課 

    TEL 092-482-5475 

 資源エネルギー庁新エネルギー対策課 ＴＥＬ 03-3501-4031 

○債務保証 

 ＮＥＤＯ技術開発機構対策推進部企画調整グループ 

  TEL 044-520-5180 

○補助金（太陽光発電、風力発電、太陽熱利用、燃料電池等） 

資源エネルギー庁新エネルギー対策課  TEL 03-3501-4031 

○補助金（バイオマス発電・熱利用・燃料製造、中小水力発電、地熱発電 

ＮEDO 技術開発機構エネルギー対策推進部 

新エネルギー等事業者支援対策事業担当者 TEL 044-520-5184 

活用事例 

（九州地域） 

（バイオマス関連） 

㈱日田ウッドパワー（１６～１８年度） 

新エネルギー事業者支援対策事業 
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 【詳細な問い合わせは所轄の税務署へ】

１ エネルギー需給構造改革投資促進税制（略称：エネ革税制）の概要 

青色申告書を提出する法人又は個人が、エネ革税制対象設備（エネルギー需給構造改革推進

設備等）を取得し、かつ１年以内に事業の用に供した場合に特別償却又は法人税額（又は所得

税額）の特別控除ができる制度。 

ただし、税額控除は中小企業者等のみ適用。  

２. 対象者 

法人又は個人のうち青色申告書を提出する者  

３ スキーム 

対象設備(告示で指定)を取得し、その後 1 年以内に事業の用に供した場合に、次のいずれか一

方を選択できる。ただし、税額控除の適用は中小企業者等(※)に限る。 

1. 基準取得価額(計算の基礎となる価額)の 7%相当額の税額控除 

2. 普通償却に加えて基準取得価額の 30%相当額を限度として償却できる特別償

却  
 

 ※中小企業者等の要件 

大企業の子会社等を除く資本金 1 億円以下の法人又は資本・出資を有しない法人のうち従業員

数が 1、000 人以下の法人。個人事業者においては従業員数が 1、000 人以下のもの。 
 

 

４ 

 

対象設備       

対象設備(全 69 設備) (対象設備数)

 1. エネルギー有効利用製造設備等 (    7 )

 2. エネルギー有効利用付加設備等 (   26 )

 3. 電気・ガス需要平準化設備 (    3 )

 4. 新エネルギー利用設備等 (   22 )

 5. その他の石油代替エネルギー利用設備等 (   10 )

 6. 配電多重化設備 (    1 )

 

 

  

 

 

エネルギー需給構造改革投資促進税制（国税） 
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事 業 名 資源エネルギー資金 

目  的 中小企業者の石油代替エネルギーの利用促進を図る。 

助成対象 

・石油代替エネルギーを使用するために必要な設備を設置する者及び一般ガス

事業者で、石油代替エネルギーを供給する者 

・一般ガス事業者 

制度内容 

○対象事業 

・ 石油代替エネルギーを使用又は供給する施設を取得（改造、更新を含む。）する

ために必要な設備資金 

・ ガス事業の近代化又は保安の確保のために必要な設備資金 

○融資限度額 

  直接貸付：７億 2、000 万円 代理貸付：１億 2、000 万円 

○特利対象設備 

① 原料に占める石油の割合が 60％以下のガスの場合 

  受け入れ・貯蔵設備、搬送設備、燃焼設備、冷房設備、供給設備 

② 原料に占める石油の割合が 60％を超え 80％以下のガスの場合 

    受け入れ・貯蔵設備、搬送設備、燃焼設備、冷房設備、供給設備、発電設備（原

料に占める石油の割合が 80％以下のもの） 

③ その他の石油代替エネルギーの場合 

・ 発電設備：太陽光、風力、廃棄物、燃料電池及びバイオマスエネルギーに限る。

 ・ 熱利用設備：太陽熱、廃棄物、温度差エネルギー、バイオマスエネルギー及び

雪氷に限る。 

 ・ 燃料製造設備：廃棄物及びバイオマスエネルギーに限る。 

 ・ コージェネレーションシステム：天然ガスに限る。 

④ ガスの供給圧力改善のために必要な本支管若しくはガスホルダー又は地方ガス事

業輸送導管 

⑤ ハイカロリー用製造設備、ハイカロリー用受入タンク、ハイカロリー用圧縮機及

びハイカロリー用その他の附属設備 

○融資利率 

基準利率 ただし、２億 7、000 万円を限度として 

   ①の設備を取得する場合：特代エネ利率 

   ②の設備を取得する場合：特別利率② 

   ③・④・⑤の設備を取得する場合：特別利率①  

○融資期間 

 15 年以内（うち据置２年以内） 

  

※詳しくは下記窓口へお問い合わせ下さい。 

所管省庁 

（申請窓口） 

中小企業金融公庫 福岡相談センター 092-781-２３９６ 

 ＵＲＬ http://www.jasme.go.jp 

資源エネルギー資金 
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ﾄ

九
州

経
済

国
際

化
戦

略

そ
の
他

参
考
資

料

九
州

・
韓

国
・
中

国
の

民
間

経
済

交
流

枠
組

み
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〔
構

成
〕

◇
韓

国
：
産

業
資

源
部

、
経

済
団

体
、

自
治

体
等

◇
中

国
：
商

務
部

、
科

学
技

術
部

､自
治

体
等

◇
九

州
：
九

州
経

済
連

合
会

（
会

長
：
鎌

田
迪

貞
）
、

九
州

経
済

産
業

局
、

自
治

体
等

（
20
01

年
～

毎
年

持
回

り
開

催
）

過
去
6回

開
催

○
九

州
が

ホ
ス

ト
と

な
り

、
11

月
26

-2
7日

に
熊

本
市

で
開

催
。

●
九

州
の

産
業

・
企

業
が

、
国

際
競

争
力

を
確

保
し

、
持

続
的

な
成

長
を

遂
げ

て
い

く
た

め
に

は
、

中
国

、
韓

国
等

の
東

ア
ジ

ア
・
環

黄
海

地
域

の
成

長
ダ

イ
ナ

ミ
ズ

ム
と

連
動

し
、

新
し

い
ニ

ー
ズ

と
シ

ー
ズ

を
結

合
さ

せ
た

、
新

た
な

価
値

創
造

が
求

め
ら

れ
て

い
る

。

●
こ

の
よ

う
な

中
、

九
州

地
域

で
は

、
２

０
０

１
年

３
月

か
ら

、
中

国
、

韓
国

の
中

央
政

府
や

経
済

団
体

と
の

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

の
も

と
、

環
黄

海
圏

の
経

済
交

流
の

深
化

を
図

る
た

め
、

「
環

黄
海

経
済

・
技

術
交

流
会

議
」
を

開
催

。

背
景

・
概

要
★

環
黄

海
地

域
エ

リ
ア

大
連

か
ら

上
海

、
仁

川
か

ら
釜

山
に

至
る

、
韓

国
・
中

国
沿

岸
部

、
九

州
と

い
っ

た
黄

海
を

取
り

巻
く
地

域
経

済
エ

リ
ア

熊
本

本
年

度
会

議

◎
九

州
、

中
国

、
韓

国
の

行
政

機
関

・
企

業
・
大

学
が

参
集

本
機

会
を

活
用

、
企

業
等

の
ビ

ジ
ネ

ス
交

流
を

深
化

・
拡

大

1)
 環

黄
海

圏
の

産
学

官
に

よ
る

協
力

体
制

に
つ

い
て

2)
 経

済
界

の
ビ

ジ
ネ

ス
交

流
の

進
展

→
環

境
・
バ

イ
オ

分
野

に
お

け
る

ビ
ジ

ネ
ス

交
流

3)
 大

学
が

核
と

な
っ

た
取

り
組

み
の

深
化

4)
 物

産
・
観

光
資

源
を

活
用

し
た

交
流

の
促

進

＜
主

な
事

業
＞

●
環

黄
海

ビ
ジ

ネ
ス

フ
ォ

ー
ラ

ム
●

大
学

学
長

フ
ォ

ー
ラ

ム
●

本
会

議

●
環

境
ビ

ジ
ネ

ス
ミ

ー
テ

ィ
ン

グ
●

バ
イ

オ
フ

ォ
ー

ラ
ム

●
物

産
・
観

光
事

業

熊
本

会
合

の
ポ

イ
ン

ト

山
西

省
山

西
省 河

南
省

河
南

省

湖
北

省
湖

北
省

江
西

省
江

西
省

河
北

省
河

北
省

山
東

省
山

東
省遼

寧
省

遼
寧

省

江
蘇

省
江

蘇
省

安
徴

省
安

徴
省

朝
鮮

民
主

主
義

朝
鮮

民
主

主
義

人
民

共
和

国
人

民
共

和
国

大
韓

民
国

大
韓

民
国

中
華

人
民

共
和

国
中

華
人

民
共

和
国

太太 平平 洋洋

黄黄
海海

渤渤 海海

日日
本本

北
京

北
京

唐
山

唐
山

泰
皇

島
泰

皇
島

大
連

大
連営

口
営

口沈
陽

沈
陽

済
南

済
南

天
津

天
津

青
島

青
島

煙
台

煙
台

威
海

威
海

上
海

上
海

南
京

南
京

蘇
州

蘇
州

寧
波

寧
波

坑
州

坑
州

釜
山

釜
山

麗
水

麗
水

光
州

光
州

木
甫

木
甫

ソ
ウ

ル
ソ

ウ
ル

仁
川

仁
川

大
邸

大
邸

瑞
山

瑞
山

群
山

群
山

長
崎

長
崎

福
岡

福
岡

大
分

大
分

熊
本

熊
本

佐
賀

佐
賀

宮
崎

宮
崎

鹿
児

島
鹿

児
島

山
西

省
山

西
省 河

南
省

河
南

省

湖
北

省
湖

北
省

江
西

省
江

西
省

河
北

省
河

北
省

山
東

省
山

東
省遼

寧
省

遼
寧

省

江
蘇

省
江

蘇
省

安
徴

省
安

徴
省

山
西

省
山

西
省 河

南
省

河
南

省

湖
北

省
湖

北
省

江
西

省
江

西
省

河
北

省
河

北
省

山
東

省
山

東
省遼

寧
省

遼
寧

省

江
蘇

省
江

蘇
省

安
徴

省
安

徴
省

朝
鮮

民
主

主
義

朝
鮮

民
主

主
義

人
民

共
和

国
人

民
共

和
国

大
韓

民
国

大
韓

民
国

中
華

人
民

共
和

国
中

華
人

民
共

和
国

太太 平平 洋洋

黄黄
海海

渤渤 海海

日日
本本

北
京

北
京

唐
山

唐
山

泰
皇

島
泰

皇
島

大
連

大
連営

口
営

口沈
陽

沈
陽

済
南

済
南

天
津

天
津

青
島

青
島

煙
台

煙
台

威
海

威
海

上
海

上
海

南
京

南
京

蘇
州

蘇
州

寧
波

寧
波

坑
州

坑
州

北
京

北
京

唐
山

唐
山

泰
皇

島
泰

皇
島

大
連

大
連営

口
営

口沈
陽

沈
陽

済
南

済
南

天
津

天
津

青
島

青
島

煙
台

煙
台

威
海

威
海

上
海

上
海

南
京

南
京

蘇
州

蘇
州

寧
波

寧
波

坑
州

坑
州

釜
山

釜
山

麗
水

麗
水

光
州

光
州

木
甫

木
甫

ソ
ウ

ル
ソ

ウ
ル

仁
川

仁
川

大
邸

大
邸

瑞
山

瑞
山

群
山

群
山

釜
山

釜
山

麗
水

麗
水

光
州

光
州

木
甫

木
甫

ソ
ウ

ル
ソ

ウ
ル

仁
川

仁
川

大
邸

大
邸

瑞
山

瑞
山

群
山

群
山

長
崎

長
崎

福
岡

福
岡

大
分

大
分

熊
本

熊
本

佐
賀

佐
賀

宮
崎

宮
崎

鹿
児

島
鹿

児
島

長
崎

長
崎

福
岡

福
岡

大
分

大
分

熊
本

熊
本

佐
賀

佐
賀

宮
崎

宮
崎

鹿
児

島
鹿

児
島

第
７

回
日

中
韓

環
黄

海
経

済
・
技

術
交

流
会

議

【
外

部
の

評
価

】
～

政
府

間
ハ

イ
レ

ベ
ル

協
議

で
の

積
極

的
な

評
価

◎
20

04
年

11
月

「
AS

EA
N

＋
3（

ラ
オ

ス
）

」
の

日
中

韓
首

脳
会

談
小

泉
総

理
か

ら
中

国
温

家
宝

首
相

に
対

し
「

環
黄

海
経

済
・

技
術

交
流

会
議

」
等

の
地

域
間

交
流

枠
組

み
の

重
要

性
を

言
及

。
◎

20
06

年
12

月
日

中
韓

貿
易

大
臣

会
合

に
お

い
て

、
甘

利
経

済
産

業
大

臣
、

中
国

薄
煕

来
商

務
部

長
か

ら
「

環
黄

海
経

済
・

技
術

交
流

会
議

」
に

つ
い

て
言

及
さ

れ
る

と
と

も
に

、
韓

国
金

中
根

外
交

通
商

部
通

商
交

渉
調

整
官

(次
官

)
も

含
め

、
３

者
か

ら
環

黄
海

地
域

の
重

要
性

に
つ

い
て

言
及

。
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九
州

・
韓

国
経

済
交

流
会

議

＜
基

本
プ

ロ
グ

ラ
ム

＞

Ａ
．

九
州

・
韓

国
の

中
小

企
業

の
貿

易
、

投
資

及
び

産
業

技
術

分
野

で
の

協
力

を
推

進
す

る
た

め
の

基
盤

整
備

Ｂ
．

九
州

・
韓

国
の

中
小

企
業

間
の

経
済

交
流

の
拡

大
を

支
援

す
る

た
め

の
交

流
団

の
派

遣
、

各
種

展
示

会
等

の
事

業
の

積
極

展
開

Ｃ
．

研
修

及
び

人
材

育
成

、
人

材
交

流
に

係
る

協
力

Ｄ
．

貿
易

・
投

資
及

び
産

業
技

術
協

力
を

促
進

す
る

た
め

の
調

査
研

究
及

び
広

報
へ

の
協

力
Ｅ

．
九

州
・
韓

国
の

地
域

間
経

済
交

流
の

積
極

的
支

援

大
韓

民
国

九
州

＜
目

的
・
趣

旨
＞

・
九

州
と

韓
国

が
、

中
小

企
業

を
中

心
に

、
そ

れ
ぞ

れ
が

有
す

る
資

金
、

技
術

、
人

材
等

の
地

域
資

源
を

相
互

補
完

し
、

貿
易

、
投

資
及

び
産

業
技

術
の

交
流

拡
大

と
地

域
間

交
流

を
促

進
。

・
１

９
９

３
年

よ
り

毎
年

交
互

に
開

催
（
過

去
１

３
回

開
催

）。
基

本
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
基

づ
き

相
互

に
協

力
提

案
し

、
合

意
し

た
も

の
に

つ
い

て
共

同
で

実
施

。

第
１
回
（
9
3
年
1
1
月
）
北
九
州
市

第
２

回
（

9
5
年

2
月
）

ソ
ウ

ル
特

別
市

第
３

回
（

96
年

2
月
）

長
崎

市
第
４

回
（

9
7
年

6
月
）

全
羅

北
道

・
全

州
市

第
５

回
（

98
年

7
月
）

別
府

市
第
６

回
(
9
9
年

5
月
）

光
州

広
域

市
第
７

回
（

00
年

9
月
）

宮
崎

市
第
８

回
（

0
1
年

6
月
）

慶
尚

南
道

・
昌

原
市

第
９

回
（

0
2
年

8
月
）

鹿
児

島
県

霧
島

市
（

旧
牧

園
町
）

第
1
0
回
（

0
3
年

7
月
）

済
州

道
・

西
帰

浦
市

第
1
1
回
（
0
4
年

7
月
）
熊
本
市

第
1
2
回
（
0
5
年
1
0
月
）
忠
清
北
道
堤
川
市

第
1
3
回
（
0
6
年

7
月
）
佐
賀
市

第
1
4
回
（

0
7
年

7
月
）

釜
山

広
域

市

・
北

九
州

市

・
別

府
市

・
宮

崎
市

・
鹿

児
島

市

・
熊

本
市

・
佐

賀
市

・ 長
崎

市

ソ
ウ

ル
市

・
・

提
川
市

・
全

州
市

・
昌

原
市

・ 光
州

市

・
西

帰
浦

市・
釜

山
市

＜
メ

ン
バ

ー
構

成
＞

◇
九

州
側

代
表

：
九

州
経

済
産

業
局

長
委

員
：
九

州
経

済
産

業
局

､自
治

体
､経

済
団

体
等

◇
韓

国
側

代
表

：
産

業
資

源
部

通
商

協
力

局
長

産
業

資
源

部
、

経
済

団
体

、
自

治
体

等

過
去

の
開

催
実

績

＜
主

な
成

果
＞

◇
環

境
・
リ

サ
イ

ク
ル

、
IT

等
分

野
で

の
地

域
間

ビ
ジ

ネ
ス

連
携

◇
九

州
・
韓

国
ビ

ジ
ネ

ス
マ

ッ
チ

ン
グ

事
業

◇
韓

国
中

小
企

業
の

人
材

育
成

へ
の

協
力

な
ど
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＜
主

催
＞

【
九

州
側

】
九

州
・
中

国
産

業
技

術
協

議
委

員
会

会
長

：
九

州
経

済
連

合
会

会
長

、
顧

問
：
九

州
経

済
産

業
局

長
委

員
：
各

県
、

政
令

市
、

経
済

団
体

等
【
中

国
側

】
国

家
科

学
技

術
部

、
科

学
技

術
交

流
中

心
、

各
省

、
各

市
等

代
表

：
科

学
技

術
部

副
部

長

＜
概

要
＞

○
九

州
地

域
と

中
国

と
の

産
業

技
術

及
び

ビ
ジ

ネ
ス

交
流

に
資

す
る

定
期

的
な

意
見

交
換

の
場

。

情
報

提
供

の
場

で
あ

る
技

術
フ

ォ
ー

ラ
ム

及
び

企
業

間
交

流
会

等
で

構
成

。

○
天

安
門

事
件

（
１

９
８

９
年

）後
の

１
９

９
０

年
、

九
州

初
の

官
民

合
同

ミ
ッ

シ
ョ

ン
が

中
国

を
訪

問
。

両
国

間
の

技
術

交
流

、
ビ

ジ
ネ

ス
交

流
の

パ
イ

プ
を

構
築

し
た

こ
と

が
き

っ
か

け
。

○
翌

１
９

９
１

年
に

第
１

回
目

の
会

合
を

福
岡

市
で

開
催

し
て

以
来

、
原

則
毎

年
交

互
に

開
催

し
、

２
０

０
５

年
ま

で
に

１
２

回
の

会
合

を
重

ね
る

。
２

０
０

６
年

に
北

九
州

市
で

「九
州

・中
国

ビ
ジ

ネ
ス

フ
ォ

ー
ラ

ム
in

北
九

州
」
を

開
催

。

第
１

回
１

９
９

１
年

１
１

月
福

岡
市

テ
ー

マ
：
「テ

ク
ノ

ポ
リ

ス
」

第
２

回
１

９
９

２
年

１
０

月
北

京
市

テ
ー

マ
：
「テ

ク
ノ

ポ
リ

ス
」

第
３

回
１

９
９

３
年

１
１

月
北

九
州

市
テ

ー
マ

：
「
環

境
保

全
」

第
４

回
１

９
９

４
年

１
０

月
北

京
市

テ
ー

マ
：
「省

エ
ネ

ル
ギ

ー
・環

境
」

第
５

回
１

９
９

５
年

１
０

月
宮

崎
市

テ
ー

マ
：
「新

素
材

な
ど

の
技

術
開

発
」

第
６

回
１

９
９

６
年

１
０

月
江

蘇
省

テ
ー

マ
：
「
中

小
企

業
の

技
術

開
発

と
企

業
間

交
流

」
第

７
回

１
９

９
７

年
１

２
月

福
岡

市
テ

ー
マ

：
「
中

小
企

業
を

中
心

と
し

た
企

業
間

交
流

」
第

８
回

１
９

９
８

年
１

１
月

福
州

市
テ

ー
マ

：
「
企

業
の

技
術

革
新

」
第

９
回

２
０

０
０

年
６

月
長

崎
市

テ
ー

マ
：「

環
境

産
業

」
第

１
０

回
２

０
０

２
年

３
月

威
海

市
テ

ー
マ

：
「Ｉ

Ｔ
」

第
１

１
回

２
０

０
３

年
１

月
熊

本
市

テ
ー

マ
：
「バ

イ
オ

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

」
第

１
２

回
２

０
０

５
年

９
月

瀋
陽

市
テ

ー
マ

：
「
製

造
業

に
お

け
る

協
力

と
発

展
」

開
催

状
況

＜
19

91
～

＞

⑪
・

⑨
・

九
州

中
華

人
民
共

和
国

・ ②
④

・ ⑩

・ ⑥

・
⑧

・

・
⑤

①
⑦

・③

・
⑫

九
州

・
中

国
産

業
技

術
協

議
会
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・
企

業
の

競
争

力
強

化
・
ア

ジ
ア

ビ
ジ

ネ
ス

に
、

人
材

の
確

保
・
活

用
が

急
務

。
留

学
生

等
海

外
人

材
の

活
用

を
促

進
・
支

援
。

留
学

生
等

海
外

高
度

人
材

の
活

用
促

進

企
業

・
経

済
界

の
ニ

ー
ズ

・
取

引
国

の
商

習
慣

や
文

化
言

葉
な

ど
を

理
解

し
、

取
引

等
が

行
え

る
人

材
・
海

外
事

業
所

で
の

管
理

・
工

場
管

理
職

等
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
能

力
保

持
者

・
語

学
能

力
が

あ
る

人
材

・
高

度
技

術
(生

産
管

理
、

品
質

管
理

)
・
専

門
的

知
識

(労
務

、
知

財
、

法
務

、
技

術
等

)
を

も
っ

た
人

材

ス
キ

ル
を

持
っ

た
人

材
の

確
保

留
学

生
等

海
外

人
材

の
活

用
促

進

九
州

規
模

の
連

絡
会

議
共

同
し

た
事

業
・
支

援
の

実
施

・
A

P
U

等
の

ア
ジ

ア
留

学
生

の
集

積
・
地

域
に

よ
っ

て
取

り
組

み
に

濃
淡

・
未

開
拓

な
ジ

ョ
ブ

マ
ー

ケ
ッ

ト

■
留

学
生

産
業

交
流

事
業

■
留

学
生

イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

事
業

■
ア

ジ
ア

人
財

資
金

構
想

広
域

的
な

連
携

・
取

り
組

み
へ

■
九

州
地

域
留

学
生

ネ
ッ
ト

ワ
ー

ク
会

議

“K
yu

sh
u”

 fa
n

W
in

-W
in

 

G
lo

ba
l H

um
an

 R
es

ou
rc

e
M

ot
he

r L
an

d 
K

yu
sh

u

優
秀

な
留

学
生

に
対

し
て

奨
学

金
・
ビ

ジ
ネ

ス
日

本
語

研
修

等
を

パ
ッ

ケ
ー

ジ
で

実
施

留
学

生
と

企
業

と
の

相
互

理
解

促
進

留
学

生
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
等

を
行

う
機

関
を

支
援

行
政

、
大

学
、

経
済

界
、

支
援

機
関

等
が

連
携

平
成

１
９

年
度

新
規
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6

留
学

生
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
パ

イ
ロ

ッ
ト

調
査

・
大

分
県

留
学

生
関

連
施

策
活

用
協

議
会

・
留

学
生

イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

説
明

会
・
留

学
生

イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

モ
デ

ル
事

業
・
キ

ャ
ン

パ
ス

ｗ
ｅ
ｂ
活

用

九
州
に
お
け
る
主
な
留
学
生
事
業
の
展
開

・事
業
連
携
状
況

Ｈ
１

４
Ｈ

１
５

Ｈ
１

６
Ｈ

１
７

・
留

学
生

イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

セ
ミ

ナ
ー

・
国

際
貿

易
支

援
ア

シ
ス

タ
ン

ト
活

用
事

業

大 分 県

「
大

学
コ

ン
ソ

ー
シ

ア
ム

お
お

い
た

」
・
ア

ク
テ

ィ
ブ

ネ
ッ

ト
・
地

域
活

動
支

援
、

就
職

支
援

、
生

活
支

援
等

「
ジ

ェ
ト

ロ
大

分
」

・
留

学
生

イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

セ
ミ

ナ
ー

「
海

外
高

度
人

材
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
構

想
推

進
会

議
」

・
留

学
生

イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

・
理

工
系

留
学

生
と

企
業

と
の

面
談

会
・
理

工
系

留
学

生
企

業
視

察
会

・海
外

高
度

人
材

活
用

、
理

工
系

留
学

生
啓

発
セ

ミ
ナ

ー
等

「
国

際
ビ

ジ
ネ

ス
人

材
支

援
会

議
」

・
国

際
ビ

ジ
ネ

ス
人

材
支

援
ネ

ッ
ト

・
留

学
生

の
た

め
の

合
同

就
職

面
談

会
・ジ

ャ
パ

ン
キ

ャ
リ

ア
フ

ォ
ー

ラ
ム

出
展

・
留

学
生

向
け

セ
ミ

ナ
ー

等
・
ｗ

ｅ
ｂ
に

よ
る

留
学

生
就

職
等

情
報

提
供

福 岡 県

「
佐

賀
県

貿
易

協
会

」
・
国

際
ビ

ジ
ネ

ス
ア

シ
ス

タ
ン

ト
事

業
等

「
熊

本
県

貿
易

協
会

」
・
留

学
生

イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

事
業

等

留
学

生
産

業
交

流
事

業

留
学

生
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
推

進
事

業

留
学

生
キ

ャ
ラ

バ
ン

事
業

留
学

生
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
会

議
・
各

機
関

と
の

連
携

情
報

共
有

・交
換

、
メ

ー
リ

ン
グ

リ
ス

ト
等

九 州 ワ イ ド

・
九

州
経

済
産

業
局

・
九

州
経

済
国

際
化

推
進

機
構

・
九

州
地

域
産

業
活

性
化

セ
ン

タ
ー

・
九

州
産

業
技

術
セ

ン
タ

ー
ア

ジ
ア

リ
ン

ク
九

州
事

業

留
学

生
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
モ

デ
ル

事
業

佐
賀

県

熊
本

県

Ｈ
１

８ Ｗ
ｅ
ｂ
活

用

マ
ッ

チ
ン

グ
サ

イ
ト

活
用

事
例

集

留
学

生
・
海

外
人

材
活

用
セ

ミ
ナ

ー
等

北
九

州

組
織

化
セ

ミ
ナ

ー

ビ
ジ

ネ
ス

交
流

会

意
見

・
交

換
会

長
崎

県

Ｈ
１

９

ア
ジ

ア
人

財
資

金
構

想
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九
州

に
お

け
る

投
資

交
流

の
促

進

◇
◇

◇
対

日
投

資
促

進
に

お
け

る
日

本
政

府
の

目
標

◇
◇

◇

「
対

日
投

資
額

が
２

０
１

０
年

ま
で

に
Ｇ

Ｄ
Ｐ

比
で

倍
増

と
な

る
５

％
程

度
を

目
指

す
」

（
2
0
0
6.

3.
9

第
７

回
対

日
投

資
会

議
）

日
本

テ
キ

サ
ス

・イ
ン

ス
ツ

ル
メ

ン
ツ

日
出

工
場

プ
レ

ゼ
ニ

ウ
ス

メ
デ

ィ
カ

ル
ケ

ア
ジ

ャ
パ

ン
㈱

豊
前

工
場

デ
ル

宮
崎

カ
ス

タ
マ

ー
セ

ン
タ

ー

九
州

内
で

は
、

ジ
ェ

ト
ロ

事
業

等
を

活
用

し
海

外
の

特
定

地
域

と
の

交
流

を
図

る
動

き
が

進
展

。

【
平

成
1
9
年

度
採

択
地

域
間

交
流

支
援

（
R

IT
:

R
e
gi

o
n
al

 
In

du
st

ry
 T

ie
-U

p
 P

ro
gr

am
)事

業
】

九
州

－
中

国
大

連
市

；
環

境
リ

サ
イ

ク
ル

関
連

産
業

福
岡

市
－

イ
ン

ド
タ

ミ
ル

ナ
ド

ゥ
州

、
カ

ル
ナ

タ
カ

州
、

ケ
ラ

ラ
州

；
ＩＴ

産
業

（
組

み
込

み
ソ

フ
ト

）
北

九
州

市
－

英
国

北
東

イ
ン

グ
ラ

ン
ド

；
バ

イ
オ

地
域

間
交

流
支

援
事

業
の

支
援

地
域

の
特

性
を

活
か

し
た

外
国

企
業

誘
致

の
た

め
の

取
り

組
み

を
実

施
・
支

援
し

、
九

州
へ

の
対

内
投

資
を

促
進

。

【
平

成
1
9
年

度
採

択
外

国
企

業
誘

致
地

域
支

援
事

業
】

北
九

州
市

（
自

動
車

・
ＩＴ

産
業

等
の

分
野

）
熊

本
県

（
半

導
体

関
連

分
野

）
福

岡
市

、
福

岡
商

工
会

議
所

（
知

識
創

造
型

産
業

、
物

流
機

能
を

軸
と

し
た

ア
ジ

ア
統

括
拠

点
等

）

地
域

に
お

け
る

外
国

企
業

誘
致

の
取

り
組

み
支

援

「
九

州
の

投
資

環
境

」
九

州
の

産
業

集
積

、
も

の
づ

く
り

力
、

研
究

開
発

力
、

人
材

力
な

ど
最

新
の

デ
ー

タ
を

取
り

ま
と

め
、

外
国

企
業

が
K
yu

sh
u
に

投
資

・
ビ

ジ
ネ

ス
を

行
う

上
で

の
判

断
材

料
を

提
供

（
英

語
／

日
本

語
版

、
中

国
語

版
、

韓
国

語
版

）
。

外
交

官
を

招
聘

し
て

の
九

州
Ｐ

Ｒ
在

京
の

大
使

館
員

、
国

際
機

関
職

員
等

を
対

象
に

、
九

州
を

視
察

し
理

解
を

促
進

す
る

イ
ン

ダ
ス

ト
リ

ア
ル

・
ツ

ア
ー

を
受

入
。

○
ア

ジ
ア

・イ
ン

ダ
ス

ト
リ

ア
ル

・
ツ

ア
ー

－
平

成
１

９
年

２
月

８
日

（
木

）
～

１
０

日
（
土

）
－

北
九

州
市

、
鹿

児
島

県
○

イ
ン

ダ
ス

ト
リ

ア
ル

・
ツ

ア
ー

-
平

成
１

９
年

６
月

５
日

（
火

）
～

７
日

（
木

）
－

福
岡

県
、

佐
賀

県
、

長
崎

県

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
を

活
用

し
た

九
州

Ｐ
Ｒ

当
局

及
び

九
州

経
済

国
際

化
推

進
機

構
ウ

ェ
ブ

サ
イ

ト
*
等

を
通

じ
て

、
九

州
の

ビ
ジ

ネ
ス

環
境

情
報

を
提

供
。

*
（
ht

tp
:/

/
w

w
w

.k
yu

sh
u
-k

ei
.o

rg
/
）

福
岡

ア
ジ

ア
フ

ァ
ッ

シ
ョ

ン
産

業
振

興

九
州

の
プ

レ
ゼ

ン
ス

拡
大

対
日

直
接

投
資

を
検

討
中

の
方

に
対

し
て

、
相

談
、

情
報

提
供

等
を

実
施

。
（
電

話
、

Ｆ
Ａ

Ｘ
、

e
メ

ー
ル

、
窓

口
来

訪
等

受
付

）

九
州

経
済

産
業

局
投

資
交

流
促

進
課

〒
8
1
2
-
8
5
4
6

福
岡

市
博

多
区

博
多

駅
東

2
-
1
1
-
1

電
話

：
09

2-
4
82

-5
42

6
F
A

X
：0

92
-
48

2-
53

21
E
-
m

ai
l：

in
ve

st
-j

ap
an

-k
yu

sh
u
@

m
e
ti
.g

o
.jp

◆
対

日
直

接
投

資
総

合
案

内
窓

口
◆
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◆
九

州
シ

リ
コ

ン
・
ク

ラ
ス

タ
ー

計
画

○
分

野
：
半

導
体

・Ｆ
Ｐ

Ｄ
関

連
産

業
○

推
進

組
織

：
九

州
半

導
体

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ
ン

協
議

会
（
会

費
制

）
○

設
立

：
平

成
1
4
年

5
月

○
会

員
数

：
２

３
４

○
最

終
目

標
：

高
信

頼
性

半
導

体
の

量
産

化
拠

点

○
第

Ⅱ
期

目
標

（
18

～
22

年
度

）
：

・
新

事
業

開
始

件
数

1
,5

0
0
件

・
新

規
起

業
件

数
5
0
社

・
世

界
シ

ェ
ア

ト
ッ
プ

企
業

数
1
0
社

・
新

規
上

場
（
IP

O
）
企

業
数

1
0
社

◆
九

州
地

域
環

境
・
リ
サ

イ
ク

ル
産

業
交

流
プ

ラ
ザ

（
Ｋ

－
Ｒ

ＩＰ
）

○
分

野
：
環

境
・
リ
サ

イ
ク

ル
産

業
○

推
進

組
織

：
Ｋ

－
Ｒ

ＩＰ
（
会

費
制

）

○
設

立
：
平

成
1
1
年

1
1月

○
会

員
数

：
４

７
８

○
最

終
目

標
：

公
害

防
止

技
術

の
ア

ジ
ア

展
開

○
第

Ⅱ
期

目
標

（
1
8
～

2
2
年

度
）
：

・
新

事
業

開
始

件
数

1
,5

0
0
件

・
海

外
ビ

ジ
ネ

ス
創

出
件

数
2
0
件

・
ニ

ッ
チ

ト
ッ
プ

、
オ

ン
リ
ー

ワ
ン

企
業

1
0
社

・
新

規
起

業
件

数
2
5
件

◆
九

州
地

域
バ

イ
オ

ク
ラ

ス
タ

ー
計

画

○
分

野
：
機

能
性

・
健

康
食

品
産

業
○

推
進

組
織

：
九

州
地

域
バ

イ
オ

ク
ラ

ス
タ

ー
推

進
協

議
会

（
会

費
制

）
○

設
立

：
平

成
1
9
年

9
月

○
会

員
数

：
１

０
８

○
最

終
目

標
：

機
能

性
食

品
・
健

康
食

品
の

開
発

・
量

産
化

拠
点

○
第

Ⅱ
期

目
標

（1
9
～

2
2
年

度
）
：

・
新

事
業

開
始

件
数

4
0
0
件

・
新

規
上

場
（
IP

O
）
企

業
数

8
社

環
境

半
導

体
バ

イ
オ

○
経

済
産

業
省

で
は

、
平

成
1
3
年

度
か

ら
、

産
業

の
国

際
競

争
力

の
強

化
を

目
的

と
し

て
、

地
域

に
新

事
業

や
新

産
業

が
次

々
と

生
み

出
さ

れ
る

イ
ノ

ベ
ー

テ
ィ
ブ

な
産

業
集

積
の

形
成

を
目

指
し

た
「
産

業
ク

ラ
ス

タ
ー

計
画

」
を

展
開

。

○
九

州
で

は
、

産
業

と
し

て
の

強
み

を
持

つ
「
環

境
」
、

「
半

導
体

」
、

「
バ

イ
オ

」
の

3
分

野
で

、
第

Ⅱ
期

計
画

（
1
8
～

2
2
年

度
）
を

推
進

中
。

○
各

プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
で

は
、

産
学

官
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
に

お
け

る
交

流
と

触
発

か
ら

多
様

な
挑

戦
が

活
発

化
。

皆
様

の
ご

参
加

を
お

待
ち

し
て

い
ま

す
。

九
州

に
お

け
る

産
業

ク
ラ

ス
タ

ー
計

画
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

新
展

開

そ
の
他

参
考
資

料



平成 20 年度九州経済産業局支援施策概要のご紹介 

中小企業かごしま／2008.6 - 100 -

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
の

推
進

体
制

と
重

点
取

り
組

み

◆
九

州
シ

リ
コ

ン
・
ク

ラ
ス

タ
ー

計
画

○
会

長
：
佐

々
木

元
・
Ｎ

Ｅ
Ｃ

㈱
会

長
○

企
画

運
営

委
員

会
委

員
長

：
上

田
享

・
㈱

渕
上

ミ
ク

ロ
社

長
○

部
会

（
部

会
長

）
：

・
広

報
（
P

M
T
・
京

谷
社

長
）

・
ア

ラ
イ

ア
ン

ス
（
仲

谷
M

D
・
仲

谷
社

長
）

・
技

術
創

造
（
櫻

井
精

技
・
櫻

井
社

長
）

・
ビ

ジ
ネ

ス
創

出
（
吉

玉
精

鍍
･吉

玉
社

長
）

○
推

進
組

織
事

務
局

：
（
財

）
九

州
地

域
産

業
活

性
化

セ
ン

タ
ー

◆
九

州
地

域
環

境
・
リ
サ

イ
ク

ル
産

業
交

流
プ

ラ
ザ

（
Ｋ

－
Ｒ

ＩＰ
）

○
会

長
：
麻

生
泰

・
㈱

麻
生

社
長

○
運

営
会

議
議

長
：

鶴
田

暁
・
㈱

環
境

テ
ク

ノ
ス

社
長

○
部

会
（
部

会
長

）
：

・
交

流
（
麻

生
・
坂

田
部

長
）

・
情

報
（
九

電
・
瓜

生
部

長
）

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
（
新

日
鐵

・
網

岡
部

長
）

・
需

要
創

出
（
Y
B

M
・
吉

田
会

長
）

○
推

進
組

織
事

務
局

：
（
財

）
九

州
産

業
技

術
セ

ン
タ

ー

◆
九

州
地

域
バ

イ
オ

ク
ラ

ス
タ

ー
計

画

○
会

長
：
小

野
友

道
・
熊

本
保

健
科

学
大

学
長

○
企

画
運

営
委

員
会

委
員

長
：

農
新

介
・
オ

ー
ム

乳
業

㈱
専

務

○
推

進
組

織
事

務
局

：
（
財

）
く
ま

も
と

テ
ク

ノ
産

業
財

団

環
境

半
導

体
バ

イ
オ

主
な

取
り

組
み

…
出

発
点

は
、

会
員

ニ
ー

ズ
…

○
市

場
開

拓
（
ID

M
等

と
の

ア
ラ

イ
ア

ン
ス

）
・
ID

M
向

け
展

示
会

（
チ

ャ
レ

ン
ジ

マ
ー

ケ
ッ
ト

）
・
新

ビ
ジ

ネ
ス

支
援

（
提

案
型

ア
ラ

イ
ア

ン
ス

事
業

）

・
ア

ラ
イ

ア
ン

ス
研

究
会

・
専

門
家

の
ビ

ジ
ネ

ス
サ

ポ
ー

ト
（
イ

ノ
ベ

応
援

団
）

○
技

術
開

発
（
高

密
度

・
パ

ッ
ケ

ー
ジ

技
術

）
・
技

術
創

造
研

究
会

・
試

作
品

の
評

価
・
検

証
（
S
h
is

ak
u
工

房
）

○
人

材
育

成
（
製

造
プ

ロ
セ

ス
・
装

置
分

野
）

・
工

程
一

貫
型

イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

（
IK

K
A

N
 ）

○
機

能
性

評
価

ネ
ッ
ト

ワ
ー

ク
構

築
・
機

能
性

等
評

価
の

ワ
ン

ス
ト

ッ
プ

支
援

○
マ

ー
ケ

テ
ィ
ン

グ
支

援
・
消

費
者

と
連

携
し

た
製

品
評

価
（
ア

ン
チ

エ
イ

ジ
ン

グ
カ

フ
ェ
）

・
地

場
と

大
手

と
の

ア
ラ

イ
ア

ン
ス

マ
ッ
チ

ン
グ

○
人

材
育

成
・
フ

ー
ド

版
M

O
T
（
フ

ー
ド

バ
イ

オ
ビ

ジ
ネ

ス
ス

ク
ー

ル
）

・
新

規
参

入
支

援
（
バ

イ
オ

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

）
・
弁

理
士

・
弁

護
士

ネ
ッ
ト

ワ
ー

ク

○
起

業
化

支
援

・
F
S
等

独
自

支
援

（
K
-
R

IP
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
）

・
人

材
育

成
（
環

境
ク

ラ
ス

タ
ー

大
学

）
・プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
メ

イ
キ

ン
グ

研
究

会

○
国

際
展

開
（
環

黄
海

ビ
ジ

ネ
ス

創
出

）
・
環

黄
海

環
境

ビ
ジ

ネ
ス

ミ
ッ
シ

ョ
ン

・
大

連
と

の
ビ

ジ
ネ

ス
交

流
（
J
E
T
R

O
・
R

IT
）

○
事

業
化

支
援

（
地

域
と

の
連

携
）

・
エ

コ
テ

ク
ノ

等
商

談
会

・
展

示
会

・
新

商
品

開
発

支
援

（
売

れ
る

商
品

づ
く
り

）
・
専

門
家

派
遣

に
よ

る
ハ

ン
ズ

オ
ン

支
援
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◆九州地域の環境・リサイクル産業の育成・振興

◆九州地域における循環型経済社会の実証的モデルの構築

◆環境・リサイクル分野における新規産業の創出を通じた地域経済の活性化

◆産学官関係者の連携の促進

設立の趣旨・目的

■九州地域における環境・リサイクルに携わる産学官の横断的組織の形成
①環境ビジネスの育成・振興を通じて九州地域を「循環型社会」の実証的モデルとする。
②環境・リサイクル産業という新産業を創出することにより九州地域の活性化を図る。

九州地域環境調和型経済社会研究会（九州経済産業局内）平成６年度

九州地域リサイクル促進協議会（九州経済産業局内）

九州地域のリサイクル推進には
産学官の連携組織が必要

平成９年度

産業クラスター計画 （全国１９プロジェクトのうちの一つに採択）

九州地域の環境問題
について諸々の検討

九州地域の環境産業についての現状
把握とモデルリサイクルシステムの提示

平成１０年度 「九州地域の環境ビジネスのシーズ・ニーズ調査」

九州地域の循環型経済社会構築には環境・リサ
イクル産業の育成・振興が必要不可欠

循環型社会元年 ～「循環型社会形成推進基本法」等の
環境・リサイクル関連法整備

平成１１年度

平成１３年度～

平成１２年度

九州地域環境・リサイクル産業交流プラザ 設立

平成１７年度～

Ｋ－ＲＩＰビジョン（中・長期計画）策定

産業クラスター拠点重点強化事業～拠点機関との連携～

（～K-RIP規約より～）

産業クラスター第Ⅱ期計画スタート平成１８年度～

販路拡大支援

役割 ～産学官の横断的ネットワークによる環境クラスター形成～

企業

地域

金融

大学

行政
商社

技術シーズの事業化／共同研究開発

経営基盤サポート

コミュニティビジネスによる地域活性化

グリーン購入等調達促進

環境の
産業化

～『環境』という『産業』を九州から～

【お問い合わせ先】経済産業省九州経済産業局資源エネルギ－環境部 環境対策課 坂本、竹内
〒812-8546 福岡県福岡市博多区博多駅東2-11-1 電話092-482-5499 FAX092-482-5554

【入会お申込み先】 九州地域環境・リサイクル産業交流プラザ事務局 飯塚
〒812-0013    福岡県福岡市博多区博多駅東2-13-24  電話092-474-0042   FAX092-472-6609

九州地域環境・ﾘｻｲｸﾙ産業交流ﾌﾟﾗｻﾞ(K-RIP)

その他参考資料
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～「 KYUSHUブランド」＝高信頼性半導体・ＦＰＤの製造拠点～

半導体産業は、今後の世界市場においても年率６％以上の成長率が見込まれ、２００９年度には３０００億ドルに及ぶ
市場規模が見込まれる有望な成長産業であり、「情報家電」、「モバイル機器」、「自動車」など、我が国産業の国際競争
力を支える極めて重要な産業分野です。九州では現在８００社を超える関連企業が集積し、世界の半導体市場の約５％
をシェアしています。

しかしながら、高度な技術開発競争とグロ－バルな市場競争が極めて激しい半導体産業にあって、地域企業が有望な
ビジネスを行っていくためには、他の企業との積極的なアライアンスをはじめ、効果的かつ戦略的な取り組みを行っていく
必要があります。

九州経済産業局では、半導体とともに今後の成長が期待できるＦＰＤ（Flat Panel Display）分野を対象とした「九州シリコ
ン・クラスター計画」を策定し、域内の半導体・ＦＰＤ関連企業等が世界から注目され、「情報」、「人材」、「ビジネス」が集ま
る刺激的でイノベイティブな地域づくりを目指して、「九州半導体イノベーション協議会（ＳＩＩＱ）」を中心に関係機関と連携・
協力して様々な取り組みを行っています。

【お問い合わせ先】
○「九州シリコン・クラスター計画」に関すること

経済産業省 九州経済産業局 地域経済部 情報政策課 担当：名垣、村上
〒812-8546 福岡県福岡市博多区博多駅東2-11-1 TEL：092-482-5443 FAX：092-482-5538

○「九州半導体イノベーション協議会」に関すること
九州半導体イノベーション協議会 事務局 （財団法人 九州地域産業活性化センター） 担当：近藤
〒810-0004 福岡県福岡市中央区渡辺通5-14-12（南天神ビル7階) TEL：092-524-9265 FAX：092-713-4292

経 緯

活動内容 “ＳＩＩＱ（シーク）”での取り組み

アライアンス部会

技術創造部会

ビジネス創出部会

広報部会

部会区分

ビジネスチャンスを生

み出すアライアンスの
基盤作り

技術シーズの見える化
と技術情報の提供

ビジネスの発現

情報の流動化のため
の仕掛け作り

ミッション

• アライアンス研究会の開催
• エグゼクティブ交流会の開催
• アライアンス募集事業の実施

• 全九州半導体技術フォーラムの開催
• 技術創造研究会
• Ｓｈｉｓａｋｕ・評価工房事業の実施

• チャレンジマーケットの開催
• セミコンジャパン出展
• イノベ応援団によるビジネス支援事業

• ＨＰリニューアル ・ パンフレットの作成
• 会報の発行
• インターンシップ事業の実施

本年度事業

会 長：

○佐々木 元（ＮＥＣ代表取締役会長）

副会長：

○㈱安川電機 取締役社長 利島 康司

○ソニーセミコンダクタ九州㈱ 代表取締役社長 種茂 慎一

○東京エレクトロン九州㈱ 代表取締役社長 三浦 昭

○㈱渕上ミクロ 代表取締役社長 上田 享

○先端半導体技術交流会議 代表幹事 鶴島 稔夫

理 事：産学官から２９名

○会員数： 219社・者（2007.10.31現在）

正会員：157社・者（企業124社、大学：10、自治体11、その他12）

個人会員：62者

○会費 正会員６万円～、個人会員６千円

広報部会
広報部会 ビジネス

創出部会

ビジネス
創出部会アライアンス

部会

アライアンス

部 会 技術創

造部会

技術創造
部 会

イノベ
イノベ
応援団

顧 問会 長

副会長

企画運営委員会

事務局

技術参与

理 事

組込ＷＧ

九州シリコン・クラスター計画

その他参考資料
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～「健康・フードアイランド九州」の構築～

九州地域のバイオ産業振興の指針となる『九州地域バイオクラスター戦略ビジョン』（経済産業省九州経済産業局平成１９年１０月）に
基づき、「機能性食品・健康食品の開発・量産化拠点の形成」を目指し、具体的な事業展開を図ることとなりました。

事業推進の主体となる機関として、九州地域の産・学・官関係者が参加する「九州地域バイオクラスター推進協議会」（任意団体）が平
成１９年９月２７日（木）に発足し、同年１０月から販路拡大等の各種支援事業に取り組んでおります。

【お問い合わせ先】
○「九州地域バイオクラスター計画」に関すること

経済産業省 九州経済産業局 地域経済部 製造産業課 担当：下津浦、仁田
〒812-8546 福岡県福岡市博多区博多駅東2-11-1 TEL：092-482-5443 FAX：092-482-5538

○「九州地域バイオクラスター推進協議会」に関すること
九州地域バイオクラスター推進協議会 事務局 （財団法人 くまもとテクノ産業財団） 担当：中島、岡田
〒861-2202 熊本県上益城郡益城町田原2081-10 TEL：096-289-3116 FAX：096-286-3929

２．研究開発の支援を行います
地域のニーズが高く、市場性のある技術シーズについて個別

に支援を行い、各種補助金申請への橋渡し等を行っていきます。

５．新たな出会いの場を提供します
産学官のネットワークを構築するための出会いの場を提供し

て、新たなビジネス創出のきっかけ作りを行います。

３．資金調達を支援します
各種ベンチャーマーケットとの連携等を通じて金融機関等から

の資金調達が円滑に行われるような仕組み作りを行います。

７．人材育成・活用を行っていきます
食ビジネスに特化した人材育成のプログラム確立及び異業種

の参入を容易にするためのバイオ実習等も積極的に行います。

１．販路拡大を支援します
会員企業の皆様の製品・技術を国内外の企業や消費者へPR

するための展示会やマーケティング支援を行っていきます。

４．情報発信を行っていきます
会員に対し商談会、展示会、研究開発事業の公募状況等有用

な情報を適宜提供していきます。

６．機能性評価の仕組みを整備します
機能性評価の課題を整理するとともに、会員の皆様が機能性

評価を迅速にできるようなネットワーク整備を行っていきます。

８．国際展開を後押しします
市場規模の広がりを見せるアジア地域との連携を視野に入れ

た、国際展開の支援を行っていきます。

経 緯

     

会  長 熊本保健科学大学 学長 小野　友道

副会長 東洋新薬株式会社 代表取締役 服部　利光

雲海酒造株式会社 代表取締役社長 中島　勝美  

日本有機株式会社(社団法人鹿児島県工業倶楽部) 代表取締役会長（会長) 川崎　暢義

理  事 オーム乳業株式会社 専務取締役 農　新介

キューサイ株式会社 代表取締役社長 藤野　　孝

株式会社エバーライフ 代表取締役社長 鍋島　邦洋

トーマツ・ベンチャーサポート株式会社 代表取締役 古賀　光雄

株式会社やずや 代表取締役社長 矢頭　美世子

九州大学 農学部長 今泉　勝己

九州大学大学院農学研究院 教授 久原　哲  

九州工業大学 理事・副学長 西野　憲和

味の素株式会社 九州事業所長 田中　清

長工醤油味噌協同組合 理事長 林田　眞二郎

株式会社トランスジェニック 代表取締役 是石　匡宏

崇城大学 生物生命学部長 岩原　正宜

三和酒類株式会社 常務取締役 下田　雅彦  

坂元醸造株式会社 代表取締役 坂元　昭宏  

鹿児島大学 学長補佐（産学官連携　担当） 安部　淳一　

監  事 肥後銀行 営業統括部　部長代理 石原　弘章  
（独）中小企業基盤整備機構九州支部 支部長 筒井　　司
  

顧  問 九州経済産業局 局長 谷　　重男
（予定） 九州農政局 局長 南部　明弘  

（財）九州産業技術センター 会長 鎌田　迪貞
 

九州地域バイオクラスター推進協議会　役員等名簿

クラスター
マネージャー

会長

事務局 （（財）くまもとテクノ産業財団）

部
会

副会長

企画運営委員会
【推進事業決定機関】

監事

部
会

部
会

部
会

理事

九州地域バイオクラスター推進協議会組織図

【年会費】■団体会員１口：6万円 ■個人会員１口：6千円

【会員募集中！！】
「九州地域バイオクラスター推進協議会」では会員を募集しています。協議会で実施する各種事業

を、研究開発、製品開発、販路開拓、資金調達及び人材育成等の取り組みにお役立て下さい。

活動内容 ワンストップで、あらゆるご相談、お問い合わせに対応します。

九州地域バイオクラスター計画

その他参考資料
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～政府認証から民間認証へ～

現行制度

★政府責任 ★事業者の自主性を尊重
○制度対象は、主務大臣が指定する鉱工業品等に

限定（指定商品等）

○指定商品等に対してＪＩＳマーク表示以外の規格

該当性表示の禁止

○マークを付すことができる者は、製造業者、

外国製造業者等

○制度対象は、ＪＩＳが定められている全ての鉱工

業品等（各製造業者等が自由に選択）

○自己責任によるＪＩＳマーク表示以外の規格

該当性表示は自由
○マークを付すことができる者に、国内の輸入

業者、販売業者、外国の輸出業者を追加

★国による工場認定制度
○主務大臣(国)又は主務大臣(国)が指定する者が実施

○認定機関の指定の基準

主務大臣が省令で定める基準（経理的基礎

及び技術的能力を有する、認定の公正な実

施に支障を及ぼさない、等）

○主務大臣が指定した検査機関による検査制度

★民間第三者認証機関による
製品認証制度

○主務大臣の登録を受けた第三者認証機関が実施

○認証機関の登録の基準

国際標準化機構及び国際電気標準会議が定めた

国際的な基準（ISO/IECガイド６５（製品認証機関に

対する一般要求事項））

○認証機関による定期的な検査（サーベイランス）の実施等

○現行ＪＩＳマーク ○新ＪＩＳマーク

★国による制度の信頼性の確保措置

○製造業者等への監督措置

表示の除去、抹消、表示の付してある指定 商品の

販売停止の命令、認定の取消し

○認定機関への監督措置

適合命令

業務規程（変更命令あり）、手数料は、認可制

★国による制度の信頼性の確保措置
○製造業者等への監督措置

表示の除去、抹消、表示の付してある製品の販売

停止の命令（認証の取消しは、認証機関が実施）

○認証機関への監督措置

適合命令、改善命令、財務諸表等の備付け等の

義務付け

業務規程（変更命令なし）、手数料は、届出制

新制度

１．ＪＩＳマーク表示制度

◆既ＪＩＳマーク表示認定工場に関する経過措置
平成１７年１０月１日の施行日から３年を経過する日（特定日：平成２０年９月３０日）までは、引き続き、現行ＪＩＳマーク

を製品等に表示することができる。

◆新制度移行までの経緯

平成１６年 ６月 ９日 「工業標準化法の一部を改正する法律」の公布

平成１６年１２月２２日 「工業標準化法に基づく表示認定申請手数料の 額等を定める政令等の一部を改正する政令」の公布

平成１７年 ３月３０日 「日本工業規格への適合性の認証に関する省令の公布

平成１７年 ４月 １日 認証機関の登録申請受付開始

平成１７年１０月 １日 ★新ＪＩＳマーク制度のスタート 登録認証機関による認証申請の受付開始

（平成２０年 ９月３０日 現行ＪＩＳマーク制度の経過措置 終了）

新しいＪＩＳ制度の構築

その他参考資料
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、

当
該

重
大

製
品

事
故

に
係

る
消

費
生

活
用

製
品

の
名

称
、

事
故

の
内

容
等

を
公

表
す

る
。

○
消

費
生

活
用

製
品

の
小

売
販

売
事

業
者

、
修

理
事

業
者

又
は

設
置

工
事

事
業

者
は

、
重

大
製

品
事

故
を

知
っ

た
と

き
は

、
当

該
消

費
生

活
用

製
品

の
製

造
事

業
者

又
は

輸
入

事
業

者
に

通
知

す
る

よ
う

努
め

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
○

消
費

生
活

用
製

品
の

製
造

事
業

者
、

輸
入

事
業

者
又

は
小

売
販

売
事

業
者

は
、

製
品

事
故

に
関

す
る

情
報

を
収

集
し

、
当

該
情

報
を

一
般

消
費

者
に

提
供

す
る

よ
う

努
め

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。

＜
事

故
の

再
発

防
止

対
策

＞
○

消
費

生
活

用
製

品
の

製
造

事
業

者
又

は
輸

入
事

業
者

は
、

事
故

原
因

を
調

査
し

、
必

要
が

あ
る

と
認

め
る

と
き

は
、

当
該

消
費

生
活

用
製

品
の

回
収

等
の

措
置

を
と

る
よ

う
努

め
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

○
消

費
生

活
用

製
品

の
販

売
事

業
者

は
、

消
費

生
活

用
製

品
の

製
造

事
業

者
又

は
輸

入
事

業
者

が
行

う
消

費
生

活
用

製
品

の
回

収
等

の
措

置
に

協
力

す
る

よ
う

努
め

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。

消
費

生
活

用
製

品
の

安
全

対
策

そ
の
他

参
考

資
料
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重
大
製
品
事
故
発
生

（
命

令
違

反
）

小
売

販
売

事
業

者
・
修

理
事

業
者

・
設

置
工

事
事

業
者

に
よ

る
事

故
通

知

（
参

考
１

）
重

大
製

品
事

故
情

報
の

報
告

・
公

表
の

流
れ

消
費

者
等

に
よ

り
、

消
費

生
活

用
製

品
の

安
全

性
の

確
保

に
係

る
措

置
を

申
出

販
売

事
業

者
は

、
製

造
事

業
者

又
は

輸
入

事
業

者
が

行
う

危
害

防
止

措
置

に
協

力

製
造

事
業

者
・

輸
入

事
業

者
の

事
故

報
告

義
務

①
消

費
生

活
用

製
品

の
名

称
及

び
型

式
、

②
重

大
製

品
事

故
の

内
容

、
③

製
造

・
輸

入
・

販
売

数
量

他

主
務

大
臣

（
経

済
産

業
大

臣
）

に
よ

る
公

表
製

品
起

因
で

あ
る

と
疑

わ
れ

る
事

故
は

、
直

ち
に

①
事

業
者

名
、

②
機

種
・

型
式

名
、

③
事

故
内

容
等

を
記

者
発

表
し

、
ウ

ェ
ブ

サ
イ

ト
で

も
公

表
等

主
務

大
臣

（
経

済
産

業
大

臣
）

に
よ

る
命

令
報

告
徴

収
や

立
入

検
査

を
行

い
、

危
害

の
発

生
及

び
拡

大
を

防
止

す
る

た
め

特
に

必
要

が
あ

る
と

認
め

る
と

き
は

、
製

品
回

収
等

の
危

害
防

止
命

令
を

、
報

告
義

務
不

履
行

に
関

し
て

は
体

制
整

備
命

令
を

発
動

罰
則

消 費 者 へ の 情 報 提 供 製 品 評 価 技 術 基 盤 機 構 に よ る 調 査

（
必

要
に

応
じ

て
）

（
重

大
事

故
を

知
っ

た
日

か
ら

１
０

日
以

内
）

（
通

知
）

（
申

出
）

（
協

力
）
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（
参

考
２

）
製

品
事

故
と

重
大

製
品

事
故

＜
製

品
事

故
＞

「
製

品
事

故
」

と
は

、
消

費
生

活
用

製
品

の
使

用
に

伴
い

生
じ

た
事

故
の

う
ち

、
次

の
い

ず
れ

か
で

あ
っ

て
、

消
費

生
活

用
製

品
の

欠
陥

に
よ

っ
て

生
じ

た
も

の
で

な
い

こ
と

が
明

ら
か

な
事

故
以

外
の

も
の

。

①
一

般
消

費
者

の
生

命
又

は
身

体
に

対
す

る
危

害
が

発
生

し
た

事
故

②
消

費
生

活
用

製
品

が
滅

失
し

、
又

は
き

損
し

た
事

故
で

あ
っ

て
、

一
般

消
費

者
の

生
命

又
は

身
体

に
対

す
る

危
害

は
発

生
す

る
お

そ
れ

の
あ

る
も

の

＜
重

大
製

品
事

故
＞

「
重

大
製

品
事

故
」

と
は

、
製

品
事

故
の

う
ち

、
次

の
い

ず
れ

か
に

該
当

す
る

も
の

。
①

一
般

消
費

者
の

生
命

又
は

身
体

に
対

す
る

危
害

が
発

生
し

た
事

故
の

う
ち

、
危

害
が

重
大

な
も

の
。

○
死

亡
事

故
○

重
傷

病
事

故
（

治
療

に
要

す
る

期
間

が
３

０
日

以
上

の
負

傷
・

疾
病

）
○

後
遺

障
害

事
故

○
一

酸
化

炭
素

中
毒

事
故

②
消

費
生

活
用

製
品

が
滅

失
し

、
又

は
き

損
し

た
事

故
で

あ
っ

て
、

一
般

消
費

者
の

生
命

又
は

身
体

に
対

す
る

重
大

な
危

害
が

生
ず

る
お

そ
れ

の
あ

る
も

の
。

○
火

災
（

消
防

が
火

災
と

し
て

確
認

し
た

も
の

）
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市
場

出
荷

後
に

お
け

る
事

故
の

未
然

防
止

を
図

る
た

め
に

は
、

特
に

、
消

費
者

に
よ

る
保

守
が

難
し

く
、

経
年

劣
化

に
よ

る
重

大
事

故
発

生
の

お
そ

れ
の

高
い

製
品

（
特

定
保

守
製

品
）
の

長
期

使
用

時
に

つ
い

て
、

安
全

確
保

の
対

策
を

講
ず

る
こ

と
が

必
要

。
消

費
生

活
用

製
品

安
全

法
を

改
正

・
施

行
（
平

成
２

１
年

４
月

）
予

定
。

特
定

保
守

製
品

の
点

検
そ

の
他

の
保

守
の

促
進

①
製

品
へ

の
表

示
等

の
義

務
付

け

製
造

・
輸

入
事

業
者

に
対

し
て

、
標

準
使

用
期

間
、

点
検

期
間

等
の

製
品

へ
の

表
示

、
所

有
者

情
報

を
製

造
・
輸

入
事

業
者

に
提

供
す

る
た

め
の

書
面

（
所

有
者

票
）
の

添
付

等
を

義
務

付
け

。

③
消

費
者

に
よ

る
所

有
者

票
の

返
送

と
販

売
事

業
者

の
協

力

消
費

者
は

所
有

者
票

を
製

造
・
輸

入
事

業
者

に
返

送
。

そ
の

際
、

販
売

事
業

者
は

、
返

送
を

代
行

す
る

等
に

よ
り

協
力

。

④
点

検
の

必
要

性
等

に
関

す
る

通
知

の
義

務
付

け

製
造

・
輸

入
事

業
者

に
対

し
て

、
点

検
期

間
始

期
に

消
費

者
へ

点
検

の
必

要
性

に
つ

き
通

知
す

る
こ

と
を

義
務

付
け

。

②
消

費
者

に
対

す
る

説
明

等
の

義
務

付
け

販
売

事
業

者
に

対
し

て
、

経
年

劣
化

に
よ

る
リ

ス
ク

と
適

切
な

保
守

の
必

要
性

に
つ

い
て

消
費

者
に

説
明

す
る

こ
と

を
義

務
付

け
。

⑤
点

検
実

施
の

責
務

消
費

者
は

、
点

検
期

間
に

点
検

を
行

う
等

保
守

に
努

め
る

必
要

。

⑥
点

検
実

施
の

義
務

付
け

及
び

点
検

実
施

体
制

整
備

製
造

・
輸

入
事

業
者

に
対

し
、

点
検

期
間

中
に

点
検

要
請

を
受

け
た

と
き

の
点

検
実

施
を

義
務

付
け

。
ま

た
、

既
販

品
を

含
め

、
点

検
そ

の
他

の
保

守
を

適
切

に
行

う
た

め
に

必
要

な
体

制
を

整
備

す
る

必
要

。

販
売

事
業

者
等

製
造

・
輸

入
事

業
者

消
費

者

① ②
③

④

⑤ 点
検

要
請

所
有

者
情

報
を

記
入

⑥

主
要

な
流

れ

表
示

書
面

添
付 説

明

点
検

通
知

点
検

実
施

＜
製

品
事

故
の

未
然

防
止

対
策

＞
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●支援施策に対する中央会の取り組み 
今年度、中央会が力を入れる二つの施策についてご紹介します。 

 

 地域力連携拠点支援事業 

 

鹿児島県中小企業団体中央会は、平成 20 年 5 月 30 日、『鹿

児島県中央会地域力連携拠点』を開所しました。 

 

これは、小規模企業等の経営力向上、創業・再チャレンジ、

事業承継を支援する「平成 20 年度地域力連携拠点事業（経営

力向上・事業承継等先進的支援体制構築事業）」の実施機関と

して応募し、採択されたことによるものです。 

この事業では、日本の中小企業が、きめ細かく、すみずみ

まで行き届いたネットワークやつながり力によって、日本の

経済発展を下支えしてきたことに着目し、厳しさをます今日、

小規模な事業者が、自らの力と様々な連携を活用し、活路を

見出すことを強力にバックアップすることとしています。 

 

「鹿児島県中央会地域力連携拠点」が取り組む事業概要は次のとおりです。 

 

  

相談室設置・専門家派遣

情報提供・調査研究

マッチング支援

農業者中小企業者

鹿児島県中小企業団体中央会

鹿児島県
農業協同組合

中央会

見えない資産
の把握・活用

企業の資産や他
者の資源の掘り起
こし・活用で新たな
活路開拓が必要

ITを活用した
経営管理

激変する経営環
境への効果的な

対応が必要

新時代に対応
した経営革新

新時代に対応できる
経営手法をとりいれ
た経営革新策が生

き残りの条件

地域資源活用

地域の資源再発掘
と活用による成功事
例を参考に，新たな
活路を見出す必要

農商工連携

産業の壁を超え，相
互活用できる資源・
手法の再認識と応

用で活路を拓く必要

創業
予備群

後継者

農協 農協

農家 農家 農家

パートナー パートナー
パートナー

経済産業局 各種専門家
（弁護士，税理士，中小企業診断士，ITコーディネータ等）

商工中金
鹿児島県商店街
振興組合連合会

鹿児島
興業信用組合

支店 支店

事業者 事業者 事業者

奄美信用組合

支店 支店

事業者 事業者 事業者
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 地域資源活用企業化コーディネート活動等支援事業 

 

【事業の要約】 

 

 海洋深層水は、ミネラル豊富な飲用水としてだけではなく、その用途は限りない可能性を秘めてい

ます。既に用途や製造方法が開示され、多くの商品に利活用されていますが、新たな市場を創出す

るためにはデータに裏付けされた品質成分、効用等の検証が不可欠です。 

当事業では、富栄養性、ミネラル特性、清浄性、熟成性及び低温安定性の特性相互の相乗効果

を活かしながら、海洋深層水の多目的利活用の方途を探ることを目的とした研究を行います。 

具体的には、事業推進委員会及び成果・評価委員会を設置し、研究会開催により専門家・事業

者等の意見を踏まえながら参加企業の技術・技能を結集して、農水工等と連携した新たな用途開

発・商品化の研究を行います。 

 

 

【事業計画の内容】 

 

1. 事業推進委員会の設置 

参加事業者、専門家、行政及び支援機関等による委員会を設置し、事業目的、運営方針、達成

目標等に係る確認・検討、とりまとめを行う。 

① 事業内容・成果目標の設定 

② 農・畜産分野の研究会の進め方、講師選定、テーマ検討 

③ 水産分野の研究会の進め方、講師選定、テーマ検討 

④ 食品・飲料・健康・エネルギー分野の研究会の進め方、講師選定、テーマ検討 

⑤ 研究成果の総合取りまとめ 

 

2. 研究会の開催 

海洋深層水の利活用に造詣の深い学識経験者、中小企業診断士等を専門家として招へいし、用

途開発・商品化の可能性を探求するとともに地域資源の掘り起こしに向けた研究を行う。 

① 先進事例等の研究 

② 農・畜産分野への利活用研究（ 環境保全型の農業技術、果物・

野菜の生長促進と甘味増進、豚・牛・鶏の飼料に混入） 

③ 水産分野への利活用研究（魚介類・鰻等の養殖・藻類培養、さつ

ま揚げ・干物・いか塩辛等水産加工品、マグロ・鰹・きびなご・飛

魚等冷凍や鮮度保持） 

④ 食品・飲料・健康・エネルギーの研究（焼酎・味噌・醤油・ラーメン・漬物・豆腐・緑茶・魚醤・

きび酢・黒酢等に活用又は料理に利用、海洋深層水塩を炭化・粉末化）  

 

3. セミナー開催 

基調講演とパネルディスカッションにより、研究成果を公開するとともに外部有識者等に広く意見

を求め、討論を行う。 
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ダイジェスト 

農商工連携事例集 
 

地域の「強み」である農林水産品。中小企業者と農林漁業者が連携することによって、

この資源を活用した新しいビジネスが生まれています。 

5 月 16 日には「中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法

律（農商工等連携促進法）」も成立しました。この法津は、両者が有機的に連携し、そ

れぞれの経営資源を有効に活用して行う事業活動を促進することにより、地域を支える

中小企業の経営の向上及び農林漁業経営の改善を図るため、(1)基本方針の策定 (2)農

商工等連携事業計画の策定及び支援制度の創設などの総合的な支援措置を講じたものに

なっています。 

本号では、農林水産省と経済産業省が 4 月に発表した「農商工連携事例集」から、

48 例をご紹介いたします。 

 

【農商工連携に係る参考資料・詳細情報】 

 

●経済産業省 

「農商工連携 88 選の公表について」 

http://www.meti.go.jp/press/20080404002/20080404002.html  

●経済産業省 

「農商工連携」促進等による地域経済活性化のための取組について 

http://www.meti.go.jp/press/20071106001/20071106001.html 

●中小企業庁 

地域中小企業応援ファンドによる農商工連携の促進について 

http://www.chusho.meti.go.jp/shogyo/chiiki/071222fund_nokorenkei.htm 

●農林水産省：農商工連携 

http://www.maff.go.jp/j/kanbo/kihyo02/nosyoko/ 

 

 

特集３ 
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TRY! 温暖化防止と環境のために 
 

 

 

 

 

●大量の紙を消費するビジネスから、

付加価値があり印象に残るものを

ターゲットを絞って提供するビジ

ネスへ 

エンボス加工の施されたインパクトのある

カレンダー、手触りまで印象的な焼酎やケー

キ店のパッケージ、見る角度によって絵柄が

変化する偽造しにくい商品券・・・。環境に配

慮したユニカラーの製品だ。 

ユニカラーの環境に対する取り組みの出

発点は、将来のビジネスの方向性を探ること

から始まった。 

大量の印刷物をバラ撒き、同業他社と価

格競争による消耗戦を行うビジネスから脱却

するためには、今のままではまずいと考えた。

例えば発行部数 40 万部の新聞に入れるチ

ラシ。これはバージンパルプを利用した印刷

物だが、これをすべての購読家庭に折り込

むと 40 万枚分のパルプ資源が必要となる。

印刷会社としては大量の注文があった方が

売上は上がるが、本当にそれは顧客のため

になっているのか。それを考えたとき「40 万

枚のチラシをバラ撒くより、ターゲットを絞っ

て 5000 人に付加価値が高く訴求力のあるも

のを提供した方が効果があるのではない

か。」との思いに至った。 

紙から WEB などの電子媒体に移行できる

ものはシフトし、紙については枚数で勝負す

るビジネスをやめ、リサイクルに直結する手

法で、環境に負荷がかからない方法を提案

し広げていきたいと考えたのだ。 

 

●環境に優しい印刷システムの導入 

平成 16 年、その思いを実現するための新

しい印刷システムを導入した。紫外線照射

による化学反応で特殊インクをプリントする

UV オフセット印刷システムである。これは従

来のシステムでは困難だったアルミ蒸着紙

や PP、PET への印刷も可能であり、インクが

瞬間乾燥できるため納期の短縮も可能とな

る。また従来のシステムでは、インクに含まれ

た揮発性有機化合物による VOC ガスの発

生が避けられなかったが、UV オフセット印

刷で使われる特殊インクは VOC を含んでお

らず、環境に優しい印刷システムと言える。 

印刷システムだけではなく、印刷される側

の素材にも知恵を絞った。先に紹介した焼

酎やケーキ店のパッケージ素材は、G フル

ートと呼ばれる世界最薄のダンボールだ。精

緻なダイレクト印刷ができる素材特性はもち

ろん、軽量な上に強度が高い。パルプ使用

量が少ないため、森林の環境保護にも貢献

できる。軽量であるということは運搬時の燃

費削減にも繋がる。またダンボールはすで

に高度なリサイクルシステムが確立されてお

り、容器包装リサイクル法から除外されてい

る素材でもある。 

 

●自社だけでなく顧客へも環境対策

活動を広げたい 

ユニカラーの目指したビジネスの方向性

は、環境保護に向かう時流ともうまくシンクロ

した。 

「何かないですか？」と顧客の御用聞きを

するだけではなく「こうしませんか？」と提案

できる力を養い、自社だけでなく顧客に対し

ても環境対策活動を広げるビジネスを手が

け、社会に貢献していきたいと考えている。 

前回の活性化情報誌（2 月号）から始まった各業界の環境に対する取り組みのご紹介。

今回は印刷業界について、協業組合ユニカラーの岩重理事長に伺いました。 

インタビュー： 協業組合 ユニカラー 理事長 岩重昌勝 氏
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中央会の動き Wind from CHUOKAI 

●『第 53 回 中央会通常総会』開催 

 

 当会の第５３回通常総会が、５月３０日

(金)に会員並びに多数の来賓出席のもと、鹿

児島市の城山観光ホテルにて開催された。 

 開会にあたり、岩田泰一会長が挨拶し、「我

が国の経済状況は、原油価格の高騰やサブプ

ライムローン問題を背景としたアメリカの景

気後退等により景気の回復も足踏み状態で

あり、特に中小企業者においては、依然とし

て厳しい状況が続いている。九州圏内では、

北部九州を中心に大型の設備投資が実施さ

れつつあるが、消費に回復感はなく、生産か

ら消費への、また都市圏から地方圏への波及は限られ、九州圏内においてさえも地域格差は

拡大している。数年先の九州新幹線全線開業を控え、地域間競争を勝ち抜いていくためには、

今が正念場である。今年度、政府は『中小企業の成長力強化施策』を取りまとめ、新たに『地

域力連携拠点』や『農商工連携』に関する事業も予算化された。この地域力連携拠点事業に

ついて、私ども中央会の提案についても採択されたところであり、本会としては中小企業は

勿論、農協中央会とも連携を図りながら、推進していく。また、本年は鹿児島において第５

２回の中小企業団体九州大会開催を予定しており、九州地域の景気浮揚、中小企業者の発展

のために、なんとしても大会を成功させたい。今年度も中央会は『時代の風に応える中央会』

として、会員のみなさまをはじめとする中小企業連携組織の支援に全力を傾注していく。」と

述べた。 

引き続き、伊藤祐一郎鹿児島県知事、金子万寿夫鹿児島県議会議長、森博幸鹿児島市長（代

理）から来賓祝辞が寄せられ、県知事表彰や、叙勲･褒章受賞者への記念品の贈呈、中央会会

長表彰などが行われた。 

 この後、議案審議に入り、平成１９年度決算関係書類、平成２０年度事業計画及び収支予

算案などが提出され、満場一致で原案どおり承認可決された。なお、役員改選では、会長に

岩田泰一氏（鹿児島浄水事業(協)）が再選された他、理事 45 名、監事 3名が選出された。 

 

〔平成２０年度スローガン〕 

１. 地域力連携強化による中小企業振興 

２．事業再生・中小企業金融の円滑化推進 

３．中小企業振興のための人材確保・育成支援 

４．中小商業・サービス業、街づくりの振興 
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ご受賞を心よりお慶び申し上げます 
（順不同・敬称略） 

中央会会長表彰 

●優良組合（６組合） 

組合名 理事長名 

枕崎市水産物振興(協) 中村 順一 

出水エルピーガス販売事業(協) 山口 知久造 

太平橋通り商店街(振) 泊 幸雄 

(協)鹿児島県高圧ｶﾞｽ保安検査･指導ｾﾝﾀｰ 上村 眞一 

鹿屋肝属電気設備(協) 山形 広ノ進 

種子島自動車車検(協業) 杉 裕二 

                               

 

●優良組合青年部（１組合青年部） 

 鹿児島県タイル工業協同組合青年部・壮年部 会長 森山隆昭 

 

●組合功労者（１５名） 

氏 名 組合名 氏 名 組合名 

末永悟 鹿児島県板金塗装工業(協) 隈元 仁 鹿児島魚類市場売買参加者(協) 

三浦哲男 鹿児島電気工事業(協) 山根英司 総合物流(協) 

朴木武雄 姶良伊佐電気工事業(協) 和田美房 鹿児島県歯科医師(協) 

高田幸三 大島電気工事業(協) 中村幸治 出水協和自動車整備(協業) 

内村實 錦江建設機材工業(協) 岩﨑孝和 鹿児島県電気工事業(工) 

新原進也 鹿児島県茶商業(協) 室屋熊治 向田十文字通り商店街(振) 

草道成男 出水管工事(協) 宇都登 天文館一丁目商店街(振) 

神野喜八郎 鹿児島県自動車車体整備(協)   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組合功労者                 組合優秀事務局専従者 

 

優良組合 
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●組合優秀事務局専従者（１８名） 

氏 名 組合名 氏 名 組合名 

保坂朋子 鹿児島県味噌醤油工業(協) 内村澄子 加治木酒販(協) 

阿多口守 曽於建設業(協) 家村辰夫 鹿児島県コンクリート製品(協) 

村場竜二 鹿児島市管工事(協) 江口定子 (協)鹿児島県鉄構工業会 

森山健司 鹿児島市管工事(協) 内屋真一郎 南日本新聞販売事業(協) 

弓削敏晴 鹿児島市管工事(協) 飛松達也 鹿児島物流ネットワーク(協) 

片野田おりえ 指宿建設業(協) 平地真由美 鹿児島県陶業(協) 

澄行典 奄美大島自動車整備工業(協) 川原昭浩 鹿児島県火災共済(協) 

松元千鶴子 出水酒販(協) 鶴田美智子 垂水ガス(協業) 

藤坂広和 鹿児島県茶商業(協) 西野絵里子 鹿児島県電気工事業(工) 

 

●永年勤続従業員（６３名） 

紙面の都合上、お名前は割愛させていただきます。 

 

 

 

 

 

 

鹿児島県知事表彰 

●組合功労者（２名） 

 

 

 

 

 

 

叙勲・褒章受章者への記念品贈呈 

●叙勲３名               ●褒章３名 

 

氏 名 組  合 

小平亮一 西薩ガス事業協同組合 

小林正義 協同組合鹿屋建友会 

受章時期 氏 名 組  合 受章時期 氏 名 組  合 

平成 19 年春 

旭日小綬章 
本坊 喜一郎 本格焼酎事業(協) 

平成 19 年春

黄綬褒章 
岩田 泰一 鹿児島県菓子（工） 

平成 19 年秋 

旭日小綬章 
川崎 一三 鹿児島県造園事業(協) 

平成 19 年春

黄綬褒章 
有川 順一郎 曽於建設業(協) 

平成 19 年秋 

瑞宝単光章  
橋口 勇吉 鹿児島県川辺仏壇(協) 

平成 19 年春

黄綬褒章 
福崎 隆 鹿児島県タイル工業(協) 

永年勤続従業員 

叙勲・褒章受賞者 



インフォメーション 

中小企業かごしま／2008.6 - 129 -

 インフォメーション Announce from CHUOKAI 

 

●経営者の皆様 活用しませんか！！ 【産業雇用安定センター 鹿児島事務所】 

 

産業雇用安定センターは、次のような企業への支援を行っ

ています。  

(人員削減等の送り出しの時は、必ず離職前にご相談くだ

さい。) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 このような企業の事情があるとき、対象者の選定と綿密な職業相談を行い、あっ旋・紹介

（労働移動）致しますので、早めにご相談ください。 

 
 

 

 

 

 

 

 

＊ 情報管理は万全を期しています。（平成 1７年３月 28 日定めた産雇センター「個人情報保

護方針ポリシー」に基づく） 

＊ 全国の情報がオンライン化され、都会の人材（ＵＩターン）が確保されることがあります。

＊ 産業雇用安定センターは各都道府県に事務所があり、厚生労働省と産業界、経済団体の協

力により設立された公益法人です。 

＊ 業務は、出向や移籍・転職のお手伝いのほか、人事労務管理セミナー（有料）も行ってい

ます。 

＊ ハローワークに届出義務のある再就職援助計画届、大量雇用変動届提出時には当センター

をご利用し、離職者の再就職に役立ててください。（ハローワークの窓口で当センターの

利用を相談してください） 

◆ 事業の拡大や創業、欠員の補充のため人材を確保したい時。 

県内の就職希望者や、ＵＩターン者等の登録者を紹介 

◆ 事業の再構築や企業内で余剰人員が発生し、やむなく人員を削減したい時。 

◆ 企業の経営内容が思わしくなく、事業を廃止せざるを得ない時。 

解雇予定者等の再就職先のあっ旋、紹介  

◆ 65 歳までの継続雇用が自社内では困難で、該当者の再就職を支援したい時。 

▲ お 問 い 合 わ せ は ▼ 

財団法人 産業雇用安定センター 

        鹿児島事務所 

http://www.sangyokoyo.or.jp/ 

 

〒８９２-０８３８  

鹿児島市新屋敷町１６－４０１ 

鹿児島県住宅供給公社ビルＣ棟４階４２３号 

TEL 0 9 9 - 2 3 9 - 3 8 2 9  FAX 099-239-3847 

無 料 

の職業紹介機関 
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●外国人雇用はルールを守って適正に！ 【鹿児島労働局】 

 

～雇入れ・離職の際の届出と適切な雇用管理は事業主の責務です～ 

 

 経済社会の国際化の進展に伴い、就労を目的として我が国に入国、在留する外国人は増加

していますが、その就労状況をみると、雇用が不安定であること、社会保険の未加入が多い

こと等の問題があるほか、労働市場や風俗・治安に悪影響を及ぼす不法就労も依然として多

い状況にあります。 

 こうした中で、昨年、雇用対策法が改正され、外国人が、在留資格の範囲内で、その能力

を有効発揮しながら適正に就労できるよう、外国人雇用に関するルールが整備されました。 

 事業主の皆様の御理解と御協力をよろしくお願いいたします。  

 

① 全ての事業主に、外国人労働者（特別永住者を除く）の雇入れ

と離職の際に、当該外国人労働者の氏名、在留資格、在留期限

等について確認し、ハローワークへ届け出ることが義務付けら

れています。 提出を怠ると 30 万円以下の罰金が課されます。

なお、インターネットによる届出も可能です。 

② 労働関係法令及び労働・社会保険関係法令等の遵守はもとより、

「外国人労働者の雇用管理の改善等に関して事業主が適切に対

処するための指針」に基づき、雇用管理の改善等に努めてくだ

さい。  

 

 なお、詳細につきましては、最寄りのハローワークへお問い合わせください。  

 

鹿児島労働局ホームページ 

http://www.kagoshima.plb.go.jp/index.html 

 

 

―――無料職業紹介所をご利用ください――― 

 

鹿児島県中小企業団体中央会では、無料職業紹介事業を実施しております。 

求人企業及び求職者が中央会に登録し、求人求職情報をインターネット上で公開し

てマッチングの手助けを行います。 

求人情報の登録については、下記のアドレスをご覧になるか、中央会までお問い合

わせください。 

【鹿児島の求人求職情報】http://www.satsuma.or.jp/ui/ 

担当：連携支援課
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●公正取引委員会九州事務所ニュース 【公正取引委員会事務総局 九州事務所】 

 

 独占禁止法は、カルテルや談合などを禁止して、事業者による公正で自由な競争を通じて

経済が発展し、消費者の利益が確保されるよう、自由経済社会において公正で自由な競争が

行われるための基本的なルールを定めたものです。 

 公正取引委員会では、独占禁止法のほか下請法と景品表示法を運用しており、これらの法

律に関する相談に随時応対しております。 

九州事務所においても、企業や団体あるいは消費者の方々から相談や申告（調査請求）があ

った場合には、懇切・丁寧にお答えしていますので、是非、お気軽に相談してください。 

 

九州事務所における相談や申告等の窓口は、次のとおりです。 

①広報、職員採用等 総務課 092-431-5881 

②独占禁止法、各種ガイドライン 

合併・営業譲受けに関する相談等 

経済取引指導官 092-431-5882 

③景品類、表示についての相談、調査依頼（申告）等  取引課 092-431-6031 

④下請取引についての相談、調査依頼（申告）等 下請課 092-431-6032 

⑤独占禁止法違反についての調査依頼（申告） 第一審査課 092-431-6033 

 

 

 

最近の新聞発表事件から、下請法違反事件についてご紹介します。 

 

◆ 株式会社松風屋に対する勧告について（4月 2日） 

 

(株)松風屋は、業として行う販売の目的物たる自社の商標を付して販売する菓子の内容物

又は包装資材等の製造を下請事業者に委託しているところ、自社の利益を確保するため、下

請事業者に対し、「仕入歩引」、「物流手数料」等と称して下請代金の額に一定率を乗じて得た

額、又は「伝票代」と称して同社が下請事業者に代わり作成した当該下請事業者との取引に

係る伝票の発行枚数若しくは当該伝票の記載行数に一定額を乗じて得た額をそれぞれ負担す

るよう要請し、平成 18 年 2 月から同 19 年 11 月までの間、前記要請に応じた下請事業者に対

し、下請事業者の責めに帰すべき理由がないのに、当該下請事業者に支払うべき下請代金の

額を減じていた事実が認められたことから、同社に対し、下請法第 4 条第 1 項第 3号（下請

代金の減額の禁止）の規定に違反するとして、平成 20 年 4 月 2 日、同法第 7条第 2項の規定

に基づき、平成 18 年 2 月から同 19 年 11 月までの間に、「仕入歩引」等と称して下請代金の

額から減じていた額（総額 6924 万 1789 円）を下請事業者（156 名）に対して速やかに支払

うこと等を内容とする勧告を行った。 
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 ◆ 株式会社ミカドに対する勧告について（4 月 9日） 

 

(株)ミカドは、自社で製造・販売しているシステムキッチン等の部品等の製造の全部又は

一部を下請事業者に委託しているところ、自社の利益を確保するため、下請事業者に対して、

「販売協力金」等と称して下請代金の額に一定率を乗じて得た額又は取引数量に一定額を乗

じて得た額を負担するよう要請し、平成 17 年 7 月から同 19 年 5 月までの間、前記要請に応

じた下請事業者に対し、下請事業者の責めに帰すべき理由がないのに、当該下請事業者に支

払うべき下請代金の額を減じていた事実が認められたことから、同社に対し、下請法第 4条

第 1項第 3号（下請代金の減額の禁止）の規定に違反するとして、平成 20 年 4 月 9日、同法

第 7条第 2項の規定に基づき、平成 17 年 7 月から同 19 年 5 月までの間に、「販売協力金」等

と称して下請代金の額から減じていた額（総額 3663 万 5427 円）（注）を下請事業者（39 名）

に対して速やかに支払うこと等を内容とする勧告を行った。 

なお、本件は、平成 20 年 3 月 21 日に、中小企業庁長官から下請法第 6 条の規定に基づく

措置請求を受け、調査を行った事案である。 

 

（注）(株)ミカドは、既に下請事業者の一部（11 名）に対し、減額分の一部（331 万 8811 円）

を返還していたので、「販売協力金」等と称して下請代金から減じていた額（総額 3995 万 4238

円）から同返還額を差し引いて算出。 

 

◆九州産交運輸株式会社に対する勧告について（4月 17 日） 

 

九州産交運輸(株)は、業として請け負う貨物自動車運送の全部又は一部を下請事業者に委

託しているところ、自社の利益を確保するため、平成 18 年 9 月から同 19 年 9 月までの間、

ラーメン等の物品販売キャンペーンにおいて、役員及び従業員の知人のほか取引先に購入を

要請するという方針のもと、あらかじめ、本社各部、支店、営業所等の部門ごとに、販売目

標数量を定め、下請事業者に対し、下請事業者との取引に係る交渉等を行っている支店、営

業所等の長又は配車担当者を通じて、具体的な数量を示し、販売目標数量に達していない場

合には既に購入した者に対し再度要請するなどして、購入要請を行い、この要請を受けた下

請事業者（241 名）は、今後の九州産交運輸㈱との取引を考えやむを得ず、ラーメン等の物

品を購入（購入総額 2469 万 1440 円）した事実が認められた。 

このため、同社に対し、前記の購入強制行為は下請法第 4 条第 1 項

第 6号（購入・利用強制の禁止）の規定に違反するものであるとして、

平成 20 年 4月 17 日、同法第 7条第 2 項の規定に基づき、前記要請に

基づき下請事業者が購入したラーメン等の物品の購入金額から当該物

品の仕入価格に相当する額を控除した額（998 万 8770 円）を下請事業

者に対して速やかに支払うこと、前記行為が下請法の規定に違反する

ものである旨等を取締役会の決議により確認すること等を内容とする

勧告を行った。 
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鹿児島県内の業界情報 
 

製 造 業 （平成 20 年 5 月情報連絡員報告） 

味噌醤油製造業 

原材料価格の高騰を受け、味噌・醤油の価格見直し

を進めている県内中小メーカーがあるが、定着する

にはもう少し時間がかかりそうである。一方で、新

価格定着後の需要減を懸念する声も多い。 

酒類製造業 

区 分 H19.4 H20.4 前年同月比

製成数量 19,096.8 15,378.2 80.5

移出 

数量 

県内課税 6,368.0 5,533.0 86.9

県外課税 8,351.2 8,179.4 97.9

県外未納税 5,107.1 5,147.2 100.8

在庫数量 252,677.2 255,158.3 101.0

（平成 20 年 4月分データ。単位 kℓ・%）

漬物製造業 

生大根の漬物が売れたことによる品不足感あり。 

蒲鉾製造業 

大型連休で土産用商品は良く売れたが、原油高騰等

で副資材・主原料とも値上がりして、利益の出ない

状況になっている。また、値上げしても昨年より利

益は出ないようである。売上は全体的にみると前年

同月と変わらずであった。 

鰹節製造業 

原材料が高くなってきた分、非常に厳しい状況であ

る。生値の価格が 200 円台で推移する中、業界は一

段と厳しさが増して来ている。 

菓子製造業 

4 月下旬から 5 月上旬にかけて 24 日間、全国菓子大

博覧会が姫路市で開催され、鹿児島からも参加・出

品して大いに盛り上がった。しかし、その一方、組

合員の高齢化が進み、廃業せざるを得ない店舗も相

次いだ。 

本場大島紬織物製造業 

平成20年5月検査反数1,281反、前年度比74.9％（430

反減）。 

木材・木製品製造業 

4 月の住宅着工戸数は、対前年同月比 8.7％減と 3月

の 15.6％減より縮小してきており、建築基準法改正

絡みの影響は薄らいできたと言われているが、景気

の足踏みで依然として低迷を続けている。加えて最

近ではローンの金利も引き上げられ、建築確認の申

請件数は 5.9％減と環境は改善されていない。このよ

うな傾向は地方ほど顕著で、5月の市売りは、数量で

対前年同月比21％の減、金額で30％の減、単価は89％

どまりであった。梅雨入りしたことで、この傾向に

更に拍車がかかりそうである。 

素材生産業・製材業・材木卸売業 

本県の木造住宅着工は、やや回復の傾向にあるが、

全国的には足踏み状態である。鉄等の建築素材価格

が軒並み上昇する中で、国産材は価格・需要共に厳

しい状況が続いている。ただ、国産チップは、製紙

原料・燃料需要の増加に伴い市況が好転しつつある。 

生コンクリート製造業 

5 月の出荷量は、119,341 ㎥、対前年同月比 81.2％。

出荷量が特に増加した地域は、加治木、鹿屋、奄美

南部。特に減少した地域は、鹿児島、川薩、宮之城、

出水、種子島、屋久島。官公需は、70,514 ㎥、対前

年同月比 79.5％となり公共工事減少が目立つ。民需

は、48,827 ㎥、対前年同月比 83.7％。 

コンクリート製品製造業 

5 月の出荷トン数は、3,186 トン、対前年度比 68.1％

となった。出荷量が増加した地域は姶良地区のみで

あり、大隅地区については、対前年度比 45.0％となっ

た。公共工事における当組合の 5 月度の受注も低調

に推移している。 

仏壇製造業 

海外産輸入仏壇内訳（主たる輸入先：中国・ベトナ

ム・タイ等）、平成 20 年 2月 17,856 本、3 月 17,429

本、4月 19,637 本、2008 年累計 77,494 本。 

印刷業 

サイクロンや、四川大地震という地球規模での自然

災害に見舞われた 5 月であったが、経済面でも相変

わらずの値上げラッシュが続いている。大きな社会

不安と不況下に更に追い討ちをかけるような状況ば

かりで、先行き不透明である。業界内でも、紙の大

幅値上げという事態に対し、価格転嫁の厳しさに直

面し、原油価格の乱高下と共に対応に苦慮するばか

りである。好転材料は何も見当たらない。 
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非 製 造 業 （平成 20 年 5 月情報連絡員報告） 

卸売業 

売上高及び販売価格について、ばらつきが業種によ

り見られる。自動車部品卸・婦人服卸は、売上増加

が見られ、販売価格への転嫁が行われていると思わ

れる。しかし、他の卸関係については、依然厳しい

状況が続いている。当面の業況に注視すべきである。 

燃料小売業 

ガス輸入価格は最高値を更新中。これを小売料金に

反映させると厳しさはさらに増すものと予想される。 

中古自動車販売業 

5 月に入って業況が急激に落ち込んだ。ガソリンの高

騰もあり今後が懸念される。 

青果小売業 

売上高前年同月比 97％、前月比 102％ 

農業機械小売業 

売上高は前年同月と比べて横ばいとなっているが、

中小販売店の売上は減少し、大手販売店が前年売上

を確保した程度である。業界は、前年の水稲作柄に

農家の購買意欲が左右されている中、大手と中小販

売店との格差が広がってきている。 

石油販売業 

暫定税率復活と原油コストのアップが重なり、仕入

価格は大幅に上昇した。この暫定税率の失効と復活

の反動で収益と資金繰りは悪化した。業界でもセー

フティーネット資金保証制度を創設してサポートを

しているもののダメージは大きい。 

鮮魚小売業 

漁業用燃油価格が史上最高の 1リットル 90 円超にな

り、遠洋漁業が打撃を受け、マグロが高くなってい

る。さらに、世界中で魚を食べるようになり、これ

からの日本の「さかな」は、日本近海で獲れる「さ

かな」が多くなると思われる。マグロの代わりにカ

ツオの刺身が食卓を飾るのではとも言われている。 

商店街（霧島市） 

5月の連休明けから購買動向の前年割れでの減少が続

いている。 

商店街（薩摩川内市） 

連休があると、商店街はガランとしている。初めて

の「一店逸品さつきまつり」を中心商店街で行い、

好天のため、まずまずの人出であった。しかし、ガ

ソリンをはじめ、多くの物の価格上昇で消費意欲も

下がっている。特にガソリンの大幅値上げに関して

は、どうしようもない。後期高齢者医療制度の問題

も消費減少に影響があるようだ。零細商店は、年配

者で持っているような店が多いので、大打撃である。 

商店街（鹿屋市） 

空き店舗対策事業の「まちなかキッチン」PR を、5/23

大隅フラッシュ（KTS）にて放映、6/5 鹿屋記者クラ

ブにて記者会見（発表）、6/10FM 鹿屋にて PR。 

サービス業（旅館業/県内） 

5 月の連休を中心にお客様の増加が見られ、各種の会

合やスポーツ関係の大会等もあり、5月は好況だった。 

サービス業（美容業） 

業況に変化はない。 

旅行業 

5 月は修学旅行シーズンにあたり、バス関係会員につ

いてはやや活発な動きがあったが、燃油高騰等によ

る仕入れ価格の上昇等で相変わらず業況は厳しい。

春の行楽シーズンにおける団体旅行の数が著しく減

少していることも要因の一つである。 

測量設計業 

発注量減少の中、年度開始は特に受注量が少ない。

通常総会は無事終了したが、組合員の減少に歯止め

がかからず、組合運営が大変厳しくなっている。 

自動車分解整備・車体整備業 

今月も微増だったが上昇傾向にあるとは言えず、最

近の度重なる燃料値上げで車離れに拍車がかかりそ

うである。また、資金繰りの悪い所も見受けられた。 

電気工事業 

公共工事は新年度に入り、まだ発注も少ない。民間

工事はマンション建設が続いているが、価格面で良

くなく、景況自体の動きがない状態が継続している。 

内装工事業 

5 月のラベル売上数は、カーテンラベルは前年同月比

35.6％で大幅に減少、壁装ラベルは前年同月比53.6％

で大幅に減少、じゅうたん等ラベルも前年同月比

56.5％で大幅に減少となった。内装工事業界はまだ

停滞が続いており、依然として厳しい状況である。 

管工事業 

原材料価格の上昇により建設資材は日増しに値上が

りしている。そのため、公共工事と市況との価格差

は一段と広がり、収益を圧迫している。 

建設業（鹿児島市） 

今の時期、公共工事の発注は例年少ないが、今年は

特に少ない。 

建設業（出水市） 

生コン及びコンクリート二次製品の共同購入事業に

おいて単価の値上げの要望がある。原材料、油代値

上げが原因である。 

貨物自動車運送業 

5 月に入り、軽油税の暫定税率の復活で燃料コストが

上昇し運賃も非常に厳しく、採算が取れない状況に

なってきた。また、ドライバー不足もあって、今後

の運送業の先行きは不透明である。 

運輸業 

個人タクシーに関しては、高齢により廃業する者が

数名出たため売上高減少となった。 
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お申し込みは 

鹿児島県中小企業団体中央会 

 連携支援課まで 

      TEL 099-222-9258 

中央会関連 
主要行事予定 

 

平成２０年７月 

11 日(金) 

13:30 

第 1 回合同就職面接会 

（若者と中小企業とのネットワーク構築事業） 

鹿児島市「鹿児島サンロイヤルホテル」

11 日(金) 

19:00 

中央会青年部会ボウリング大会 

鹿児島市「T-MAX BOWL」 

16 日(水) 

13:00 

第 2 回大島地区特別相談 

奄美市「大島支庁・別-3-A」～17 日 15:00

平成２０年８月 

22 日(金) 

13:30 

平成 20 年度レディス交流会 

霧島市「霧島国際ホテル」～23 日 11:00

平成２０年９月 

11 日(木) 

13:30 

第 52 回中小企業団体九州大会 

鹿児島市「宝山ホール」 

 

取引先の突然の倒産。 

そんなときあなたを守る安心の共済です。 

経 営 セ ー フ テ ィ 共 済 の 

ご 紹 介 

 

中小企業倒産防止共済制度の愛称が

「経営セーフティ共済」になりました。 

 

「経営セーフティ共済」は、取引先事業者の

倒産の影響を受けて、中小企業者が倒産する

事態（連鎖倒産）又は、倒産に至らないまで

も著しい経営難に陥る事態の発生を防止す

るため、毎月一定金額を掛け、万一取引先事

業者が倒産し、売掛金や受取手形などの回収

が困難となった場合には、掛金総額の１０倍

の範囲内で共済金の貸付けを受けることが

できる共済制度です 

 

◆最高 3,200 万円の共済金貸付が受けられ

ます。 

◆共済金貸付は無担保・無保証人・無利子

です。 

◆税法上の特典も有ります。 

◆一時貸付金制度もご利用できます。 

 

 

中 小 企 業 か ご し ま 
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